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  注意


  This work was originally published by the World Meteorological Organization, Geneva, and is translated by permission.
 Copyright © 2019. World Meteorological Organization.
 Translation by the Sueji Niiyama copyright © 2020
 For copyright reasons this edition is not available outside Japan.


  The presentation of material therein does not imply the expression of any opinion whatsoever on the part of the WMO concerning the legal status of any country, area or territory or of its authorities, or concerning the delimitation of its borders.


  The responsibility for opinions expressed in signed articles, publications, studies and other contributions rests solely with their authors, and their publication does not constitute an endorsement by the WMO of the opinion expressed in them.


  Reference to names of firms and commercial products and process does not imply their endorsement by the WMO, and any failure to mention a firm, commercial product or process is not a sign of disapproval.


  This publication is a translation undertaken by Sueji Niiyama with permission from WMO, the publisher of the original text in English. WMO does not guarantee the accuracy of the translation for which Sueji Niiyama takes sole responsibility.


  本書の原出版者は、ジュネーブの世界気象機関であり、本書は、その許諾により翻訳されたものである。
Copyright © 2019. World Meteorological Organization.
 Translation by the Sueji Niiyama copyright © 2020
著作権上の理由により、この版は日本国外では利用できない。


  本書における資料の提示は、いずれかの国、地域若しくは領域又はこれらの当局の法的地位について、あるいはその境界の区分について、WMOとしての何らかの意見の表明を意味するものではない。


  署名記事、出版物、研究その他の寄稿において表明された意見の責任は、ひとえにそれらの著者にあり、これらを出版することは、これらにおいて表明された意見に対するWMOの支持を構成するものではない。


  企業名又は商業的プロダクト若しくは商業プロセスの名称への言及は、これらに対するWMOの支持を意味するものではなく、また、企業並びに商業的プロダクト及び商業的工程に言及しないことは、これらに賛成しないことを意味しない。


  この出版物は、英語原典の出版者であるWMOの許諾の下で新山末爾が行った翻訳である。WMOは、ひとえに新山末爾が責任を負うものであるこの翻訳の品質を保証するものではない。


  標記及び語義


  本書における字体の用法は次のとおり。
・ 標準的な慣行及び手続を太字で表す。
・ 推奨される慣行及び手続を通常の字体で示す。
・ 注釈は小さな字で示す。


  WMOの用語データベースMETEOTERMは、http://public.wmo.int/en/resources/meteotermを参照されたい。
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  はじめに


  一般的事項


  1. これは、WMO統合全球観測システムマニュアル（WMO-No. 1160）の第2版であり、第18回世界気象会議において承認されたものである。第1版は、WMO統合全球観測システム（WIGOS）の実装を進めるための第16回世界気象会議の決定に、また、WIGOSの前運用段階を進めるための第17回世界気象会議の決定に従ってさらに作成された。


  2. 本マニュアルは、執行理事会によって、そのWIGOSに関する委員会間調整グループ、殊に同グループのWIGOS規則資料に関するタスクチームを通じて作成されたものである。これは、基礎システム委員会（CBS）及び測器観測法委員会（CIMO）の主導による、関心を有する全ての専門委員会が参加する協働的手法の成果である。


  目的及び程界


  3. 本マニュアルは、次のことのために設計されている。


  （a）WIGOSの実装及び運用における各加盟国・地域の義務を明らかにすること。


  （b）各加盟国・地域間の観測における協力を促進すること。


  （c）上記（a）及び（b）の達成にあたって適用される慣行及び手順について充分な統一性及び標準化を保証すること。


  4. 本マニュアルは、技術規則（WMO-No. 49）附属書VIIIであり、また、一体となって技術規則をなす3つの巻及び一連の附属書とともに読まれるべきものである。WMOの全ての要素観測システムについての全ての技術規則は、段階的に、WIGOSの名の下に本マニュアルに含まれることとなる。


  5. 加盟国・地域は、世界気象会議、執行理事会、専門委員会及び地区協会の決定に従って、その観測システムを実装及び運用する。これらの決定が本質として技術的な及び規制に係るものであるとき、それらは、当然にWMO技術規則において文書化されることとなる。


  6. 本マニュアルは、本質的に、何が観測されるのかを、また、各加盟国・地域からの観測に対する関連する要求事項に適合するために遵守されるべき慣行及び手順は何であるかを指定する。これらの要求事項は、国レベルで直接的に、あるいは全球又は地区レベルのWMOのプログラムによって集合的に生じてくるものであり、要求事項のローリングレビュー（訳注：各時点において入手可能な資料に基づく定期的な再検討）の適用範囲を通じて示される。この他に多くのマニュアル及びガイドが、観測所・プラットフォーム、測器・観測法、観測成果、観測メタデータの通報・管理等、観測システムの運用についてのさらなる慣行及び手順を示している。


  7. 水文観測の成果については、全球的交換及び全球的に標準的な慣行及び手順について、広範に実装された基盤はない。技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文）は、各加盟国・地域に、主に推奨される慣行及び手順を示している。WIGOS内において観測成果の品質及び比較可能性が保証されるのを助けるために、WMO水文観測システム（WHOS）を通じてその水文観測の成果を供用している加盟国・地域は、本マニュアルに定められている規定を遵守することを要求されている。このことから、技術規則第III巻のうち水文についての慣行及び手順を推奨している数多くの規定が、本マニュアルにおいて標準的な慣行及び手順として掲げられている。WIGOSの標準的な慣行及び手順のいくつかは、これを全ての加盟国・地域がその水文観測について広範かつ迅速に実装することが容易ではないこともあると認識されている。それにもかかわらず、加盟国・地域は、水文観測の成果の収集及び交換においてWIGOSの標準的な慣行及び手順を実装するために最大限の努力をすることを、また、こうした観測成果をWHOSを通じて供用することを促される。


  附録について


  8. 附録は、ある単一の課題についての一連の規定がその詳細な性質及び長さゆえに、これを別記としなければ本マニュアルの関連部分の流れを妨げてしまうことが避けられないときに用いられる。さらに、附録は、特定の集団の責任に帰するような小部分を明らかにすることによって、継続的な再検討及び更新のプロセスを促進するためにも用いられる。


  一般条項


  1. 世界気象機関技術規則（WMO-No. 49）は、次の3巻からなる。


  I巻―気象に関する一般的基準及び推奨される慣行


  II巻―国際航空のための気象業務


  III巻―水文


  技術規則の目的


  2. 技術規則は、世界気象機関条約第8条（d）に基づき、世界気象会議によって定められた。


  3. これらの規則は、次のことのために設計されている。


  （a）各加盟国・地域間の気象学及び水文学における協力を促進すること。


  （b）国際的領域において、気象学及び実用水文学のアプリケーションに係る様々な分野における個別のニーズを最も効果的な方法で満足させること。


  （c）上記（a）及び（b）の達成にあたって採用される慣行及び手順の充分な統一性及び標準化を保証すること。


  規則の種類


  4. 技術規則は、標準的な慣行及び手順、推奨される慣行及び手順並びに定数、定義、式及び仕様の参照からなる。


  5. これら3つの種類の規則は、次のようなものである。


  標準的な慣行及び手順：


  （a）各加盟国・地域が遵守又は実装することを求められる慣行及び手順であること。


  （b）世界気象機関条約第9条（b）が適用されうる事柄に関する技術的解決法における要求事項という位置付けを有すること。


  （c）英語の文章における用語の使用によって、また、アラビア語、中国語、フランス語、ロシア語及びスペイン語の文章におけるこれに相当する適切な用語によって必ず識別されるものであること。


  推奨される慣行及び手順:


  （a）各加盟国・地域がこれに従うことを促される慣行及び手順であること。


  （b）世界気象機関条約第9条（b）が適用されない事柄についての各加盟国・地域に対する推奨事項という位置付けを有すること。


  （c）必ず英語の文章における用語の使用によって（世界気象会議の決定によって別段の定めがされたときを除く。）、また、アラビア語、中国語、フランス語、ロシア語及びスペイン語の文章におけるこれに相当する適切な用語によって識別されるものであること。


  定数、定義、式及び仕様の参照


  加盟異国・地域は、機関が公刊するガイド類に示された定義、式、定数の値及び仕様を使用しなければならない。


  6. 加盟国・地域は、上記の定義に従って、標準的な慣行及び手順の実装に最善を尽くすものとする。加盟国・地域は、世界気象機関条約第9条（b）に従って、また、一般規則第101規則に準じて、個別的に除外を申し出た事項を除いて技術規則の標準的な慣行及び手順を適用するその意思を、事務局長に書面を以て正式に届け出るものとする。また、加盟国・地域は、標準的な慣行又は手順の実装の程度についての従前の通知からの何らかの変更及び当該変更の実施日を、その3月以上前に、事務局長に通知するものとする。


  7. 加盟国・地域は、推奨される慣行及び手順を遵守することを督促されるが、第II巻に掲載された慣行及び手順に係るものを除き、遵守していないことについて事務局長に通知する必要はない。


  8. 様々な規則の位置付けを明らかにするために、標準的な慣行及び手順は、編注に示すところにより、文字の体裁の違いによって、推奨される慣行及び手順と区別される。


  附属書及び附録の位置付け


  9. 技術規則（第I-IV巻）の次の附属書は、マニュアルとも称され、独立して公刊されるものであり、規則資料をその内容とする。これらは、世界気象会議の決定によって確立され、個別分野に対する技術規則の適用を促進することを企図したものである。各マニュアルは、標準的な慣行及び手順並びに推奨される慣行及び手順の双方を内容としうる。


  I 国際雲図帳（WMO-No. 407）第I巻―雲その他の天象の観測に関するマニュアル第1章2.1.1、2.1.4、2.1.5、2.2.2、2.3.1-2.3.10の各1-4（例えば、2.3.1.1、2.3.1.2等）、2.8.2、2.8.3、2.8.5及び3.1の並びに同3.2の定義（灰色塗りの四角内）


  II コードマニュアル（WMO-No. 306）第I巻


  III 全球通信システムマニュアル（WMO-No. 386）


  IV 全球データ処理・予報システムマニュアル（WMO-No. 485）


  VI 海洋気象業務マニュアル（WMO-No. 558）第I巻


  VII WMO情報システムマニュアル（WMO-No. 1060）


  VIII WMO統合全球観測システムマニュアル（WMO-No. 1160）


  IX 気候のための高品質全球データ管理枠組マニュアル（WMO-No. 1238）


  10. 技術規則又は技術規則の附属書に現れる附録と呼ばれる文書は、それらが参照している規則と同等の位置付けを有する。


  注釈及び添付文書の位置付け


  11. 技術規則には、説明を目的として、一定の注釈（「注」の表示に続くもの）が含まれている。これらは、例えば、関連するWMOのガイド及び出版物を参照することができる。こうした注釈は、技術規則としての位置付けを有しない。


  12. 技術規則は、添付文書を有することもあり、これは、通常、標準的な及び推奨される慣行及び手順に関連する詳細な指針を内容とする。ただし、添付文書は、規則としての位置付けを有しない。


  技術規則及びその附属書（マニュアル）の更新


  13. 技術規則は、気象学及び水文学並びに関連する技術の、また、気象学及び実用水文学のアプリケーションの発展に照らして、必要に応じて更新される。かつて世界気象会議において合意されて技術規則に取り入れられる事項の選定に適用された一定の原則を、下記に再掲する。これらの原則は、各構成体、殊に専門委員会に、技術規則に取り入れられる事項に対処する際の指針を示すものである。


  （a）専門委員会は、大多数がそれを支持するのでなければ、ある規則を標準的な慣行であるとして推奨してはならない。


  （b）技術規則は、課題となっている規定の実装についての各加盟国・地域に対する適切な指示を内容とするものとする。


  （c）技術規則の大きな変更は、適切な専門委員会に諮ることなく行われてはならない。


  （d）各加盟国・地域又は各構成体が提出した技術規則の改正案は、世界気象会議に提出される3月以上前に、全ての加盟国・地域に伝えられるものとする。


  14. 技術規則の改正は、原則として、世界気象会議がこれを承認する。


  15. 適当な専門委員会の会合によって改正案についての勧告がなされ、かつ、新たな規則が世界気象会議の次回会合の前に実装される必要があるときは、執行理事会は、機関のために、世界気象機関条約第14条（c）に従って当該改正案を承認することができる。適当な専門委員会が提案した技術規則の附属書の改正案は、通常、執行理事会がこれを承認する。


  16. 適当な専門委員会によって改正案についての勧告がなされ、かつ、新たな規則の実装が急を要するものであるときは、世界気象機関総裁は、執行理事会のために、一般規則の規則9（5）の定めるところによって措置をとることができる。


  注：単純（迅速）手続は、附属書II―コードマニュアル（WMO-No. 306）、III―全球通信システムマニュアル（WMO-No. 386）、IV―全球データ処理・予報システムマニュアル（WMO-No. 485）、VII―WMO情報システムマニュアル（WMO-No. 1060）及びVIII―WMO統合全球観測システムマニュアル（WMO-No. 1160）の技術仕様の改定について用いられる。迅速手続の適用については、これらの一般条項の附録に定められている。


  17. 世界気象会議の各会合（4年毎）の後、世界気象会議が承認した改正事項を含む新たな版の技術規則が公布される。世界気象会議の会期間における改正については、必要があれば、執行理事会による当該改正の承認に基づいて、技術規則第I及び第III巻が更新される。執行理事会による改正案の承認の結果として更新された技術規則は、現在の版の新たな更新であるとみなされる。第II巻に係る事項は、世界気象機関及び国際民間航空機関が、両機関が合意した取決めに従って、緊密に協働して作成するものである。第II巻と国際民間航空条約附属書3（国際航空のための気象業務）との整合性を保証するために、第II巻の改正事項の公布は、これに相当する国際民間航空機関による附属書3の改正と同期させられる。


  注：各版は、世界気象会議の相当する会合の年次によって識別され、一方、更新は、「2018年改正」といったように、執行理事会による承認の年次によって識別される


  WMOのガイド


  18. 世界気象機関は、技術規則のほか、適当なガイドを公表している。これらは、各加盟国・地域が技術規則を遵守するためにその取決めを確立及び実施するにあたって、あるいはそれぞれの国・地域において気象・水文業務を確立するにあたって遵守又は実装を推奨される慣行、手順及び仕様を記述したものである。各ガイドは、水文気象学、気候学及びこれらのアプリケーションにおける科学技術の発展に照らして、必要があれば更新される。各専門委員会は、ガイドに取り入れるべき事項の選定を担当する。これらのガイド及びその後の改正は、執行理事会において検討されるものとする。


  附録
基礎システム委員会の管轄に係るWMOのマニュアル及びガイドの改正手続


  1. 管轄する委員会の指定
基礎システム委員会（CBS）は、各マニュアル及びガイドについて、マニュアル及びこれに関連する技術ガイドを管轄するものとして、1つの公開事業領域グループ（OPAG）を指定するものとする。公開事業領域グループは、当該マニュアルの全部又は一部の改正を管理するための指定委員会として、その専門家チームの1つを指定することができる。専門家チームが指定されないときは、OPAGの実施調整チームが指定委員会の役割を果たす。


  2. 一般的な検証及び実施の手続


  2.1 改正の提案
CBSが管理するマニュアル又はガイドの改正は、書面によって事務局に提案されるものとする。当該提案は、必要性、目的及び要求事項を明らかにし、また、技術的事項についての照会先に関する情報を含むものとする。


  2.2 勧告事項の起草
マニュアル又はガイドの関連する部分についての指定委員会は、事務局の支援を受けて、（それがWMO技術規則の改正を伴うものでない限り）記述された要求事項を検証し、また、必要に応じて、要求事項に応じた勧告事項の草案を作成するものとする。


  2.3 承認手続
指定委員会による勧告事項の草案が下記第7節に定める手続に従って検証された後、指定委員会は、当該改正の類型に応じて、次のいずれかの改正承認手続を選択しなければならない。


  （a）単純（迅速）手続（下記第3節を参照）


  （b）標準（CBS会期間における改正の承認）手続（下記第4節を参照）


  （c）複雑（CBS会期中における改正の承認）手続（下記第5節を参照）


  2.4 施行期日
指定委員会は、改正を実施するための公布日後の充分な期間をWMO加盟国・地域に与えるために、施行期日を定めなければならない。単純（迅速）手続以外の手続にあっては、指定委員会は、公布日から施行期日までの期間を6月未満とするときには、その決定について理由を文書化するものとする。


  2.5 緊急導入
上記の手続に関わらず、例外的な方法として、次の手続が、技術的詳細の一覧に要素を導入するために、あるいは誤りを修正するための利用者の緊急の必要について適用される。


  （a）指定委員会が作成した勧告事項の草案は、下記第7節に定められた手順に従って検証されるものとする。


  （b）実用に係るデータ及びプロダクトにおいて用いられうる、リスト掲載事項の運用前の利用についての勧告事項の草案は、指定委員会の委員長及び担当OPAGの議長並びにCBS委員長が承認するものとする。運用前のリスト掲載事項の一覧がWMOのWebサーバにおいてオンラインに保持される。


  （c）次に、運用前のリスト掲載事項は、運用上の利用のために、上記2.3のいずれかの手続によって承認されるために提出されるものとする。


  （d）技術的な実施に関連する版番号は、常に最小の位数において加算されなければならない。


  2.6 更新版の発出
マニュアル又はガイドの改正が承認されたときは、マニュアルの関連する部分の更新された版が、その刊行について合意された言語によって発出されるものとする。事務局は、全ての加盟国・地域に、上記2.4に述べられた通知日において、当該部分の新たに更新された版が入手可能であることを知らせるものとする。改正の時点において関連するマニュアル又はガイドの公刊された文言に改正が反映されないときは、これが実施される時点において当該改正を公刊するための、また、当該改正の経過についての恒久的な記録を維持するための仕組がなければならない。


  3. 単純（迅速）手続


  3.1 程界
単純（迅速）手続は、「改正の承認について単純（迅速）手続を適用することができる技術仕様」として指定及び記号付けされたマニュアルの構成部分の改正についてのみ用いられるものとする。


  注：例として、コードマニュアル（WMO-No. 306）中のコードリストの事項追加がある。


  3.2 承認
所管する委員会が作成した改正の勧告事項の草案は、施行期日を含めて、承認を受けるために関連するOPAGの議長に提出されるものとする。


  3.3 承認


  3.3.1 微調整
説明文中の誤字の修正は、微調整とみなされ、事務局がCBS委員長と協議のうえで修正する。図1を参照。


  [image: 微調整によるマニュアル改正の承認]


  図1. 微調整によるマニュアル改正の承認


  3.3.2 他の類型の改正
他の類型の改正にあっては、勧告事項の草案の英語版が、施行期日を含めて、回答期限を2か月とした意見照会のために、関連するマニュアルに関係する事項について担当部署に配布されなければならない。次に、これは、改正によって影響を受ける専門委員会の委員長との協議のために、CBS委員長に提出されなければならない。CBS委員長が当該改正を承認したときは、執行理事会（EC）を代表して検討及び承認を受けるために、これをWMO総裁に引き渡さなければならない。


  3.3.3 頻度
単純（迅速）手続によって承認された改正の施行は、毎年5月と11月の2回とすることができる。図2を参照。


  [image: 単純（迅速）手続によるマニュアル改正の承認]


  図2. 単純（迅速）手続によるマニュアル改正の承認


  4. 標準（CBS会期間における改正の承認）手続


  4.1 程界
標準（CBS会期間における改正の承認）手続は、当該改正の実施を望んでいない加盟国・地域に実務上の影響を及ぼすが財政上の影響は小さいものにとどまるような、あるいは技術規則（WMO-No. 49）第II巻（国際航空のための気象業務）の改正を実施するために必要な改正について用いられるものとする。


  4.2 勧告事項の草案の承認
CBS会期間における改正の直接承認にあっては、指定委員会が作成した改正案の施行期日を含む勧告事項の草案は、承認を受けるために担当OPAGの議長及びCBSの正副委員長に提出されるものとする。CBS委員長は、改正の影響を受ける専門委員会の委員長と協議するものとする。技術規則（WMO-No. 49）第II巻（国際航空のための気象業務）の改正に対応した勧告事項の場合、CBS委員長は、航空気象委員会委員長と協議するものとする。


  4.3 加盟国・地域への周知
事務局は、CBS委員長による承認を受けて、改正の施行期日を含む当該改正案を、その発送から2か月以内に提出されるべき意見照会のために、当該マニュアルが刊行される言語を以て全ての加盟国・地域に送付する。改正案が電子メールによって加盟国・地域に送付されるときは、関係する加盟国・地域に情報が提供されることを保証するために、例えばWMOのWebサイト上のWMO Operational Newsletterによって、日付を含む改正手続の公示がなされるものとする。


  4.4 同意
改正案の送付から2か月以内に回答しなかった加盟国・地域は、当該改正案に賛成したものとみなす。


  4.5 調整
加盟国・地域は、意見/反対意見について指定委員会との協議を所掌する担当部署を指定することを推奨される。指定委員会と担当部署との協議が、特定の改正事項についての加盟国・地域による合意に至ることができないときは、当該改正事項は、指定委員会において再検討される。加盟国・地域が財政上の又は実務上の影響が小さいものであることに同意できないときは、起草し直された改正事項が、下記第5節に定める複雑（CBS会期中における改正の承認）手続によって承認されることとなる。


  4.6 通知
事務局は、加盟国・地域が改正案に同意し、かつ、担当OPAGの議長並びにCBS副委員長及び同委員長（これは改正によって影響を受ける他の委員会の委員長と協議しなければならない）との協議の後で、承認された改正事項及びその施行期日を、加盟国・地域と執行理事会の構成員とに同時に通知する。図3を参照。
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  図3. CBS会期間における改正の承認


  5. 複雑（CBS会期中における改正の承認）手続


  5.1 程界
複雑（CBS会期中における改正の承認）手続は、単純（迅速）手続及び標準（CBS会期間における改正の承認）手続を適用することができない改正について用いられるものとする。


  5.2 手続
指定委員会は、CBSの会合における改正事項の承認のために、当該改正の施行期日を含むその勧告事項を、これを担当する公開事業領域グループの実施調整チームに提出する。次に、この勧告事項は、協議のために当該改正によって影響を受ける専門委員会の委員長に、また、専門委員会の委員長が提出した意見を検討するために招集されるCBSの会合に引き渡される。CBSの会合のための文書は、会合が開かれる45日前までに配布されるものとする。勧告事項は、CBSの会合の後、決定のために執行理事会の会合に提出されるものとする。図4を参照。
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  図4. CBS会期中における改正の承認


  6. 既存のマニュアルの内容の訂正の手続


  6.1 マニュアル内の事項の誤りの訂正
マニュアル中で要素を定義する事項の記述において誤字、不完全な定義等の軽微な誤りが発見されたときは、当該事項は修正され、再公開されるものとする。このような変更の結果として編集された事項に関連する版番号は、最小の位数において加算されなければならない。ただし、当該変更が事項の意味に影響を及ぼすときは、新たな事項を作成して、既存の（誤った）事項が非推奨のものであることを表示しなければならない。この状況は、前記3.3.1による微調整とみなされる。


  注：この種の変更が適用される事項の例として、テーブル駆動形コードフォーマット又はWMOコアメタデータプロファイルのコードリスト掲載事項があり、その記述は、当該記述の意味を変更することなく修正することができる誤字を内容とする。


  6.2 マニュアルからの要求事項に対する適合性を確認できる方法の仕様中の誤りの訂正
適合性確認ルールの仕様中に誤りが発見されたとき、単純（迅速）手続又は標準（CBS会期間における改正の承認）手続を用いて新たな記述を追加するのが好ましい手法である。新しい適合性確認ルールが、古いものに代わって用いられなければならない。慣行を明確にするための適合性確認ルールの記述には、適切な説明が変更期日とともに付加されるものとする。


  注：この種の訂正の例としては、WMOコアメタデータプロファイルの適合性確認ルールの修正がある。


  6.3 誤りの訂正の提出
このような変更は、単純（迅速）手続によって提出されるものとする。


  7. 検証手続


  7.1 必要性及び目的の文書化
変更の提案の必要性及び目的は、文書化されなければならない。


  7.2 結果の文書化
この文書は、下記7.3に定めるところにより、提案に対する検証テストの結果を含むものとする。


  7.3 関連するアプリケーションによるテスト
自動処理システムに影響を及ぼす変更については、検証前に必要とされるテストの程度は、指定委員会が、当該変更の性質に応じて個別にこれを定めなければならない。システムに対して相対的に大きなリスク及び/又は影響を有する変更は、少なくとも2つの独立に開発されたツールセット及び2つの独立した中枢を利用してテストされなければならない。この場合、結果は、技術仕様を検証する目的で指定委員会に供用されなければならない。


  定義


  注：


  1. 観測システムに関する他の用語の定義は、技術規則（WMO-No. 49）第I巻にある。定義が反復されるものではないことから、読者には、本節及び技術規則第I巻中の対応するものを参照することが推奨される。


  2. これら以外の定義は、コードマニュアル（WMO-No. 306）、全球データ処理・予報システムマニュアル（WMO-No. 485）第I巻、全球通信システムマニュアル（WMO-No. 386）その他のWMOの出版物にある。


  3. 品質マネジメントに関連して用いられる定義、用語法、語彙及び略語は、品質マネジメントシステムの標準についての国際標準化機構（ISO）9000シリーズのもの、殊にISO9000:2015（品質マネジメントシステム―基本及び用語）中のものである。


  4. トレーサビリティ及び校正に関する定義は、国際度量衡局（フランス語名称Bureau International des Poids et Mesures（BIPM）として知られるもの）の国際計量測定用語（フランス語略称VIMで知られるもの）の基本的・一般的概念及び関連する用語（JCGM 200:2012）と一致したものであることを企図されている。



  以下の用語は、本マニュアルにおいて用いられる場合には、それぞれに示された意味を持つ。


  精度（Accuracy）　全ての可能な補正が適用されたものと仮定して、測器を読み取った結果が、算出又は測定された量の真実の値に接近している程度。


  超音波ドップラー多層流向流速計（Acoustic Doppler current profiler）（ADCP）　ドップラー効果を用いて、水柱内の深さの全域にわたって水の速度を測定する水中音響装置。通常は、深さの全域について同時に測定がなされる。


  超音波流速計（Acoustic velocity meter）　音響（超音波）パルスが水流中の発信部間を伝搬する時間の差を用いて、その信号経路上の平均速度を決定するシステム。


  実際の観測時刻（Actual time of observation）　（a）地上シノプチック観測にあっては、気圧計が読み取られた時刻。（b）高層気象観測にあっては、気球、パラシュート又はロケットが実際に放たれた時刻。


  適応保守（Adaptive maintenance）　装置、ソフトウェアその他のプロダクトについて、変化した又は変化しつつある環境においてこれが使用可能であり続けられるようにするために、その設置後に実施される改良。


  航空気象観測所（Aeronautical meteorological station）　国際航空に用いられる観測及び気象通報を行うために指定された観測所。


  農業気象観測所（Agricultural meteorological station）　農業及び生物学に係る目的で気象資料を提供し、また、農業気象研究センターその他の関係機関のプログラムの下でその他の気象観測を行う観測所。


  航空機観測データ中継装置（Aircraft Meteorological Data Relay）（AMDAR）　航空機から航空気象データを収集するための自動化されたシステム。


  航空機気象観測所（Aircraft meteorological station）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  航空機気象偵察飛行（Aircraft weather reconnaissance flights）　観測を行う特別な目的のための航空機の飛行。


  自動観測所（Automatic station）　機器が観測してその成果を送信し、直接に又は編集局において国際交換のための符号様式化を行う観測所。


  堤（Bank）　（a）河川を区画するために盛り上げられた土地。通常は、水路の濡れた周辺部の中における流れを含む。（b）水路の下流に向かって左側（右側）の余裕部分。


  BUFR　二進形式汎用気象通報式。二進数によるデータフォーマット。


  索条（Cableway）　流路の上に架け渡されたケーブル。流速計等の測定・採取機器が吊るされており、これらが水面下のあらかじめ定められた深さを一方の堤から他方へと動く。


  校正（格付け）水槽（直線開放水槽）（Calibration（rating）tank（Straight open tank））　静止した水が入っており、その中で流速計を既知の速さで移動させることによってこれを校正するための水槽。


  集水地域（Catchment area）　地表の流水について共通の流出口を有する領域。


  認証（Certification）　独立した主体による、対象となるプロダクト、サービス又はシステムが特定の要求事項を満足させることについて書面による保証（証明書）を発行すること。


  気候観測所（Climatological station）　観測成果が気候に係る目的に利用される観測所。


  沿岸観測所（Coastal station）　地上陸上観測と地上海上観測とをともに行う沿岸の観測所。


  遵守（Compliance）　従業者が品質マネジメント基準シリーズ（ISOの基準等）の1つにおける原則に、又はその他の国際的に認知された慣行及び手順に従うという、内部的な行動規範の遵守。これは、顧客又はパートナーが遵守について文書化された証明を請求した際には、認定企業による承認についての、部外者による証印ともなりうる。


  信頼水準（Confidence level）　信頼区間が真の値を含んでいる確率。


  治水（Control）　水路中のある場所における水位と流出量との関係を決定付ける水路の物理的な状態。


  治水施設（Control structures）　低堰、水路等、水位と排出量との関係を、殊に低流量の範囲において安定させるために流路中に置かれた人工的な構造物。このような構造物は、現場で得られた水位及び排出量の測定によって校正される。


  共同実施観測システム（Co-sponsored observing system）　そこで行われる観測の全てではなくいくらかがWMOの観測である観測システム。


  CryoNet　世界気象機関全球雪氷圏監視（GCW）の地上観測網の中核的な構成要素。


  CryoNetクラスタ（CryoNet Cluster）　2つ以上の調整された観測所からなるCryoNetの構成要素。そのうち1つ以上はCryoNet観測所でなければならない。


  CryoNet観測所（CryoNet Station）　雪氷圏の1つ以上の要素について1つ以上の量を測定し、所定の要求事項セットを満足させる、GCWに係る観測所。


  横断面（Cross-section）　自由表面及び流路又は水路の濡れた周辺部によって区切られた、流れの主な方向に対して垂直な断面。


  流速計（Current meter）　水の速度を測定する測定器。


  プロペラ型流速計（Current meter, propeller type）　その回転部分が流れと並行な軸を中心として回転するプロペラである流速計。


  データのアーカイブ化（Data archiving）　何らかのバックアップ保存媒体に保持されていて常時オンラインである必要はない一連のカタログファイル上にデータを保存するもの。


  データの互換性（Data compatibility）　2つのシステムについて、変換の必要なしに、またデータフォーマットに何らかの変更を施す必要なしにデータを交換する能力。


  データ処理（Data processing）　特定の目的にすぐに利用できる様式となるまでの観測データの取扱い。


  データ品質目標（Data quality objectives）　意思決定の支援に用いることができる情報を作り出すために必要とされる、基本的なデータの種類、品質及び分量並びに派生的な諸量の定義。


  流出量（Discharge）　河川（又は水路）の横断面を流れる単位時間あたりの水の量。


  流域（Drainage basin）　集水地域を参照。


  漂流ブイ（Drifting buoy）　風及び流れの影響下で漂流するに任されている、浮遊する自動観測所。


  標高（Elevation）　平均海水面から測った、地表面上の又はこれに固定された点又は水平面までの垂直方向の距離。


  洪水（Flood）　（a）流路又は水域の水位高が通常は短期間上昇して、その最高値から時間をかけて低下すること。（b）水位高又は流出量によって測られる相対的に多量の流れ。


  洪水の防止（Flood-proofing）　洪水が起こりやすい地域における洪水被害の防止のための技術。


  水位板（量水標）（Gauge boards（staff gauge））　支持架又は構造物に固定された、水位の読取りが可能な垂直方向の累進的な物差し。


  水位計基準点（Gauge datum）　水位計のゼロと、特定の基準面との間の垂直方向の距離。


  水位観測所（Gauging station）　水位及び/又は流出量の測定が体系的に行われている流路上の場所。


  全球気候観測システム基準高層観測網観測所（Global Climate Observing System（GCOS）Reference Upper-air Network（GRUAN）station）　長期にわたって高品質な気候記録を提供するために特に選定及び認定された観測所のネットワークに含まれる高層気象観測所。


  全球気候観測システム地上観測網観測所（Global Climate Observing System（GCOS）Surface Network（GSN）station）　日々の及び大スケールの気候の変動を全球ベースで監視するために特に選定された観測網に含まれる陸上の観測施設。


  全球気候観測システム高層観測網観測所（Global Climate Observing System（GCOS）Upper-air Network（GUAN）station）　全球気候観測システム（GCOS）の要求事項を満足させるために特に選定された高層気象観測所の全球的な基準ネットワークに含まれる高層気象観測所。


  全球雪氷圏監視（Global Cryosphere Watch（GCW）Affiliated Network）　CryoNet及びGCW貢献観測所に加えて、雪氷圏に係る1つ以上の量を測定してGCWに貢献する観測所のネットワーク。


  全球雪氷圏監視貢献観測所（Global Cryosphere Watch Contributing Station）　雪氷圏についての有用な測定値を提供しているがCryoNet観測所に対する全ての要求事項を満足させてはいないGCW観測所。


  全球雪氷圏監視観測所（Global Cryosphere Watch Station）　雪氷圏の構成要素の1つ以上について1つ以上の量を測定して通報する観測所。


  流量図（Hydrograph）　水位、流出量、流速、流送土砂量等の何らかの水文学的なデータの時系列的な変化を示すグラフ。


  水文予報（Hydrological forecast）　特定の期間及び地方についての、将来の水文学的な現象の程度及び発生時刻の推定。


  水文観測（Hydrological observation）　水位、流出量、水温等の水文学的要素の1つ以上の直接測定又は評価。


  水文観測所（Hydrological observing station）　水文学上の目的による水文観測又は気候観測が行われている場所。


  水文警報（Hydrological warning）　予想された危険であると思われる水文学的な現象についての緊急の情報。


  水文観測所（Hydrometric station）　河川、湖沼又は貯水池の水について、水位、河川流量、堆積物の輸送・堆積、水温、その他水の物理的・化学的性質、氷による被覆の状況等の1つ以上の変量のデータを収集する観測所。


  相互比較（Intercomparison）　複数のシステム（観測、予報等）の相対的な性能を評価するための定式化されたプロセス。


  移動海上観測所（Mobile sea station）　移動する船又は氷山に乗せられている観測所。


  ムービングボート式流量測定法（Moving-boat method）　測定区間の流路を横断するボートを用いて連続的に流速、水深及び移動距離を測る、流出量の測定法。


  品質（Quality）　一連の固有の特性が要求事項を満足させる程度。


  品質保証（Quality assurance）　品質に対する要求事項が満足させられる信用性を示すことに重点を置いた品質マネジメントの一部分。


  品質管理（quality control）　品質に対する要求事項を満足させることに重点を置いた品質マネジメントの一部分。


  品質マネジメント（Quality management）　品質に関して組織を指導及び管理する、協調的な活動。


  観測施設（Observing facility）　観測所又は観測プラットフォーム。


  大気境界層（Planetary boundary layer）　通常は1 500mまでの、気象条件が地球の表面から大きな影響を受ける、大気圏の最下層。


  大気境界層観測（Planetary boundary-layer observation）　大気境界層の観測。


  現在天気及び過去天気（Present and past weather）　観測の時点又は先行する期間における、観測可能な現象の定性的な記述。


  注：関連する観測可能な大気の現象としては、国際雲図帳―雲その他の天象の観測に関するマニュアル（WMO-No. 407）、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）及び航空アプリケーションについては技術規則（WMO-No. 49）第II巻が定めるところにより、降水、浮遊粒子又は風の中の粒子、その他所定の光学現象又は電気現象等がある。


  レーダウインドプロファイラ観測（Radar wind profiler observation）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  レーダウインドプロファイラ観測所（Radar wind profiler station）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  放射観測所（Radiation station）　放射量の観測が行われている観測所。


  （a）主要放射観測所。その観測計画に少なくとも全天日射量及び天空放射量並びに直達日射量の定常的な測定値の継続的な記録が含まれている放射観測所。


  （b）通常放射観測所。その観測計画に少なくとも全天日射量の継続的な記録が含まれている放射観測所。


  ラジオゾンデ観測所（Radiosonde station）　上空の気圧、気温及び湿度の観測を電子的方法によって行う観測所。


  流量曲線（Rating curve）　ある水文観測所における、流路の水位と流出量との関係を示す曲線。


  流量逓減期（Recession）　流量図において頂点から始まる右下がりの部分によって示されるところによる、流出量が減少する期間。


  基準気候観測所（Reference climatological station）　気候の傾向を決定する目的が企図されたデータを収集する気候観測所。


  注：これは、生じてきた及び/又は予想される人為的な環境の変化が最小限にとどまっている場所についての長期（30年以上）の均質な記録を要求するものである。理想的には、その記録は、気候の経年変化を特定できるほどの充分な期間のものでなければならない。


  地区基礎観測網（Regional Basic Observing Network）（RBON）　WMOの関係する地区協会又は執行理事会若しくは世界気象会議が定義及び承認した、地上ベースの気象・水文の及び関係する観測所/プラットフォームのネットワーク。


  地区気象中枢（Regional Meteorological Centre）（RMC）　気象の解析及び予想を地区スケールで発表することを主な目的とする全球データ処理・予報システムの中枢。


  登録（Registration）　北米においては、認証は非常にしばしば登録と称される。


  研究・特殊目的の船舶観測所（Research and special-purpose vessel station）　研究又は海洋監視を目的として航海する船舶であり、航海中に気象観測を行うよう募集される。


  貯水池（Reservoir）　水資源の蓄積、調整又は制御のために用いられる自然の又は人工の水域。


  河川（River）　流域からの天然の排水路として機能する大きな流路。


  海上観測所（Sea station）　地上海上観測を行う、海上に設置された観測所。海上観測所には、船舶及び固定された又は漂流するプラットフォーム上の観測所が含まれる。


  注：このような観測所は、政府間海洋学委員会（IOC）の規則に従って海面下の観測を行うこともできる。


  特別通報（Special report）　所定の状況又は状況の変化が発生したときに標準観測時刻以外において行われる通報。


  水位（Stage）　水位高（Water level）を参照


  流量流積関係（Stage-discharge relation）　曲線、表又は数式として表される、河川の横断面における水位高と流出量との関係。


  標準観測時刻（標準時）（Standard time of observation（Standard time））　気象観測を行うために指定される時刻。


  （a）主標準時：0000、0600、1200及び1800UTC


  （b）中間標準時：0300、0900、1500及び2100UTC


  （c）追加標準時：0100、0200、0400、0500、0700、0800、1000、1100、1300、1400、1600、1700、1900、2000、2200及び2300UTC


  日照時間（Sunshine duration）　1日のうち、直達日射量が明るい日光についての閾値（直達日射量120W/m2を閾値とする。）以上である時間の累計。


  地上陸上観測所及び地上海上観測所（Surface land station, Surface marine station）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  地上観測、地上陸上観測及び地上海上観測（Surface observation, Surface land observation、Surface marine observation）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  河川流水（Streamflow）　水路を流れる水を示す一般的な用語。


  シノプチック観測（Synoptic observation）　標準観測時刻において収集された気象情報の指定された基本的なセット


  高層気象観測（Upper-air observation）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  高層気象観測所（Upper-air station）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  不確かさ（Uncertainty）　ある変数の真の値が存在する値域の推定。


  上流（Upstream）　流体が流れてくる方向。


  観測成果に対する利用者からの要求事項（User observational requirements）　水平分解能、垂直分解能、観測周期、適時性、不確かさ及び安定性という6つの基準（必要に応じて）によって表される、地球物理学上の諸変数についての要求事項。これらの基準のそれぞれについて、3つの値が定められる。


  （a）「目標値」とは、これを超える改善が必須ではない理想的な要求事項である。


  （b）「閾値」とは、データが有用であることを保証するために満足させられるべき最低限の要求事項である。


  （c）「躍進値」とは、「閾値」と「目標値」との中間にある水準であり、これが達成されれば、対象となるアプリケーションについて著しい改善がもたらされる。


  検証（Verification）　ものごとの真実、精度又は妥当性を確立するプロセス。


  水位高（Water level）　ある基準面に対する、水域の自由水面の標高。


  気象レーダー観測（Weather radar observation）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  気象レーダー観測所（Weather radar station）　技術規則（WMO-No. 49）第I巻（気象に関する一般的基準及び推奨される慣行）を参照。


  1. WMO統合全球観測システム序論


  1.1 WIGOSの目的及び程界


  1.1.1 WMO統合全球観測システム（WIGOS）は、WMOの全てのプログラム及び活動を支援して、WMOの全ての観測システム及び共同実施観測システムに対するWMOの全ての貢献の枠組となるものである。


  注：共同実施観測システムとは、全球気候観測システム（GCOS）及び全球海洋観測システム（GOOS）であり、これらは、WMOと、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）政府間海洋学委員会（IOC）、国連開発計画（UNEP）及び国際学術会議（ISC）との共同事業である。


  1.1.2 WMO統合全球観測システムは、多様な組織及びプログラムによって所有、管理及び運用される諸システムの観測成果の、WMOの各加盟国・地域による利用を促進するものとする。


  1.1.3 WIGOSの主な目的は、観測に対する各加盟国・地域からの進化していく要求事項を満足させることとする。


  1.1.4 WIGOS要素観測システムの相互運用性（データの互換性等）は、それらの一般的な利用及び国際的に受容された諸標準並びに推奨される慣行及び手順の適用を通じて達成されるものとする。データの互換性も、データの表示についての標準の利用によって裏付けられるものとする。


  1.2 WIGOS要素観測システム


  WIGOSの構成要素たる観測システムは、地上ベースの及び宇宙ベースの要素を含む、世界気象監視（WWW）計画の全球観測システム（GOS）、全球大気監視（GAW）計画の観測コンポーネント、水文水資源計画（HWRP）のWMO水文観測システム（WHOS）及び全球雪氷圏監視（GCW）の観測コンポーネントからなるものとする。


  注：この構成要素システムとしては、共同実施システムに対するWMOの寄与分の全て、気候サービスのための世界的枠組（GFCS）及び全球地球観測システム（GEOSS）等がある。


  1.2.1 世界気象監視の全球観測システム


  1.2.1.1 全球観測システムは、全世界的なスケールで観測を行うための観測網、手法、技術、設備及び取決めによる協調的なシステムであるものとし、また、世界気象監視の主たる構成部分のひとつであるものとする。


  1.2.1.2 GOSの目的は、WMOのプログラム及び共同実施によるプログラムの全てを通じて、各加盟国が実用目的及び研究目的のために必要としている地球の全ての場所からの気象観測の成果を提供することとする。


  1.2.1.3 全球観測システムは、（a）地区における基礎的なものその他の観測所・プラットフォームのネットワークからなる、地上ベースのサブシステム並びに（b）（i）地球観測に係る宇宙セグメント、（ii）データの受信・流布・管理のためのこれに付随する地上システム及び（iii）利用者セグメントからなる、宇宙ベースのサブシステムとからなるものとする。


  1.2.1.4 全球観測システムは、本マニュアル第1、2、3、4及び5の各章に定められた規定を遵守するものとする。


  1.2.2 全球大気監視の観測コンポーネント


  1.2.2.1 全球大気監視は、化学組成及び関連する大気の物理的性質の調査に特化した多くの監視活動及び科学的評価を包含する、観測網、手法、技術、設備及び取決めによる協調的なシステムとする。


  注：GAWプログラムには、オゾン、温室効果ガス、反応性ガス、エーロゾル、紫外線（UV）放射及び総大気沈着という6つの重点領域がある。GAW観測所は、これらの領域に関係する1つ以上の種目の測定に加えて、放射量、放射性核種、残留性有機汚染物質等の補助的な諸量を測定することもできる。


  1.2.2.2 GAWの目的は、社会の環境リスクを低減するため及び環境に関する諸条約の要求を満足させるために、第6章に定めるところにより、地球のあらゆる部分において多くのアプリケーションを支援するために、大気の化学組成及び関連する物理的性質についてデータ等の情報を提供することである。これは、社会に対する環境リスクを軽減すること、環境に関する諸条約からの要求事項を満足させること、気候、気象及び大気の質の状態を予測する能力を強化すること、また、環境政策を支援して科学的評価に貢献することを企図している。


  1.2.2.3 GAWの観測コンポーネントは、特定の量を観測するための観測網によって構成される地上ベースのシステムからなり、宇宙ベースの観測によって補完されるものとする。


  1.2.2.4 GAWプログラムの観測コンポーネントは、本マニュアル第1、2、3、4及び6の各章に定められた規定に従って運用されるものとする。


  1.2.3 WMO水文観測システム


  1.2.3.1 WMO水文観測システムは、各種の水文観測からなるものとする。


  注：WHOSの構成は、技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）の将来の版に示されることとなる。


  1.2.3.2 WMO水文観測システムは、国内・地区・全球のレベルにおいて、要求事項のローリングレビュー（RRR）（第2.2.4項及び附録2.3に記述されたもの）を通じて特定された他の要素を取り入れるために拡張されるものとする。


  1.2.3.3 WHOSの目的は、参加する各加盟国・地域についての即時的な水流のデータ（水位高及び流出量をともに）を提供することとする。


  1.2.3.4 その水文観測の成果をWHOSを通じて供用する加盟国・地域は、本マニュアル第1、2、3、4及び7の各章に定められた規定を遵守するものとする。


  注：技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）、流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）及び洪水予報・警報マニュアル（WMO-No. 1072）には、前記の標準に沿って水文観測所観測所を運用するために必要な情報が示されている。


  1.2.4 全球雪氷圏監視の観測コンポーネント


  1.2.4.1 全球雪氷圏監視（GCW）の観測コンポーネントは、雪氷圏の監視活動及び関連する科学的評価を包含する、観測所・観測プラットフォーム、手法、技術、設備及び取決めによる協調的なシステムとする。


  1.2.4.2 GCWの観測コンポーネントの目的は、雪氷圏について地方スケールから全球スケールまでの観測成果その他の情報を提供すること、また、雪氷圏の挙動、地球システムの他の構成要素との相互作用及び社会に対する影響に対する理解を増進させることとする。


  1.2.4.3 GCW地上観測網及びその中核的観測網（CryoNet）は、GCWの最良慣行に従って、既存のプログラム及びネットワークの間で雪氷圏観測の標準化及び協調を主導するものでなければならない。


  注：この役割を果たすにあたって、GCW地上観測網は、雪氷圏観測の成果の共有データプロダクト及びサービスへの統合を支援するものとなる。


  1.2.4.4 雪氷圏観測を行う加盟国・地域は、本マニュアル第1、2、3、4及び8の各章に定められた規定を遵守するものとする。


  1.3 統制及び管理


  1.3.1 WIGOSの実装及び運用


  1.3.1.1 加盟国・地域は、それぞれの国の領域について、WIGOSの実装及び運用に連結した全ての活動を担当するものとする。


  1.3.1.2 加盟国・地域は、WIGOSの実装及び運用のために、可能な限りにおいて国家の資源を用いなければならない。ただし、必要があり、かつそうすることが求められたときは、次のものによって部分的に支援が提供される。


  （a）WMO篤志協力プログラム（VCP）


  （b）国連開発計画（UNDP）等、上記以外の二国間又は多国間の取決め及び機関。これは可能な限り最大限に利用されるべきである。


  1.3.1.3 加盟国・地域は、単独で又は合同で施設及びサービスの提供による貢献をしようとし、かつそれが可能であるときには、個々の国の領域外（例えば、宇宙、海洋及び南極）におけるWIGOSの実装及び運用に自発的に参加しなければならない。


  1.3.2 WIGOSの品質マネジメント


  注：


  1. WIGOSは、WMO品質マネジメントフレームワーク（QMF）において、各加盟国・地域がその気象、水文、気候その他関連する環境観測の成果の提供のための品質マネジメントの確立にあたって採用すべき、観測成果及び観測メタデータの品質に関する手順及び慣行を提供する。


  2. 第2.6節は、WIGOSの品質マネジメントについての詳細な規定を内容とする。


  1.3.3 WIGOSの上級プロセス
加盟国・地域は、WIGOSの管理について、添付文書1.1に記載されたところにより、プロセスベースの手法を採用しなければならない。


  添付文書1.1 WIGOSの上級プロセス


  WIGOSに係る活動の多くは、一連の上級プロセスとして表すことができる。


  下図に、プロセス（横帯）、協働する各主体（列）及び各プロセスに主に参加する者（黒丸で示す）の概略説明を示す。実際には、これらのプロセスは、矢印で示されているものより複雑な相互関係及び手続を有する―その最も極端な例が、能力開発（訓練を含む。）であり、他のほとんどのプロセスに対して重要なインプットを与えるものであることから、手続中の段階としては表示されていない。


  [image: プロセス及び役割]


  WIGOSの上級プロセスの模式図


  これらのプロセスは、各加盟国・地域が、次のいずれかのモードの協働によって実施する。


  ・　各アプリケーション領域におけるデータ利用者：加盟国・地域は、アプリケーションの専門家及び情報を選択的に提供することによって協働する。


  ・　WMO地区協会：加盟国・地域は、地理的グルーピング内の協働によって、また、地区のチームに専門家を選択的に提供することによって協働する。


  ・　WMO専門委員会：加盟国・地域は、全球的なチームに技術専門家を選択的に提供することによって協働する。


  ・　各加盟国・地域が、観測システムの個別の運用者及び管理者として、関連するWIGOSのプロセスを直接的に実施する。


  ・　実績監視のために指名されたWMOのセンター（リードセンター、監視センター等）：単独の加盟国・地域又は加盟国・地域のグループが、実績監視のために指定されたWMOのセンターを運営する。


  WMO事務局又はWMOの各プログラムから資金を受けている他の主体が実施するWIGOSのプロセスにあっては、協働のモードは、WMOの活動全体を通じたのものとなる。


  次の事例は、WIGOSの上級プロセスと規制事項の構造との関係を示したものである。WIGOSの各プロセスに関連する標準的な及び推奨される慣行及び手順は、次に示す第2章の各節にある。


  ・　利用者からの要求事項の確定：第2.1及び2.2節


  ・　WIGOSの設計、計画策定及び開発：第2.2節


  ・　観測システムについての標準及び勧告事項の確立及び文書化：第2.3節


  ・　所有者及び運用者による観測システムの実装：第2.3及び2.4節


  ・　不具合のマネジメント及び監査を含む、観測システムの運用及び保守：第2.4節


  ・　観測の品質管理：第2.4及び2.6節


  ・　観測成果及び観測メタデータの提供：第2.4及び2.5節


  ・　実績監視：第2.4及び2.6節


  ・　利用者からのフィードバック及び要求事項の再検討：第2.2.4及び2.6.3.5項並びに附録2.3


  ・　能力開発（訓練等）：第2.7節


  2. WIGOSの各構成要素システムに共通の性質


  2.1 利用者からの要求事項


  2.1.1 加盟国・地域は、観測に対するその利用者からの要求事項を収集し、記録し、見直し、更新し及び供用するための措置をとるものとする。


  2.1.2 加盟国・地域は、各WMOアプリケーション領域について、観測に対する利用者からの要求事項を、第2.2.4項及び附録2.3に示されたRRRプロセスに供するものとする。


  2.2 設計、計画策定及び開発


  2.2.1 一般事項


  2.2.1.1 加盟国・地域は、WMO統合全球観測システムを、持続的な改良が可能な、柔軟かつ発展性のあるシステムとして設計するものとする。


  注：WIGOS要素観測システムの開発が推進される要因としては、技術及び科学の発展及び費用対効果、国・地区・全球の各レベルにおけるWMO・WMOの共同実施プログラム・世界中のパートナー機関からのニーズ及び要求事項の変化、観測システムを実装する各加盟国・地域の能力の変化等がある。変更がなされる前に全ての利用者に対する影響を明らかにしておくことが重要である。


  2.2.1.2 加盟国・地域は、WIGOSの標準的な及び推奨される慣行及び手順並びにツールを利用する持続可能かつ信頼できる方法を以て、その観測網を計画及び運用するものとする。


  注：少なくとも10年間にわたる持続可能性が推奨されるが、これは、当該観測網が確立された後の保守及び運用に充分な注意が払われることに依存する。


  2.2.2 観測網の設計及び計画策定に係る諸原則


  2.2.2.1 観測網の設計に係る諸原則


  2.2.2.1.1 加盟国・地域は、その観測網を設計及び開発するときには、附録2.1に定められた諸原則に従わなければならない。


  2.2.2.1.2 加盟国・地域は、観測に対する要求事項を最善に満足させるために、構成要素の最適に実施可能な組合せについての国内、地区及び全球のスケールにおける諸課題を解決するような観測網の設計の研究を実施しなければならない。


  2.2.2.2 全球気候観測システムの気候監視に係る諸原則
気候監視のための観測システムを設計及び運用する加盟国・地域は、附録2.2に示された諸原則を遵守しなければならない。


  注：GCOSのために、54種類の必須気候変数が定められている。これらは、気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）及び気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の業務を支援するために要求されるものである。必須気候変数は、大気、海洋及び地上の各区域を対象としており、その全てが、体系的な観測のために技術的・経済的に実施可能なものである。その他、必須気候変数についての情報は、気候のための全球観測システム：実施上のニーズ（GCOS-200）に掲載されている。


  2.2.2.3 特別な状況における観測
加盟国・地域は、特別な状況が発生したときに生じる特別な要求事項に適合し、またこれを目指す能力を有する観測システムを運用しなければならない。


  注：WMOアプリケーション領域のいくつかは、特別な状況下で特別な観測を必要とする。添付文書2.1に、いくつかの特別な状況における特別な要求事項について、さらなる詳細を示す。衛星ラピッドスキャン等の特別な観測に関係する規定も、本マニュアルの後続の節に掲載されている。


  2.2.3 WIGOSの展望
加盟国・地域は、その観測網を計画及び開発するにあたっては、"Vision for WIGOS 2040"を考慮に入れるものとする。


  注：


  1. "Vision for WIGOS 2040"は、来るべき十年期におけるWMO統合全球観測システムの進化の指針となる上級目標を示したものである。この展望は、複数年間の時間スケール（通常は10年ごと）において更新される。


  2. "Vision for WIGOS 2040"は、https://community.wmo.int/vision2040に掲載されている。


  2.2.4 要求事項のローリングレビュー
加盟国・地域は、直接的に、また、地区協会及び専門委員会の活動へのその専門家の参加を通じて、RRRプロセスに寄与し、また、RRRにおけるその役割を果たすにあたって各アプリケーション領域について指名されている窓口担当者を支援するものとする。


  注：附録2.3に、RRRプロセスのさらなる詳細を示す。


  2.2.5 観測インパクト研究


  2.2.5.1 各加盟国・地域又は地区における加盟国・地域のグループは、WIGOS観測網の設計に係る懸案を解決するために、観測インパクト研究及び関連する科学的評価を実施し、又はこれに参加しなければならない。


  2.2.5.2 加盟国・地域は、インパクト研究の結果を統合するために、また、観測システムの最良の組合せについて勧告を行うために専門的知識・技術を提供して、RRRプロセスにおいて明らかにされた空白を解消しなければならない。


  注：観測システム実験、観測システムシミュレーション実験、観測成果に対する予報の感応性の研究その他の評価ツールを含むインパクト研究は、数値気象予測モデルによる解析及び予測に対する様々な観測システムの影響を、ひいてはこれらのアプリケーション領域におけるこれらシステムの追加又は維持の価値及び相対的な優先順位を評価するために利用される。


  2.2.6 WIGOS要素観測システムの開発


  2.2.6.1 加盟国・地域は、そのWIGOS要素観測システムを計画及び管理するときは、WMOが公表しているWIGOS要素観測システムの開発についての諸計画に従わなければならない。


  注：


  1. WIGOS要素観測システムの開発の計画及び調整は、執行理事会がこれを統御し、加盟国・地域は、単独で、又は地区協会、専門委員会及び関連するWMO共同実施観測システムの運営主体を通じてこれを実施する。


  2. WIGOS要素観測システムの開発についての現在のWMOの計画は、『全球観測システムの開発についての実施計画』（EGOS-IP）（WIGOS Technical Report No. 2013-4）として公表されている。これは、各加盟国・地域、専門委員会、地区協会、衛星運用者その他の関連する者がWMO観測システムの費用対効果の高い開発を促進するために、また、WMOのプログラム及び共同実施プログラムからの要求事項を一元的に解決するために実施すべきガイドライン及び推奨される活動を内容とする。


  3. WIGOS観測システムの開発についてのWMOの計画は、定期的に更新され、新たな版は、WIGOS要素観測システムの展望、関係する専門委員会及び地区協会による助言、関連するWMOの共同実施観測システム、そして全てのアプリケーション領域における世界中の専門家を考慮に入れて、複数年にわたる時間スケール（通常は10年ごと）を以て公表される。


  2.2.6.2 加盟国・地域は、WIGOS要素観測システムの開発についてのWMOの計画に関連する活動を取り扱うにあたって、その国内において、国家気象水文機関（NMHS）、学術界、研究機関、環境担当省庁、海洋コミュニティその他の関係機関の活動を調整するものとする。


  2.2.6.3 複数の加盟国・地域が小さな領域を管轄していて、地理的に近接しているかすでに業務について多国間作業協力関係を確立しているときには、それらの加盟国・地域は、WIGOS要素観測システムの計画策定にあたって、国単位のものに加えて、小地域の又は国境を越える河川流域についての手法を検討しなければならない。


  2.2.6.4 前号の場合、このスケールにおける詳細な計画策定の基礎として用いられる要求事項の小地域の又は国境を越える河川流域に係る見直しを準備するために、関係する加盟国・地域は、密接に協働しなければならない。


  2.2.7 WIGOS要素観測システムの開発の監視
加盟国・地域は、毎年、指定された国内の担当部署を通じて、その国内における進捗についての報告書を提出することによって、WIGOS要素観測システムの開発の監視に寄与しなければならない。


  注：基礎システム委員会は、他の専門委員会、地区協会及び共同実施プログラムと協働して、WIGOS要素観測システムの開発の進捗について定期的にレビューし、これによって各加盟国・地域に指針を示す。


  2.3 測器の設置及び観測法


  2.3.1 一般的要求事項


  注：詳細は、技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）、気象通報（WMO-No. 9）D巻（航海のための情報）及び水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻（水文学―測定から水文情報まで）に示されている。


  2.3.1.1 加盟国・地域は、観測成果及び観測メタデータが国際単位系（SI）の標準（それが存在するのであれば）に至るトレーサビリティを有することを保証するものとする。


  注：


  1. 国際単位系（SI）の標準に至るトレーサビリティは、遵守を増進あるいは改善するために協調した取組が必要とされる領域である。


  2. 観測メタデータが可能な限り同様のトレーサビリティを有することも望ましい。


  2.3.1.2 加盟国・地域は、新たな技術を含めて、少なくとも特定の要求事項に適合する測定の不確かさを満足させる観測成果をもたらす、適切に校正された測器及びセンサを導入するものとする。


  注：


  1. 達成可能な測定の不確かさは、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.6.4.2及び同附属書1.Aに定めるところによる。


  2. システムは、場合によっては、運用、財政、環境及び測器に係る数多くの問題によって、特定の要求事項を満足させるのを妨げられることがある。測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻附属書1.A（コラム『達成可能な測定の不確かさ』を参照）は、場合によっては個別の要求事項を満足させることができないような、達成可能かつ実施可能な測定の不確かさの一覧を示している。


  3. トレーサビリティの保証のための戦略は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻附属書1.Bに掲載されており、さらなる指針を示している。


  2.3.1.3 加盟国・地域は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.6に定めるところにより、観測成果の不確かさ及び観測メタデータを記述しなければならない。


  注：


  1. 本マニュアルの将来の版においては、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.6から対応する文章が附録として取り入れられることとなる。


  2. 測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.6に示された不確かさの定義は、国際度量衡委員会（Comité international des poids et mesures（CIPM））が承認した国際標準と一致している。


  3. GAWプログラムにおけるトレーサビリティ連鎖は、WMO全球大気監視（GAW）実施計画：2016-2023（GAW Report No. 228）において定義されている。


  2.3.1.4 加盟国・地域は、WMO技術規則に定められた派生的観測成果の計算法について定義及び仕様を遵守しなければならない。


  注：


  1. 測器観測法ガイド（WMO-No. 8）及び水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻（水文学―測定から水文情報まで）が示しあるいは参照しているその他の手法を検討することもできる。


  2. こうした導出は、例えば、平均値若しくは平滑値の統計処理又は河川流水の流出量を決定するための多変量アルゴリズムといった、様々な形態をとりうる。


  3. 本マニュアルの将来の版においては、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）から対応する文章が附録として取り入れられることになる。


  2.4 運用


  2.4.1 一般的要求事項


  注：技術規則（WMO-No. 49）第I巻第I部2.4.1.1の規定が適用される。


  2.4.1.1 WMOの観測所及び観測プラットフォームは、WIGOS観測所識別子によって一義的に識別されるものとする。


  注：WIGOS観測所識別子の構造は、添付文書2.2に定められている。


  2.4.1.2 加盟国・地域は、WMOのプログラム又は共同実施プログラムに貢献するために、その管轄する地理的領域内の観測所及び観測プラットフォームについてWIGOS観測所識別子を発行し、また、複数の観測所に同じWIGOS観測所識別子が発行されないことを保証するものとする。


  注：


  1. 加盟国・地域は、その管轄する地理的領域内にあるWMOのプログラム又は共同実施プログラムに寄与していない観測所及び観測プラットフォームについて、その運用者がWIGOSメタデータの提供及び保守を約束することを前提として、WIGOS観測所識別子を発行することができる。


  2. WMO-IOC合同海洋・海上気象専門委員会（JCOMM）の現地観測プログラム支援（JCOMMOPS）は、共同実施による全球海洋観測システム（GOOS）に寄与する地上海上観測所又は海上観測所について、依頼があれば加盟国・地域のためにWIGOS観測所識別子を発行する権限を委任されている。



  2.4.1.3 加盟国・地域は、WIGOS観測所識別子を発行する前に、観測所又は観測プラットフォームの運用者が当該観測所又は観測プラットフォームについてWIGOSメタデータの提供及び保守を約束することを保証しなければならない。


  注：


  1. WMOのプログラム又は共同実施プログラムを支援するために観測所又は観測プラットフォームにWIGOS観測所識別子が必要とされていてもどの加盟国・地域もこれを発行する地位にない（例えば、南極におけるもの）場合には、事務局長が、当該観測所又は観測プラットフォームの運用者が次のことを約束してきたことを前提として、自らに割り当てられた「識別子発行者」を用いて、これらにWIGOS観測所識別子を発行することができる。


  （a）WIGOSメタデータの提供


  （b）関連する技術規則への適合


  2. WMOのプログラム又は共同実施プログラムを支援するために観測所又は観測プラットフォームにWIGOS観測所識別子が必要とされていても加盟国・地域がこれを発行することができない場合には、事務局長が、当該観測所又は観測プラットフォームの運用者が次のことを約束してきたことを前提として、当該加盟国・地域と協働してこれらにWIGOS観測所識別子を発行することとなる。


  （a）WIGOSメタデータの提供


  （b）関連する技術規則への適合


  3. WMOの又は共同実施によるプログラムに貢献している観測所又はプラットフォームの運用者がWIGOS観測所識別子を請求しても関係する加盟国・地域が識別子を発行せずその正当な理由を示してもいないときには、事務局長が、自らに割り当てられた「識別子発行者」を用いて識別子を発効することとなる。関連する手続は、WIGOSガイド（WMO-No. 1165）に記載されている。


  2.4.1.4 加盟国・地域は、新たなWIGOS観測所識別子を発行するたびに、更新されたメタデータをWMOの用に供するものとする。


  2.4.1.5 加盟国・地域は、その観測システムを適切に校正された測器及び適切な観測・測定技術を以て運用するものとする。


  注：


  1. 気象観測システム及び気象測器に係る観測に係る慣行についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）に示されている。


  2. 水文観測システム及び水文測器に係る観測に係る慣行についての詳細な指針は、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）、洪水予報・警報マニュアル（WMO-No. 1072）及び流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）に示されている。


  3. GAWの観測システム及び測器に係る観測に係る慣行についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）及びGAW Reportとして公刊された関連する計測ガイドラインに示されている。


  2.4.1.6 加盟国・地域は、第2.2.4項に定められた、また、必要に応じて他の各章が定める詳細に従ったRRRプロセスの結果である、不確かさ、適時性、時間分解能、空間分解能及び覆域についての要求事項に取り組まなければならない。


  2.4.1.7 加盟国・地域は、その運用の全てにおいて、適切な安全手続が特定され、文書化され、また遵守されることを保証するものとする。


  注：安全に係る慣行及び手順は、NMHSの全体的な効率性及び有効性を促進しつつ要員の福祉を保証することを企図したものである。こうした慣行及び手続は、労働安全衛生についての国内の法、規制及び要求事項に適応する。


  2.4.2 観測に係る慣行
加盟国・地域は、その観測に係る慣行が観測に対する利用者からの要求事項に適合していることを保証しなければならない。


  注：観測に係る慣行とは、観測所の運用、データ処理に係る慣行及び手順、適用される計算のルール、校正に係る慣行についての文書、関連するメタデータ等である。


  2.4.3 品質管理


  2.4.3.1 加盟国・地域は、各WIGOS要素観測システムによって提供される観測成果が品質管理されていることを保証するものとする。


  2.4.3.2 加盟国・地域は、WMO情報システムを通じた観測成果の交換に先立って即時的な品質管理を実施するものとする。


  注：


  1. 観測成果の品質管理は、観測所及びデータセンターにおいてエラーを検知するための観測成果の検査において成立し、以て当該観測成果は訂正又はフラグ付けされることがある。品質管理システムは、観測成果の情報源にまで遡ってこれらを検証してエラーの再発を防止するための手順を含むものでなければならない。品質管理は、即時的に適用されるが、遅延品質管理として非即時的に行われることもある。観測成果の品質は、エラーの主たる原因を排除するために、また、ありうべき全ての利用者によるそれらの観測成果の最適な利用のための可能な限り最高の標準を保証するために観測成果の取得及び処理並びにメッセージの作成の間に適用される品質管理手順に依存する。


  2. 即時的な品質管理は、全球データ処理・予報システムにおいても、気象・気候の観測成果がデータ処理（すなわち、客観的な解析及び予報）において利用されるのに先立って実施される。


  3. 更に詳細な指針は、全球データ処理システムガイド（WMO-No. 305）に示されている。


  4. 地上観測の成果の品質管理についての指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第VI部並びに測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III第1章1.5及び第V巻第1章1.7に示されている。


  5. 航空機ベースの観測成果の品質管理についての推奨される慣行及び手順並びに機上における品質管理の仕様は、航空機ベース観測ガイド（WMO-No. 1200）附録A及びB並びにAMDAR機上ソフトウェア機能要求仕様（Instruments and Observing Methods, Report No. 115）第3章に掲載されている。


  6. 水文観測の成果の品質管理について推奨される慣行及び手順は、洪水予報・警報マニュアル（WMO-No. 1072）第6章及び水文学実務ガイド（WMO-No. 168）に示されている。


  7. GAWからの要求事項に係る観測成果の品質について推奨される慣行及び手順は、GAW Programme Reports https://community.wmo.int/gaw-reportsに基づいて利用できるデータ品質目標による測定についての指針に定式化されている。


  2.4.3.3 これらの標準を実施することができない加盟国・地域は、必要な品質管理を行うために、適当な地区気象中枢又は世界気象中枢との取決めを確立しなければならない。


  2.4.3.4 加盟国・地域は、観測成果をアーカイブ化のために転送する前に、観測成果の非即時ベースでの品質管理も実施するものとする。


  2.4.3.5 加盟国・地域は、充分な品質管理プロセスを確立及び実装しなければならない。


  注：


  1. 品質管理プロセスは、（a）検証、（b）整理（クリーニング）及び（c）監視を含む（が、これらに限られる必要はない）。


  2. さらなる指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）、気候学実務ガイド（WMO-No. 100）、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻（水文学―測定から水文情報まで）及び全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第VI部に示されている。


  2.4.4 データ及びメタデータの通報


  注：加盟国・地域は、第2.5.2項の定めるところにより、最新のWIGOSメタデータを報告及び供用することとなる。


  2.4.4.1 加盟国・地域は、コードマニュアル（WMO-No. 306）が定める標準様式によって観測成果を通報及び供用するものとする。


  注：この規定は、標準フォーマットの一部をなしているときに即時的に提供される関連のメタデータにも適用される。


  2.4.4.2 加盟国・地域は、国際単位系を用いるものとする。


  注：


  1. www.bipm.org/en/measurement-units/に、さらなる情報がある。


  2. 詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.5に示されている。


  2.4.4.3 加盟国・地域は、気象に係る目的で気圧を観測及び通報するときは、ヘクトパスカル（hPa）を用いるものとする。


  2.4.4.4 加盟国・地域は、気象に係る目的で気温を観測及び通報するときは、摂氏温度を用いるものとする。


  2.4.4.5 GAWの観測成果の場合、加盟国・地域は、第6章の規定に従って、世界データセンターが助言するところにより、標準的なフォーマットによって観測成果を通報及び供用するものとする。


  2.4.4.6 加盟国・地域は、国際的に供用するその全ての観測成果を記録し、保持し、アーカイブするものとする。


  注：観測成果の非破壊保存は、データ及びメタデータの品質並びに情報量が改変されていないことを保証するために重要なものである。


  2.4.4.7 加盟国・地域は、観測成果の国際的な供用にあたって用いられたレベルIデータの全てを記録及び保持しなければならない。


  2.4.5 インシデント管理


  2.4.5.1 加盟国・地域は、可能な限り早急に観測システムの通常運用を回復して悪影響の最小化及び再発の防止をするために、インシデント管理を実施して、インシデントを検知、特定、記録及び分析し、また、これに対応しなければならない。


  2.4.5.2 加盟国・地域は、システムの課題及び人為ミスを可能な限り早い段階で検知及び分析してこれに対応するための手順を実装するものとする。


  注：


  1. インシデントの中には、観測システムの内部的な問題のように、自動的に検知されてただちに世界中の観測成果の受信者に通報されるものもある。他のインシデントは、遅れて検知されたり定期点検において検知されたりして、これらに基づいて報告されることになる。


  2. インシデントの自動検知は、内蔵された試験装置又は外部の監視システムを用いて実行される。


  3. 中枢化されたシステムが、自動気象観測施設（AWS）のシステム及びネットワークの実績及び健全性を監視する助けとなることがある。


  2.4.5.3 加盟国・地域は、必要に応じて、インシデントを記録及び分析しなければならない。


  2.4.5.4 加盟国・地域は、第2.5節に従って、インシデントについての情報を即時的に提供しなければならない。


  注：この即時的な報告は、対応するWMOのフォーマットが利用可能なときに実施できるようになる。


  2.4.5.5 加盟国・地域は、WIGOSインシデント管理機能が提起したインシデントに対応しなければならない。


  注：


  1. WIGOSインシデント管理機能は、指定された全球WIGOSセンター及び地区WIGOSセンターがこれを運用することとなる。


  2. WIGOSデータ品質監視システム（WDQMS）については、添付文書2.4に記述がある。


  3. WDQMSについてのさらなる指針は、WIGOSガイド（WMO-No. 1165）に示されている。


  2.4.5.6 観測成果を国際交換する加盟国・地域は、検知した重大なインシデントについて世界の受信者に報告しなければならず、また、当該インシデントが解決されたときは、そのことを宣言するものとする。


  2.4.6 変更の管理


  2.4.6.1 加盟国・地域は、観測の連続性及び一貫性を保証するためにその変更を慎重に計画及び管理し、また、観測システムに関係する全ての改良を記録しなければならない。


  注：


  1. この要求事項は、観測所、観測プログラム、測器、観測法等、観測システムにおける全ての変更に関係するものである。


  2. 変更があったときは、関連するメタデータは、第2.5節に従って更新されることとなる。


  2.4.6.2 加盟国・地域は、観測システムに変更を加えるときは、国内外の利害関係者及び観測成果の利用者に事前に通知しなければならない。


  注：


  1. この通知には、予想される影響及び変更が実施される期間並びに重要なこととして変更が完了する時期についての情報が含まれる。


  2. 変更の記録には、変更の性質及び特徴、実施の日時及び変更を加えた理由が含まれる。


  2.4.6.3 加盟国・地域は、使用される測器若しくは観測法又は観測が行われる場所に大きな変更があったときは、偏り、矛盾及び不均一性を明らかにするために、新旧のシステムの並行運用を伴う（予想される全ての気候条件を捕捉するための）充分に長い重複期間を保証しなければならない。


  2.4.7 保守


  2.4.7.1 加盟国・地域は、各観測システムが厳密に保守されていることを保証するものとする。


  2.4.7.2 加盟国・地域は、その測器を含む観測システムに対して定期的な予防保守を行うものとする。


  注：


  1. 是正措置を最小限とするために、また、観測システムの運用上の信頼性を向上させるために、システムの全ての構成要素について慎重に構成された予防保守が推奨される。


  2. 加盟国・地域は、利用者の混乱を最小のものとするために、事前の通知及び適切な時期の対話を提供することができる。


  2.4.7.3 加盟国・地域は、観測システムの種類、観測地点及びプラットフォームの環境条件・気象条件及び設置されている測器を考慮に入れて、予防保守の頻度及び時期（日程）を定めるものとする。


  2.4.7.4 加盟国・地域は、観測システムの構成部分の障害にあたっては、問題が検知されてから実務上可能な限り早急に事後保守を実施するものとする。


  注：実務上可能なことは何かを評価するにあたっては、問題の深刻さを考慮に入れることとする。


  2.4.7.5 加盟国・地域は、観測の長期的な安定性、連続性及び一貫性についての要求事項を満足させるような適応保守を採用するものとする。


  2.4.7.6 加盟国・地域は、データの入手可能性及び品質に対する悪影響を伴う保守作業を、インシデントとみなさなければならない。


  2.4.7.7 加盟国・地域は、必要に応じて、保守作業によって悪影響を受けた観測成果にフラグを立て、除去し、あるいはこれを無通報としなければならない。


  注：観測システム及び測器の保守についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）（その第I巻第16章において引用されているGAWに係る測定についての技術論文を含む）、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）及び流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）に示されている。


  2.4.8 点検
加盟国・地域は、観測システムの種類、観測地点及びプラットフォームの環境条件・気象条件及び設置されている測器にとって充分な頻度及び時期（日程）を以て、その観測システムに対する定期的な点検を手配するものとする。


  注：


  1. こうした点検は、観測を行うプラットフォーム及び測器が正しく機能しているかを監視するために、必要に応じて直接又は遠隔により実施することができる。


  2. 測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.3.5、第III巻第I章1.7、第V巻第I章1.10.1及び同第4章4.3.4、気候実務ガイド（WMO-No. 100）2.3.5及び2.6.6、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻（水文学－測定から水文情報まで）9.8.4並びに全球観測システムガイド（WMO-No. 488）3.1.3.8に、さらなる指針が示されている。


  2.4.9 校正の手順


  2.4.9.1 加盟国・地域は、測定に係るシステム及び測器が、各種のシステム及び測器毎の妥当な手順に従って、本マニュアルの関連する部分に記述されたところにより、定期的に校正されていることを保証するものとする。


  注：


  1. 国際的又は国内的な標準が利用できないときは、校正の基準は、製造者又はGAWの観測についての科学的諮問グループが定義又は提供する。


  2. 校正の手順についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第V巻第4章、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）及び流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）に示されている。


  3. GAWプログラムにおいては、世界校正センターは、観測所の監査を実施し、観測網全体にわたる校正キャンペーンを実施し、また、全ての実験室が観測網に係る単一の標準にまで遡ることができることを要求する。


  2.4.9.2 加盟国・地域はその使用する測定機器が、次のようなものであることを保証するものとする。


  （a）所定の間隔で、又は使用に先立って、国際的又は国内的な標準にまで遡れる測定の標準に照らして校正又は検証がなされていること。そのような標準が存在していないときは、校正又は検証に用いられた手法が記録されることになる。


  （b）必要に応じて調整又は再調整されていること。ただしこれと同時に、測定値を無効にするような調整から保護されていること。


  （c）識別されて、校正の状態が決定できること。


  （d）取扱い、保守及び保管における損傷及び劣化から保護されていること。


  注：水文観測についての詳細は、技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）に示されている。指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）及び流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）に掲載されている。


  2.4.9.3 加盟国・地域は、設備が要求事項に適合していないことがわかったときは、従前の測定の結果の妥当性を評価及び記録し、当該設備及びその影響を受けたプロダクトについて適切な措置をとるものとする。


  2.4.9.4 加盟国・地域は、校正及び検証の結果を記録及び維持するものとする。


  2.4.9.5 加盟国・地域は、データの入手可能性及び品質に対する悪影響を伴う校正・検証作業を、インシデントとみなさなければならない。


  2.4.9.6 加盟国・地域は、必要に応じて、校正・検証作業によって悪影響を受けた観測成果にフラグを立て、除去し、あるいはこれを無通報としなければならない。


  2.5 観測メタデータ


  2.5.1 目的及び程界


  注：


  1. 観測メタデータは、観測成果の利用者がその企図するアプリケーションへの応用への適合性を評価できるようにするものであることから、また、観測システムの管理者がそのシステム及び観測網を監視及び制御できるようにするものであることから、不可欠のものである。加盟国・地域は、観測成果の品質を記述してその収集に用いられる観測所及び観測網についての情報を提供するものである観測メタデータの共有によって利益を得る。


  2. WMO情報システムマニュアル（WMO-No. 1060）に定義された探索メタデータは、観測成果及び観測メタデータを含む情報の探索及びこれへのアクセスに関係するものである。探索メタデータに対する要求事項は、WMO情報システムマニュアルに定められており、ここではこれ以上検討しない。


  2.5.1.1 加盟国・地域は、自らが国際的に供用しているWIGOSの全ての観測成果について、附録2.4及びWIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）が義務的なものとして定めている観測メタデータを記録及び保持するものとする。


  注：


  1. WIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）は、観測メタデータに対する共通的な一連の要求事項を定義している。これは、義務的な、条件付きの及び任意のメタデータの詳細な一覧を含む。


  2. WIGOSメタデータ標準の多くの要素について、「利用不可（not available）」、「未知（Unknown）」又は「適用不可（not applicable）」が有効な値とされている。これらの用語は、各加盟国・地域が、殊に実際の値を報告する能力の構築中であっても標準の遵守を達成する助けとなる。


  2.5.1.2 加盟国・地域は、自らが国際的に供用しているWIGOSの全ての観測成果について、関連する条件が満足させられるときは常に、附録2.4及びWIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）が条件付きのものとして定めている観測メタデータを、報告及び保持するものとする。


  2.5.1.3 加盟国・地域は、自らが国際的に供用しているWIGOSの全ての観測成果について、附録2.4及びWIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）が任意のものとして定めている観測メタデータを記録及び保持しなければならない。


  2.5.1.4 加盟国・地域は、自らが国際的に供用しているWIGOSの全ての観測成果について、WIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）が定めるものに加えて、静的観測メタデータ及び動的観測メタデータの記録及び保持を考慮しなければならない。



  注：


  1. このような追加的なメタデータは、利用者が観測成果を解釈したり運用者が観測システムを管理したりする助けとなるときに、考慮されることとなる。


  2. 観測メタデータの中には、変更されない、あるいはこれらに関連する観測所/プラットフォームの観測周期に比べて非常に低頻度でしか変更されないものがある。こうしたメタデータは、静的メタデータと呼ばれることがあり、一般的には、添付文書2.3に記述された観測システム性能分析・レビュー（OSCAR）ツールのデータベースを通じてこれを供用することができるが、これは監視されなければならず、変更されたときには更新されなければならない。観測メタデータの中には、新たな観測ごとに、又は観測周期に比べて非常に頻繁に変更されるものもある。こうしたメタデータは、動的メタデータと呼ばれることがあり、独立したデータセットとして、又は適切な報告フォーマットが利用できるときには関連する観測成果とともに供用される必要がある。


  3. WIGOSメタデータ標準に上乗せされる観測メタデータに対する要求事項のいくつかは、以下の各節に述べられている。


  4. これら以外に、メタデータ及びメタデータに係る妥当な慣行についての指針は、観測システムの個々の構成要素に関連するガイド及び個別の文書に示されている。


  2.5.2 観測メタデータの交換及びアーカイブ化


  2.5.2.1 加盟国・地域は、国際的に供用されている観測成果を裏付ける義務的な及び条件付き（当該条件が満足させられるときは常に）の観測メタデータを、制約なしに国際的に供用するものとする。


  2.5.2.2 観測成果を国際的に供用している加盟国・地域は、少なくとも観測メタデータによって記述された当該観測成果を保持している限りは、当該観測メタデータを保持し、また制約なしに供用するものとする。


  2.5.2.3 アーカイブ化された観測成果を国際的に供用している加盟国・地域は、少なくとも当該観測成果が保持されている限りは、当該観測成果を記述している全てのWIGOSメタデータを制約なしに利用できるようにし続けることを保証するものとする。


  2.5.2.4 アーカイブ化された観測成果を国際的に供用している加盟国・地域は、少なくとも当該観測成果が保持されている限りは、当該観測成果を記述している全ての追加的な観測メタデータを制約なしに利用できるようにし続けることを保証しなければならない。


  2.5.3 観測メタデータの全球的な編集


  2.5.3.1 加盟国・地域は、義務的な又は条件付き（条件が満足させられるときは常に）のものとして定められたWIGOSメタデータの諸要素を、全球的な編集に供するものとする。


  注：WIGOSメタデータの全球的な編集物は、いくつかのデータベースに保持されている。WIGOS情報資源（WIR）のOSCARデータベースは、WIGOSメタデータについての情報の主要な情報源である。その他、WIGOSメタデータの個別の構成要素の全球的な編集物としては、GAW観測所情報システム（GAWSIS）の各要素、JCOMMOPSのデータベース等がある。WIR及びOSCARの目的及び管理については、添付文書2.3に記述がある。


  2.5.3.2 加盟国・地域は、WMO観測メタデータについての関連する各データベースを最新のものに保つために、自らが運用する全てのWIGOS要素観測システムについて、要求されたWIGOSメタデータを供給するものとする


  2.5.3.3 加盟国・地域は、WIGOSメタデータのデータベースの内容を定常的に監視し、また、データベースを最新かつ正確なものに保つために必要なあらゆる変更を行うものとする。


  注：加盟国・地域は、これらの活動を実施するときには、WMO事務局との協議を希望することができる。


  2.5.3.4 加盟国・地域は、メタデータの供用及びWMOの観測メタデータについてのデータベースの内容の監視を担当する国内の担当部署を指定し、また、そのことについて事務局長に情報を提供するものとする。


  2.5.3.5 自らが運用する観測網の全部又は一部について国内の担当部署の責務を全球的な又は地区の主体に委任している加盟国・地域は、そのことについて事務局長に情報を提供するものとする。


  2.6 品質マネジメント


  注：


  1. NMHSのプロダクト及びサービスの品質を保証し及び向上させるための品質マネジメントシステム（QMS）を確立及び実装する方法についての詳細な指針は、国家気象水文機関等のサービス供給者のための品質マネジメントシステム実装ガイド（WMO-No. 1100）に示されている。


  2. 品質マネジメントに関して使用される定義、用語法、語彙及び略語は、品質マネジメントシステムの標準についてのISO9000シリーズ、殊にISO9000:2005（品質マネジメントシステム―基本及び用語）におけるものである。


  3. QMSは、観測システムを管理するための資源及び権限を有する主体のみがこれを実施しうる。加盟国・地域は、WMOのQMFによって、QMSの実施に関連した標準的な及び推奨される慣行及び手順に従うことを要請される。ただし実際には、これは、観測システムを保有及び運用して観測成果及び観測メタデータを提供している加盟国内の一つ以上の機関、その最も重要なものとしてはNMHSである。よって、WMOのQMFの実施は、QMSを実施する機関のための手配をする加盟国・地域に依存する。


  4. 本節において、「観測成果」の語は、観測メタデータをも含む。


  2.6.1 WIGOSの品質マネジメントの程界及び目的


  注：加盟国・地域は、WIGOSに係る慣行及び手順によって、観測成果の品質に関係するWMOのQMFに適合することができる。


  2.6.2 WMO品質マネジメントフレームワークに係るWIGOSの構成要素


  2.6.2.1 品質に係る方針


  2.6.2.1.1 加盟国・地域は、WIGOS要素観測システムの設置及び保守にあたっては、全ての観測成果について最適に実施可能な品質を保証しなければならない。


  2.6.2.1.2 加盟国・地域は、継続的な改良のプロセスを以て、観測システムの効果的かつ効率的な管理及び統制を追求しなければならない。


  2.6.2.2 品質マネジメントの8つの原則の適用
加盟国・地域は、附録2.5に定めるところにより、WIGOSの実施に品質マネジメントの8つの原則を適用しなければならない。


  2.6.3 WIGOSの品質マネジメントプロセス


  注：プロセス及び各種の主体の役割については、添付文書1.1に記述がある。


  2.6.3.1 利用者からの要求事項の決定及び維持管理


  注：観測成果に対する利用者からの要求事項をとりまとめるためのWMOのRRRプロセスについてはは、第2.2.4項及び附録2.3に記述がある。


  2.6.3.2 観測システムについての諸標準及び推奨事項の確立及び文書化
加盟国・地域は、専門委員会の業務への参加を通じて、観測システムについての標準的な及び推奨される慣行及び手順の確立に参加しなければならない。


  2.6.3.3 人員の訓練及び能力開発
加盟国・地域は、訓練及び能力開発に係る活動の適切な計画策定及びその実施を保証しなければならない。


  2.6.3.4 実績監視


  2.6.3.4.1 加盟国・地域は、指定された監視センターによる成績、助言及び報告並びにその後の専門家グループによる助言を利用し、またこれらに対応しなければならない。


  2.6.3.4.2 加盟国・地域は、WIGOS品質監視機能及びWIGOS評価機能の出力を利用し、またこれに対応しなければならない。


  注：


  1. WIGOS品質監視機能及びWIGOS評価機能は、指定された全球WIGOSセンター及び地区WIGOSセンターがこれを運用することとなる。


  2. 既存のリードセンター及び監視センターは、WIGOS品質管理機能及び/又はWIGOS評価機能を有すると認識されるうるものであり、ひいては、加盟国・地域が注目すべき課題を明らかにすることができる。


  3. WDQMSについてのさらなる指針は、WIGOSガイド（WMO-No. 1165）に掲載されている。


  2.6.3.5 フィードバック、変更の管理及び改善


  2.6.3.5.1 加盟国・地域は、WIGOSデータ品質監視システム機能によって明らかにされた課題及びインシデントが時宜に適った方法で修正されること及びそれらの文書化及び修正のプロセスが実装され、かつ維持されることを保証しなければならない。


  注：既存のリードセンター及び監視センターは、WIGOS品質管理機能及び/又はWIGOS評価機能を有すると認識されるうるものであり、ひいては、加盟国・地域が注目すべき課題を明らかにすることができる。


  2.6.3.5.2 加盟国・地域は、観測成果の品質に関係する課題及びインシデントの特定又は通知に基づいて、検知された課題を分析し、運用上の慣行及び手順に対して必要な改善を施し、以てこれらの課題及びインシデントによる悪影響を最小化し、かつそれらの再発を防がなければならない。


  2.6.3.5.3 加盟国・地域は、運用上の慣行及び手順の変更がそれらに応じて文書化されることを保証しなければならない。


  2.6.4 各加盟国・地域による品質マネジメントシステムの確立及び実装におけるWIGOSの諸相


  注：本項は、各加盟国・地域のQMSにWIGOSの慣行及び手順を統合するための要求事項を定めるものである。この要求事項は、ISO9001による基準の8項目に基づくものである。国家気象水文機関等のサービス供給者のための品質マネジメントシステム実装ガイド（WMO-No. 1100）は、この8項目について広範な補足説明を示している。次の5つの号は、8項目のうち後半5項目に対応しており、QMSにおいて要求される要素のさらなる詳細を示している。


  2.6.4.1 品質マネジメントシステムの内容に対する一般的要求事項
加盟国・地域は、観測成果の提供につながるその上級プロセス及び相互作用を明らかにしなければならない。


  注：WIGOSの個別の規定に加えて、QMSの内容には、WIGOSの観測成果に固有のものではない多くの一般的要求事項があるが、ここではそれらを再掲しない。


  2.6.4.2 マネジメント及び計画策定に関係する要求事項


  2.6.4.2.1 加盟国・地域は、WIGOSの品質マネジメントに係る慣行をそのQMSの中に統合することの約束を、明確に実証及び文書化しなければならない。


  2.6.4.2.2 加盟国・地域は、利用者のニーズに応えようと試みる前に、観測成果に対する利用者からの要求事項を慎重に特定し、また、定期的に見直さなければならない。


  2.6.4.2.3 加盟国・地域は、その品質についての公表された方針が品質についてのWIGOSの方針と一致したものであることを保証しなければならない。


  2.6.4.2.4 加盟国・地域は、これらが将来において提供することを期している観測成果について目標を確立及び提示し、以てこれらがWIGOSに対する貢献として運用する観測システムに対して期待されている開発及び変更に関して、利害関係者、利用者及び顧客を導かなければならない。


  注：この規定において述べられている諸目標は、WIGOSの品質目標を構成する。


  2.6.4.2.5 加盟国・地域は、品質管理者を指名しなければならない。


  2.6.4.3 資源のマネジメントに関係する要求事項


  2.6.4.3.1 加盟国・地域は、そのプロセス及び手順の有効性及び効率性を維持したり継続的に改善したりするために必要な資源を決定して、これを提供しなければならない。


  2.6.4.3.2 加盟国・地域は、観測成果の提供に携わる要員に求められる適格性を定義しなければならない。


  2.6.4.3.3 加盟国・地域は、新規の又は既存の被用者について明らかになった全ての適格性の不足を是正するための措置を講じなければならない。


  2.6.4.3.4 加盟国・地域は、観測成果の提供に必要な社会基盤を維持するための方針及び手順を実装しなければならない。


  2.6.4.4 観測成果の提供に関係する要求事項


  2.6.4.4.1 加盟国・地域は、観測成果の提供のために確実な計画の策定を実施しなければならない。


  注：このような計画の策定は、次のことを含む。


  （a）利用者及び顧客からの要求事項の決定及び継続的な再検討


  （b）利用者及び顧客からの要求事項から、観測の目標・対象及び観測システムの設計への翻訳


  （c）観測システムの設計、実装及び保守のプロセスのあらゆる面に対する、当初の及び継続的な充分な資源の配当


  （d）設計目標並びに利用者及び顧客からの要求事項を満足させることができる観測システムの開発及び実装を保証するような、コミュニケーション戦略及びリスク管理を含む設計プロセス及び活動の実装


  （e）計画策定プロセス及びその結果についての、適切なかつ継続的な文書化


  2.6.4.4.2 加盟国・地域は、その観測システムの利用者を特定し、また、観測成果に対する利用者からの要求事項を確立及び文書化しなければならない。


  注：これには、次のもの等がある。


  （a）第2.2.4項及び附録2.3に記述されているWMOのRRRプロセス


  （b）上記のほか、WMOの専門委員会の活動を通じた、WMOの各プログラムにおける利用者からの要求事項を確立するためのプロセス


  （c）WMOの地区協会の又は各加盟国・地域によるその他の多国間グループの活動を通じた、地域的なプロセス


  （d）国内的プロセス


  2.6.4.4.3 加盟国・地域は、合意された要求事項についての明確な説明文書を有しなければならない。


  注：願望的な要求事項と合意された要求事項との違いに注意することは、重要である。要求事項の確立は、適合性の監視及び測定のために不可欠の情報をもたらす。


  2.6.4.4.4 加盟国・地域は、観測成果の提供に関係する全ての法令又は規則による要求事項を明らかにし、かつこれを遵守しなければならない。


  2.6.4.4.5 加盟国・地域は、合意された利用者からの要求事項を満足させるために、観測システムを設計及び開発し、又は実施しなければならない。


  2.6.4.4.6 加盟国・地域は、あらゆる変更が制御された方法によって評価され、承認され、実装され、また見直されることを保証するために、定型化された変更管理プロセスを用いなければならない。


  2.6.4.4.7 加盟国・地域は、制御された方法によって調達を実施しなければならない。


  注：観測システムは、高度に特化し、またしばしば多大の出費を要する。よって、調達の発注又は供給者への情報提供を担当する要員は、提供される情報及び仕様が、明確で、曖昧でなく、かつ、適切なプロダクト及びサービスの供給を可能にするための設計目標及びシステムに対する要求事項に基づくものであることを保証しなければならない。制御された方法による調達は、次の事項を伴うものである。


  （a）設備及び/又はサービスについて、性能に対する全ての要求事項が文書化された仕様


  （b）設備又はサービスの供給について、調達が複数の候補による競争的なプロセスに従うことの保証


  （c）利点及び目的に対する適合性に基づく、設備又はサービスの供給についての、候補に対する評価。これは、次のものによって識別することができる。


  （i）候補による文書化された入札又は見積


  （ii）過去の実績についての経験又は信頼できる事例による証拠


  （iii）加盟国・地域又は認知された組織若しくは機関による推薦


  （d）調達のプロセス及び結果の文書化


  2.6.4.4.8 加盟国・地域は、観測法、校正及びトレーサビリティ、運用上の慣行、保守並びに観測メタデータを対象とするWIGOSの諸規定を、そのQMSに取り入れなければならない。


  2.6.4.4.9 加盟国・地域は、観測成果が正確であり続けることを保証する慣行及び手順を実装しなければならない。


  注：


  1. 観測成果は、合意された要求事項を満足させるものでなければならないことから、確認される必要がある。これに係る手法は、自動化されたアルゴリズム、手作業による点検及び監査を含むものである。


  2. WIGOS品質監視機能、WIGOS評価機能及びWIGOSインシデント管理機能によって利用できる各出力は、こうした慣行及び手順において統合されなければならない。


  2.6.4.5 監視、実績測定、分析及び改良に対する要求事項


  2.6.4.5.1 加盟国・地域は、実績及び成果についての適切な指標の定義及び実装の基盤として、観測成果に対する合意された利用者からの要求事項（2.6.4.4を参照）を利用しなければならない。


  注：


  1. 利用者が観測成果に対してどれだけ満足したかについて明確な知見を得ることが重要である。これには、利用者の認識及びその希望が叶えられたか否かについての情報を監視することが要求される。調査は、通常はこの目的のために用いられる。


  2. WDQMSによる監視及び評価の閾値は、インシデント管理機能によって加盟国・地域に対して課題及びインシデントが提起されるきっかけとなるものであり、合意された利用者からの要求事項に基づく。


  2.6.4.5.2 加盟国・地域は、観測成果の利用者の満足についての情報を得るための活動を実施しなければならない。


  2.6.4.5.3 加盟国・地域は、利用者の認識及び希望を決定するために採用された手法がその要員に周知されていることを、また、それらの手法が一貫して適用されることを保証しなければならない。


  2.6.4.5.4 加盟国・地域は、WIGOSのプロセス及び手順について内部監査を定期的に実施し、また、観測システムの管理プロセスの一環としてその結果を分析しなければならない。


  注：内部監査の要件についての詳細な説明は、国家気象水文機関等のサービス供給者のための品質マネジメントシステム実装ガイド（WMO-No. 1100）第4章第4.5節第9項要求事項9.2に示されている。


  2.6.4.5.5 加盟国・地域は、観測成果の生成について、定義されたプロセス及び要求事項がどれだけ遵守されているかを監視しなければならない。


  注：理想的には、実績監視は、個々の主要な業績指標及び実績の目標水準に照らして行われることとなる。


  2.6.4.5.6 加盟国・地域は、その観測成果の適合性及び品質を、それらの特徴を合意された要求事項と比較するために、その生成毎に監視及び測定しなければならない。


  注：これには、次のもの等がある。


  （a）手動で又は自動的に生成された主要な業績指標及びこれらに関連する目標の案出、実施及び定期的な分析


  （b）生成された観測データに対する手作業による点検及び監督


  2.6.4.5.7 加盟国・地域は、その観測成果の適合性及び品質を監視及び確認するために、WIGOS品質監視機能、WIGOS評価機能及びWIGOSインシデント管理機能の出力を用いなければならない。


  2.6.4.5.8 加盟国・地域は、要求事項に適合しなかった事例を記録し、適時に課題及びインシデントを修正するよう努めなければならない。


  注：WDQMSのインシデント管理機能は、加盟国・地域が要求事項に適合していない事案を特定するにあたっての助けとなりうる。


  2.6.4.5.9 加盟国・地域は、観測に関連する是正措置の手順を文書化したものを保守しなければならない。


  2.6.4.5.10 加盟国・地域は、不適合な観測成果又は観測メタデータが特定される方法を、それらが取り扱割れる方法を、また、何をなすべきか・どのような措置がとられるべきか・どのような記録が残されるべきかについて責任を負うのは誰かを記述した手順を特定して、これを実装しなければならない。


  注：是正措置に対する要求事項の詳細な説明は、国家気象水文機関等のサービス供給者のための品質マネジメントシステム実装ガイド（WMO-No. 1100）第4章第4.5節第10項要求事項10.2に示されている。


  2.6.4.5.11 加盟国・地域は、性能に関係する変更、傾向及び欠陥を探知するために監視の結果を分析し、また、継続的な改良のための材料として当該結果及び分析を用いなければならない。


  注：


  1. トレンドを分析して不適合な事案が発生する前に措置をとることは、問題を防止する助けとなる。


  2. トレンドの慎重な分析は、装置のゆらぎと物理パラメータの物理的変動とを識別するために不可欠のものである。


  2.6.4.5.12 加盟国・地域は、WIGOS品質監視機能、WIGOS評価機能及びWIGOS管理機能の出力を、継続的な改良のための材料として利用しなければならない。



  2.6.4.5.13 加盟国・地域は、観測システムに関連する文書化された予防措置の手順を維持し、また、要員がその定期的な適用について周知されて、必要であれば訓練されていることを保証しなければならない。


  注：効率性のために予防措置と是正措置との手順を組み合わせること及びプロセスを単純化することについて、適切な配慮がなされるものとする。


  2.6.5 遵守、認証及び認定


  注：WMOが、認定された機関による加盟国・地域の品質マネジメントシステムの認証を促進する一方で、WIGOSを構成する個別のシステム又はサブシステムに対する別段の要求がなければ、WIGOS要素観測システムのためのQMSの認証に対する一般的に規定された要求事項はない。


  2.6.6 文書化


  2.6.6.1 加盟国・地域は、そのQMSの品質マニュアルに、WIGOSの品質に係る方針（第2.6.2.1）及び目標（第2.6.4.2）を取り入れなければならない。


  2.6.6.2 加盟国・地域は、そのQMSを文書化するにあたって、殊に不適合な観測成果の抑制並びにその是正措置及び予防措置に関係するもの等、WIGOSに関係する手順を記述した文書を取り入れなければならない。


  2.6.6.3 加盟国・地域は、そのQMSを文書化するにあたって、そのWIGOSに係る諸プロセスの効果的な計画策定、運用及び制御を保証するために要求される手順を記述した文書を取り入れなければならない。


  2.6.6.4 加盟国・地域は、そのQMSを文書化するにあたって、ISO9001の基準が要求する記録を取り入れなければならない。


  注：文書化に対する要求事項についてのさらに詳細な情報は、国家気象水文機関等のサービス供給者のための品質マネジメントシステム実装ガイド（WMO-No. 1100）第4章第4.5節第4項要求事項4.4に示されている。


  2.7 能力開発


  2.7.1 一般事項


  2.7.1.1 加盟国・地域は、WIGOSの全ての活動領域における能力開発に対して、そのニーズを明らかにしなければならない。


  2.7.1.2 加盟国・地域は、その能力開発に対するニーズを満足させるための計画を確立しなければならない。


  注：NMHSに割り当てられた国家の資源に加えて、国内の他の機関から、関係するWMO地区協会から、二国間又は多国間の取決めを通じて他の加盟国・地域から、あるいはWMOの各プログラム（適当な専門委員会を含む）から支援を得ることができる。


  2.7.1.3 加盟国・地域は、能力開発に対するニーズに対応するために必要なときは、（地区内で又はこれを超えて）二国間又は多国間の協働を確立しなければならない。


  2.7.1.4 加盟国・地域は、能力開発活動についての計画を策定するにあたっては、設置、運用、保守、点検及び訓練に対する現在の及び継続的なニーズをともに支援するための制度、社会資本、手順及び人的資源についての要求事項を考慮した全体的な手法をとらなければならない。この目的のために、加盟国・地域は、効果的な実装、監視及び評価を可能にする測定可能な目標を伴う個別的な能力開発計画を作成しなければならない。


  注：これらの要求事項を満足させるための資金供給は、各加盟国・地域の国内政策に従って、長期的に持続可能な観測網を保証するために、充分に先行して計画されなければならない。


  2.7.2 訓練


  2.7.2.1 加盟国・地域は、全ての要員が割り当てられた仕事についての適切な資格及び適格性を有することを保証するために、その要員に充分な訓練を施すか、他の適当な措置をとるかするものとする。


  注：この要求事項は、当初の採用又は採用時の訓練と、専門能力の継続的な開発との双方に適用される。


  2.7.2.2 加盟国・地域は、その人員又はその他の契約者の資格、適格性、技能（ひいては訓練）及び数が、実施されるべき担務の範囲に適合することを保証しなければならない。


  2.7.2.3 加盟国・地域は、その要員に、その役割及び自身が品質目標の達成にどのように寄与するのかについての情報を与えなければならない。


  2.7.3 社会資本に係る能力開発
加盟国・地域は、観測成果及び観測メタデータを収集及び供用するための社会資本を定期的に見直し、必要に応じて優先順位付きの計画及び能力開発における優先事項を定めなければならない。


  附録2.1 観測網の設計に係る諸原則


  1. 多くのアプリケーション領域に資するものであること。
観測網は、WMOのプログラム及びWMO共同実施プログラムにおける複数のアプリケーション領域における要求事項を満足させるように設計されなければならない。


  2. 利用者からの要求事項に応えるものであること。
観測網は、観測されるべき地球物理学上の諸量並びに空間分解能・時間分解能、不確かさ、適時性及び安定性の点で、利用者からの所定の要求事項に対処するように設計されなければならない。


  3. 国内・地区・全球からの要求事項を満足させるものであること。
国内的なニーズを満足させるように設計された観測網は、地区及び全球のレベルでWMOのニーズも考慮したものでなければならない。


  4. 適切な間隔を有する観測網が設計されること。
利用者からの高水準な要求事項が観測の時間的・空間的な統一性に対するニーズを示すものであるときには、観測網の設計は、観測成果の代表性、有用性等、利用者からのその他の要求事項も考慮に入れたものでなければならない。


  5. 費用対効果の高い観測網が設計されること。
観測網は、入手可能な資源の最も費用対効果の高い利用をなすように設計されなければならない。これは、複合的な観測網の利用を含むものとなる。


  6. 観測データの均一性が達成されること。
観測網は、提供される観測データの均一性の水準が企図されたアプリケーションにおけるニーズを満足させるものであるように設計されなければならない。


  7. 階層的な手法を以て設計されること。
観測網の設計には、階層的な構造が用いられなければならない。これによって、高品質な基準観測値による情報は、他の観測成果へと移転されて、その品質及び有用性を改善するために用いられうる。


  8. 信頼性が高く安定した観測網が設計されること。
観測網は、信頼性が高く安定したものであるように設計されなければならない。


  9. 観測データが供用されること。
観測網は、その観測成果が地区的な及び全球的なアプリケーションのニーズを満足させるような空間分解能・時間分解能及び適時性を以て他のWMO加盟国・地域に供用されることを保証するような方法を以て設計され、また進歩させられなければならない。


  10. 観測成果の解釈を行いうるだけの情報が提供されること。
観測網は、測器の詳細及び履歴、その環境及び運用条件、そのデータ処理の手順等、観測データの理解及び解釈に関係する諸要素（すなわちメタデータ）がデータ自体と同じ慎重さを以て文書化され、また取り扱われるような方法で設計及び運用されなければならない。


  11. 持続可能な観測網が実現されること。
観測成果の持続的な入手可能性の改善が、長期的に持続可能な観測網の設計及びこれへの資金投入を通じて、適切であれば研究用のシステムの実用の位置付けへの移行を含めて、促進されなければならない。


  12. 変更が管理されること。
新たな観測網及び既存の観測網に対する変更の設計は、古いシステムから新たなシステムへと移行する間における充分な一貫性、品質及び観測の連続性を保証するものでなければならない。


  附録2.2 全球気候観測システムの気候監視に係る諸原則


  2.2.1 気候についての効果的な監視システムは、次の諸原則を遵守しなければならない。


  （a）新たなシステム又は既存のシステムの変更による影響は、その実装に先立って評価をされなければならない。


  （b）新旧の観測システムが重複する適当な期間が必要である。これは、当該変更による影響を特定して記録するための、同じ気候条件の下での新旧の観測システムの並行運用期間となる。


  （c）地域の状況、測器、運用手順、データ処理のアルゴリズムその他のデータの解釈に関係する諸要素の詳細及び履歴（すなわちメタデータ）は、データ自体と同じ慎重さを以て文書化され、また取り扱われなければならない。


  （d）データの品質及び均一性は、日常の運用の一部として定期的に評価されなければならない。


  （e）国内・地域・全球における観測の優先事項には、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）による評価等、環境及び気候監視に係るプロダクト及び評価に対するニーズへの考慮が取り入れられなければならない。


  （f）歴史的に中断のない観測所及び観測システムの運用は、維持されなければならない。


  （g）データの少ない地域、観測の実施が少ない種目、変動の影響を受けやすい地域及び主要なものだが時間分解能が不充分な測定は、追加的な観測について優先度の高い領域とされなければならない。


  （h）適切なサンプリング頻度等の長期的な要求事項は、システムの設計及び実装の当初から、観測網の設計者、運用者及び測器技術者に明示されていなければならない。


  （i）研究用の観測システムの長期的運用への慎重に計画された転換が促進されなければならない。


  （j）データ及びプロダクトへのアクセス並びにその利用及び解釈を促進するようなデータ管理システムは、気候監視システムの不可欠の要素として取り入れられなければならない。


  このほか、気候監視を行う衛星システムの運用者は、次のことを行う必要がある。


  － 完全な実用衛星群における放射輝度校正、校正の監視及び衛星間の相互校正を、実用衛星システムの一部とするための対策を講じること。


  － 気候に関連する（日内の・季節的な・長期多年間の）変動を特定できるような方法で地球システムをサンプリングするための対策を講じること。


  2.2.2 気候監視のための衛星システムは、次の個別の諸原則を遵守しなければならない。


  （a）日内周期の定常的なサンプリング（軌道減衰及び軌道偏差の影響を最小化して）が維持されなければならない。


  （b）新旧の衛星システムが重複する期間は、衛星間の差異が決定されて時系列観測の均一性及び一貫性が維持されるのに充分なほど長いものであることを保証されなければならない。


  （c）打上げ及び軌道についての適切な戦略によって、衛星による測定の連続性（すなわち長期的な記録からの空白の排除）が保証されなければならない。


  （d）国の気象機関が行う国際輝度単位による放射輝度校正等、打上げ前における測器の厳格な特性把握及び校正が保証されなければならない。


  （e）気候システムの観測のための充分な機上校正が保証され、かつ、関連する測器の特性が監視されなければならない。


  （f）優先度の高い気候プロダクトの実用的な提供が持続され、かつ、ピアレビューされた新たなプロダクトが必要に応じて導入されなければならない。


  （g）遅延モード解析のための主要なデータを含む気候プロダクト、メタデータ及び生データへの利用者によるアクセスを促進するために必要なデータシステムが設置及び維持されなければならない。


  （h）上記の校正及び安定性についての要求事項を満足させている稼働中のベースライン測器の利用は、そのような測器が廃止済の衛星に存在しているときであっても、可能な限り長く維持されなければならない。


  （i）衛星による測定のためのベースライン直接観測同士の相補性は、適切な活動及び宇宙機関と直接観測網の保有者との協力によって維持されなければならない。


  （j）衛星による観測成果及びその派生プロダクトにおけるランダムな誤差及び時間に依存する偏りが明らかにされなければならない。


  附録2.3 WMOによる要求事項のローリングレビュー


  1. 一般的事項
要求事項のローリングレビュー（RRR）は、観測成果を直接的に用いるWMOの各アプリケーション領域（この一覧は、https://community.wmo.int/rolling-review-requirements-processに掲載されている。）における、観測成果に対する各加盟国・地域からの進化していく要求事項、現行の及び計画中のWIGOS要素観測システムがこれらの要求事項を満足させる程度、WMOの観測システムにおける不足点及び機会に取り組むための格差及び優先事項についての各アプリケーション領域における専門家による指針、そして将来におけるWIGOS要素観測システムの進化のための計画について、情報をとりまとめるものである。


  アプリケーション領域には、次のものがある。


  （a）全球数値気象予測（GNWP）


  （b）高解像度数値気象予測（HRNWP）


  （c）ナウキャスト及び超短期間予報（NVSRF）


  （d）季節予報及び多年間予報（SIAF）


  （e）航空気象


  （f）大気成分の予想


  （g）大気成分の監視


  （h）都市アプリケーションのための大気成分


  （i）海洋アプリケーション


  （j）農業気象


  （k）水文学


  （l）気候監視（全球気候観測システム（GCOS）によって実施されるもの）


  （m）気候アプリケーション


  （n）宇宙気象


  （o）気候科学


  注：RRRプロセスについての詳細かつ最新の記述は、WMOのWebサイトのhttp://www.wmo.int/pages/prog/www/OSY/GOS-RRR.htmlに掲載されている。


  WMOの極地に係る諸活動及び気候サービスのための世界的枠組（GFCS）に係る観測に対する要求事項も考慮されている。


  各アプリケーション領域について、その窓口担当者となるべく、1名の専門家が指名される。この専門家は、当該アプリケーション領域についての利害関係者コミュニティ全体への情報提供及びここからのフィードバックについて、RRRとの仲介役として非常に重要な役割を有している。


  指名された窓口担当者は、次の担務を実施するために必要とされるのに応じて、そのアプリケーション領域に係るコミュニティ（必要に応じて、専門委員会及びWMOのプログラム又は共同実施プログラム）と調整しなければならない。


  （a）いくつかの下位アプリケーションにおいてアプリケーション領域を代表することが適切か否かを調査すること。


  （b）観測に対する利用者からの定量的な要求事項を、OSCAR/要求事項データベース（https://community.wmo.int/oscar-wmo-observational-requirements-and-capabilitiesを参照）に登録し、見直し、またこれらを最新の状態に保ち、また、必要とされるのに応じて変更すること（窓口担当者は必要なアクセス権を与えられる。）。


  （c）そのアプリケーション領域についての指針の明文化を行い、見直し、また改定すること。


  （d）利用者からの要求事項のデータベースにおいて、また、当該アプリケーション領域についての指針の明文化において、横断的な諸活動（例えば、雪氷圏及び気候サービスに関係するもの）がどのように考慮されているのかについて再検討すること。


  注：RRRプロセスを通じてとりまとめられた観測成果に対する利用者からの要求事項は、添付文書2.2に詳細に記述されたところにより、WIGOS情報資源（WIR。OSCAR/要求事項データベースを含む。）に蓄積され、供用される。


  RRRプロセスは、下図に示すように、4つの段階からなる。


  1. 各WMOアプリケーション領域（第2.1節を参照）における、技術依存性のない（すなわち、特定の種類の観測技術に拘束されない）観測成果に対する利用者からの要求事項の再検討


  2. 既存の及び計画中の地上ベースの及び宇宙ベース双方の観測システムの観測能力の再検討


  3. 批評的再検討、すなわち、要求事項と観測システムの能力との比較


  4. 各アプリケーション領域について格差を解決する方法についての勧告事項によって格差の分析を示す、指針の明文化


  [image: RRRプロセス]


  注：1、2、3、4は、RRRプロセス中の各段階。


  RRRプロセス中の各段階の模式図


  2. 観測成果に対する利用者からの要求事項の再検討


  注：


  1. RRRのこの段階については、第2.1節に簡単な記述がある。


  2. 地区協会は、地区及び国際河川流域の当局者からの個別の要求事項を考慮に入れて、とりまとめられた利用者からの要求事項の追加的な詳細を検討し、これを窓口担当者に提供する。


  3. 現用の及び計画中の観測システムの能力の再検討
加盟国・地域は、観測システムの現在の及び計画中の能力について情報を収集し、見直し、記録し、また供用するための手段を講じるものとする。


  注：観測システムの能力についての情報は、メタデータの形態をとっており、また、第2.5節の規定に従って全球的な編集物へと供用されるものである。


  4. 批評的再検討


  注：WMOのプログラムに係るこの活動は、当該アプリケーション領域の窓口担当者からの支援を以て進められる。ここでは、観測成果に対する利用者からの各アプリケーション領域における定量的な要求事項と観測システムの性能とが比較される。


  5. 指針の明文化


  注：


  1. 指針の明文化は、批評的再検討の結果を格差の分析として翻訳し、また、行動のための重要事項、すなわちあるアプリケーション領域についてWMO要素観測システムにおいて明らかにされた格差又は不足点に取り組むための、最も実現性があり、利益があり、かつ費用のかからない先導的取組を特定する。これは、窓口担当者及び専門家等並びにこれらが当該アプリケーション領域において協議したその他の利害関係者の主観的な判断及び経験に基づくものである。


  2. RRRのこの段階においては、当該アプリケーション領域についての指針の明文化を行い、見直し、また改定するために、窓口担当者には、必要に応じて当該アプリケーション領域に係るコミュニティ及び利害関係者と調整することが求められる。


  附録2.4 WIGOSメタデータ標準


  注：本附録は、第68回執行理事会決議事項12（基礎システム委員会が管理するマニュアル及びガイドの改正のための迅速手続）に従った技術仕様として指定されている。


  1. 一般的事項
本附録は、WIGOSメタデータ標準を参照するものであり、これは、全てのWIGOS要素観測システムからの観測成果をその利用者が効果的に解釈するために国際的に供用されるべき一連の観測メタデータの諸要素からなる。これによって、メタデータの利用者は、観測がなぜ・どこで・どのように行われたのかについての重要な情報にアクセスすることができる。メタデータは、生データの処理及びデータの品質についての情報ももたらす。WIGOSメタデータが、特定の構成部分又はサブシステムが要求するものであり、その詳細が本マニュアル第3-8章において示されることに注意されたい。


  別表は、メタデータの類型（又はグループ）を示すものであり、各類型が1つ以上の要素を含んでいる。各要素は、（国際標準化機構（ISO）と同じ用語を用いて）必須（M）、条件付き（C）及び任意（O）に分類されている。同表において、必須要素は太字で示され、条件付き要素は斜体で示される。


  各メタデータの要素のさらに詳細な定義に注釈及び事例を付したもの並びに条件付き要素に適用される条件の説明は、WIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）に定められている。


  2. 加盟国・地域の義務
メタデータの必須要素は、常に供用されるものとする。これに関連する項目は必ず補充されるものとする。メタデータの値が、あるいは特定の場合においては値がない理由が供用されるものとする。


  メタデータの条件付き要素は、特定の条件又は条件群が満足させられた場合に供用されるものとし、このとき、これに関連する項目は必ず補充されるものとする。メタデータの値又は値がない理由が供用されるものとする。


  メタデータの任意要素は、観測成果をよりよく理解する助けとなる有用な情報を提供するものであることから、供用されなければならない。この要素は、特定のコミュニティにとっては重要であるが、その他のコミュニティにとってはさほどでもないことが多い。


  3. 段階的手法による採用
WIGOSメタデータの供用は、加盟国・地域にとっての大きな利益を生じさせるが、これらのメタデータを供用するための能力開発には、（メタ）データ供給者側において相当の努力を要する。加盟国・地域が通報の義務を遵守する助けとするために、WIGOSガイド（WMO-No. 1165）には、指針となる資料が掲載されている。


  さらに、実装期間においては、別表に示すとおりの段階的手法が採用されている。全ての加盟国・地域は、いまや本標準に全面的に準拠することを期待されているが、遵守のための能力を確立する途上にある加盟国・地位又はこれらの国内の運用者にとっては、まだこの3つの段階が有益な参考となりうる。


  本標準が進歩していくにつれて、特定のアプリケーション領域又は観測プログラムについて重要となる新たな要素が、これに加えられていくこととなる。


  別表：WIGOSメタデータ標準に定められた要素及び実施の経年的段階の一覧


  
    
      
        	
          類型
        

        	
          第I段階
        

        	
          第I段階I
        

        	
          第III段階
        
      


      
        	
          2016
        

        	
          2017–2018
        

        	
          2019–2020
        
      


      
        	
          1. 観測された値
        

        	
          1-01 観測された量－測定量（M）
        

        	
          1-05 代表性（O）
        

        	
      


      
        	
          1-02 測定単位（C）
        
      


      
        	
          1-03 時間範囲（M）
        
      


      
        	
          1-04 空間範囲（M）
        
      


      
        	
          2. 観測の目的
        

        	
          2-01 アプリケーション領域（群）（O）
        

        	

        	
      


      
        	
          2-02 プログラム/観測網の所属（M）
        
      


      
        	
          3. 観測所/プラットフォーム
        

        	
          3-01 データ取得元の地区（C）
        

        	
          3-04 観測所/プラットフォームの種類（M）
        

        	
          3-10 観測所/プラットフォームクラスタ（O）
        
      


      
        	
          3-02 データ取得元の領域（C）
        

        	
          3-08 データ通信の方法（O）
        
      


      
        	
          3-03 観測所/プラットフォームの名称（M）
        
      


      
        	
          3-06 観測所/プラットフォームに固有の識別子（M）
        
      


      
        	
          3-07 地理空間的位置（M）
        
      


      
        	
          3-09 観測所の運用状況（M）
        
      


      
        	
          4. 環境
        

        	
          

        

        	
          4-04 観測施設における出来事（O）
        

        	
          4-01 地表の被覆状態（O）
        
      


      
        	
          4-05 観測地点情報（O）
        

        	
          4-02 地表の被覆状態の分類スキーム（C）
        
      


      
        	
          4-03 地形又は深浅測量（O）
        
      


      
        	
          4-06 地表の粗度（O）
        
      


      
        	
          4-07 気候帯（O）
        
      


      
        	
          5. 測器及び観測法
        

        	
          5-01 観測成果の取得元（M）
        

        	
          5-11 維持管理者（O）
        

        	
          5-04 測器の運用状態（O）
        
      


      
        	
          5-02 測定/観測の方法（M）
        

        	
          5-12 地理空間的位置（C）
        

        	
          5-06 測器設備の構成（C）
        
      


      
        	
          5-03 測器の仕様（O）
        

        	
          5-15 測器の露出（C）
        

        	
          5-07 測器制御スケジュール（O）
        
      


      
        	
          5-05 感部の垂直距離（C）
        

        	
          5-08 測器制御の結果（C）
        
      


      
        	
          5-09 測器の型式及び製造番号（O）
        
      


      
        	
          5-10 測器の定期保守（O）
        
      


      
        	
          5-13 保守作業（O）
        
      


      
        	
          5-14 観測の状況（O）
        
      


      
        	
          6. サンプリング
        

        	
          6-03 サンプリング戦略（O）
        

        	
          6-05 サンプリングの空間分解能（M）
        

        	
          6-01 サンプリングの手順（O）
        
      


      
        	
          6-07 日周基本時刻（C）
        

        	
          6-02 サンプルの取扱い（O）
        
      


      
        	
          6-08 観測のスケジュール（M）
        

        	
          6-04 サンプリングの期間（O）
        
      


      
        	
          6-06 サンプリングの時間間隔（O）
        
      


      
        	
          7. データ処理及び通報
        

        	
          7-03 通報の時間区分（M）
        

        	
          7-02 処理/解析センター（O）
        

        	
          7-01 データ処理の方法及びアルゴリズム（O）
        
      


      
        	
          7-04 通報の空間間隔（C）
        

        	
          7-06 データの水準（O）
        

        	
          7-05 ソフトウェア/プロセッサの種類及びバージョン（O）
        
      


      
        	
          7-11 基準データ（C）
        

        	
          7-09 集計期間（O）
        

        	
          7-07 データフォーマット（O）
        
      


      
        	
          7-10 基準時刻（O）
        

        	
          7-08 データフォーマットのバージョン（O）
        
      


      
        	
          7-12 数値の分解能（O）
        
      


      
        	
          7-13 （通報の）適時性（O）
        
      


      
        	
          7-14 国際交換のスケジュール（M）
        
      


      
        	
          8. データの品質
        

        	

        	
          8-01 測定の不確かさ（O）
        

        	
      


      
        	
          8-02 不確かさの評価に用いられた手順（C）
        
      


      
        	
          8-03 品質フラグ（O）
        
      


      
        	
          8-04 品質フラグ付与システム（C）
        
      


      
        	
          8-05 トレーサビリティ（C）
        
      


      
        	
          9. 所有権及びデータポリシー
        

        	
          9-02 データポリシー/利用制限（M）
        

        	
          9-01 監督機関（M）
        

        	
      


      
        	
          10. 問合せ
        

        	
          10-01 問合せ（指定された担当部署）（M）
        

        	

        	
      

    
  


  附録2.5 WIGOSに適用されるWMO品質マネジメントフレームワークによる品質マネジメントにおける8つの原則


  1. 利用者及び顧客の重点事項
加盟国・地域は、その利用者及び顧客の現在及び将来における気象、気候、水文、海洋及び関連する環境の観測成果に対するニーズを特定し、文書化し、また理解しなければならない。


  注：これを達成する手段には、WMOによる要求事項のローリングレビュー（RRR）への参加及びその適用を含む（第2.2.4項及び附録2.3を参照）。


  2. 主導性
加盟国・地域は、その観測システムについて、目標及び方向性を明確に定義し、また、要員が当該目標に向けて働くことを促される環境を整えなければならない。


  注：関連するWMOの専門委員会は、WIGOSの実装について技術上の指針及び主導性を示す。これらは、WIGOSの目標及び方向性についての情報を提供し、また、各加盟国からの技術専門家の積極的な参加を促進するものである。


  3. 専門家の参加
各加盟国からの専門家は、WIGOSの品質マネジメントを保証する規則の実施に全面的に参加するものとされなければならない。


  4. プロセスの手法
加盟国・地域は、観測システムの管理にプロセスベースの手法を採用しなければならない。


  5. 管理のためのシステムの手法
加盟国・地域は、要求された観測成果の生成という全体的な目標を以て、運用上の、科学的な、あるいは行政上のものでもある一連のプロセスとして、WIGOS要素観測システムを特定し、理解し、また運用しなければならない。


  6. 継続的な改善
加盟国・地域は、基本的にはWMOのRRRを通じて、継続的な改善がWIGOS要素観測システムの不可分かつ恒久的な側面であることを、また、これがWMOのRRRへの積極的な参加、観測システム及び観測地点に対する監査、データの品質の監視及び評価、WIGOSの利用者及び各アプリケーション領域との定期的な協議及びそこからのフィードバックの検討といった広範なプロセス及び活動を通じて実施されるものであることを保証しなければならない。


  注：このことの成果は、観測成果の品質あるいは観測システムの効率性の改善である。


  7. 意思決定のための事実に基づく手法
加盟国・地域は、WIGOS要素観測システムの設計、開発、実装、運用、保守及び進化に関連する意思決定、要求事項及び規則が、科学的に、事実に基づき、また分析的に得られた情報を基盤とするものであることを保証しなければならない。


  注：上記の情報は、WMOのRRR、WIGOS情報資源（WIR）、観測システム能力分析・検討（OSCAR）ツール等のツールによって、また、全球観測システムの開発についての実施計画（EGOS-IP）（WIGOS Technical Report No. 2013-4）等のWMOが承認した計画策定文書によって、各加盟国・地域に供用されている。さらなる情報については、第2.2.4項、附録2.3及び添付文書2.3を参照。


  8. 供給者との相利的な関係
加盟国・地域は、WIGOS及び供給者の双方の利益のために、測器及びシステムの試験、試用及び相互比較についての情報及びその結果を相互に及び供給者と共有しなければならない。


  注：測器、システム及び関連するプロダクトの供給者は、要求事項を満足させる能力並びにそのプロダクト及びサービスについての既往の実績に基づいて評価及び選択されなければならない。


  添付文書2.1 異常な状況における特別観測


  1. 一般的事項
WMOアプリケーション領域の中には、状況の変化に応じて観測成果に対する要求事項が変化するものがある。こうした状況としては、短期間の極端な、予期せざる又は危険な状況、あるいは、火山活動、熱帯低気圧又は原子力事故のような環境緊急事態といった長期間継続する事象がありうる。季節的な変動によっても、加盟国・地域は、変化する要求事項に適応することによって効率性を達成することができる。こうした要求事項としては、観測の回数/頻度の追加、空間的な位置の追加若しくは分解能の向上又は気象及び気象以外の追加的な諸量の導入がありうる。通報に対しても、追加的な要求事項がありうる。


  特別観測は、場合によっては、主に、特定の気象現象において影響を受けやすい地域を対象とすることによって、数値気象予測（NWP）に利用されるために設計される。観測システム研究・予測可能性実験計画（THORPEX）において実施された研究では、熱帯低気圧の進路予想の改善が肯定的な影響を有することがわかっている。他の場合にあっては、特別観測は、主に、他の（NWP以外の）モードの解析及び意思決定支援に利用されるように設計される。


  2. 熱帯低気圧の特別観測


  2.1 航空気象偵察飛行
加盟国・地域は、発達中の又は脅威となっている熱帯低気圧の解析及び予測のために、航空機気象偵察飛行による観測成果を整理してその成果を共有することを奨励される。飛行の時間及び頻度は、他の高層気象情報・監視情報を最もよく補完するように選択されなければならない。


  これらの観測には、次のものが含まれなければならない。


  （a）航空機の高度及び位置


  （b）低空水平飛行時に高い頻度で行われる観測


  （c）可能な限り標準等圧面に近い高高度で行われる観測


  （d）航空機又はドロップゾンデによる垂直サウンディング


  観測される気象要素には、次のものが含まれなければならない。


  （a）航空機が飛行しているところの気圧


  （b）気温


  （c）湿度


  （d）風（風の様態、風向及び風速）


  （e）現在天気及び過去天気


  （f）乱気流


  （g）飛行状況（雲量）


  （h）気象の顕著な変化


  （i）着氷及び飛行機雲


  「風の様態」が、風がどのように決定されたか、また、それが平均的なものか局所的なものかをいうことに注意。


  2.2 その他の観測
地上海上観測及び海面下海洋温度・塩分濃度測定も、熱帯低気圧の進路及び勢力の予測にとって大いに有用である。


  熱帯低気圧下の他の特別観測についての参照事項は、本マニュアルの将来の版に掲載されることとなる。


  3. 環境緊急事態対応活動のための特別観測
指定された地区特別気象中枢（RSMC）が加盟国・地域に環境緊急事態対応のための輸送モデルプロダクトを提供できるようにするために、気象及び気象以外（例えば、放射性物質、二酸化硫黄、微粒子等）の観測データに対する下記の要求事項が満足されるべきである。これらの観測データ、殊に事故発生場所又はその近くにおけるものは、加盟国・地域がこれを必要とし、以て環境中への放出の場合にあって適切な防止及び是正の措置が取られるようになる。原子力緊急事態の場合には、データは、原子力事故の早期通報に関する条約（第5条（e））に従って速やかに供用されなければならない。


  A. 気象データに対する要求事項


  （1）輸送モデルを実行するために必要なデータは、数値気象予測モデルを基礎とする気象予報の作成のために指定されるものと同じであり、原子力に係る環境緊急事態対応について全球データ処理・予報システムマニュアル（WMO-No. 485）第2.2.2.7に、原子力以外に係る環境緊急事態対応について同第2.2.2.8に示されている。


  （2）事故発生場所1及び潜在的に影響を受ける地域2からの追加的データ3は望まれるものであり、これは、指定されたRSMCが汚染物質の輸送についての情報の質を高めるために利用できるものでなければならない。これには、次のものが含まれなければならない。


  （a）風、気温及び湿度についての高層大気のデータ


  （b）降水量（種類及び量）


  （c）地上気温


  （d）気圧


  （e）風向・風速（地上及び原子力施設にあっては排気筒の高さにおけるもの）


  （f）湿度


  （3）次の各システムは、必要に応じて、また可能なときは、事故発生場所からの必要とされるデータを供給するために、組み合わされて配置されなければならない。


  （a）緊急事態にあっては、事故発生場所の直近及び500km以内にある観測所において、観測の頻度は、緊急事態の継続中は少なくとも毎時にまで増やされなければならない。緊急事態において使用するために、消耗品の在庫が保管されていなければならない。


  （b）原子力施設にあっては、緊急事態にあっても運用を継続できるように、また、事故発生場所又はその近隣の状況を代表するデータを供給するために、1つ以上のラジオゾンデ観測所が適切な安全距離を以て設置されていなければならない。


  （c）原子力施設にあっては、1つ以上の地上観測所が当該施設に、あるいはこれが不可能であればその近隣に設置されていなければならない。これは、緊急の場合には、運用及び通信の両方について毎時自動動作モードに移行できるものでなければならない。


  （d）事故発生場所又はその近隣から、利用可能であれば測器を備えた塔又は柱（100mまで）によって、また、いずれも自動的にデータを送信する通常のレーダー又はドップラーレーダー、ソーダー、プロファイラ、及び境界層ゾンデによって、追加的な情報が提供されなければならない。


  （4）潜在的に影響を受ける地域からの必要とされるデータは、次のように提供されなければならない。


  （a）潜在的に影響を受ける地域にある全ての高層気象観測所は、緊急事態の継続中は6時間毎に観測成果を供用しなければならない。


  （b）可能であれば、1つ以上の追加的な観測システム（ウインドプロファイラ、移動式電波サウンダ装置等）が提供されなければならない。


  （c）潜在的に影響を受ける地域における全ての地上（陸上及び海上）観測所/プラットフォームは、通常はデータを国際交換していないものも含めて、指定されたRSMCに観測データを提供しなければならない。これには、海上の領域における覆域を提供できるものであることから、海上プラットフォーム及びブイも含まれる。


  （d）一連の最良の推定降水量は、地上観測所の直接測定（自動又は人手）による情報、WMOの地区全体にわたる合成レーダー情報及び衛星由来のデータを組み合わせて作成されなければならない。


  B. 気象以外のデータに対する要求事項


  （1）緊急事態にあっては、事故発生場所から指定されたRSMCに提供される気象以外のデータは、次のものを含むものでなければならない。


  （a）放出の開始（日時）


  （b）持続時間


  （c）放射性核種（原子力緊急事態）及び汚染物質の種類（原子力以外の緊急事態）


  （d）総放出量又は汚染物質の放出率


  （e）放出の有効高さ


  項目（a）は、輸送モデルの実行に必要なものであり、（b）、（c）、（d）及び（e）は、望ましい追加的データである。


  （2）大気輸送モデルによる予報を校正及び検証するためには、潜在的に影響を受ける地域からのデータが必要である。これに最も適したデータは、次のとおりである。


  原子力緊急事態：


  （a）各放射性同位元素について、放出率（Bq/h）及び入手可能であれば空気中の時間積算濃度


  （b）総排出量


  原子力以外の緊急事態：


  汚染物質及び放出の性質によって異なるが、通常は、濃度の測定値が適切であるとされる。


  （3）事故発生場所及び潜在的に影響を受ける地域からの必要とされるデータは、次の方法によって得ることができる。


  （a）固定された監視施設


  （b）移動式地上ユニット


  （c）サウンディング


  （d）測器を積んだ航空機


  気象以外の観測の頻度は、1時間に1回以上まで増やされなければならない。


  C. 気象データ及び気象以外のデータの交換


  （1）気象以外のデータ及びある程度は追加的な気象データは、気象を所掌するもの以外の国家機関から提供されることが多い。国家気象水文機関（NMHS）は、その関係するRSMCへと転送するために、気象を所掌するもの以外の機関/運用者によるこれらのデータの国家気象中枢（NMC）への提供を奨励しなければならない


  （2）加盟国・地域は、関係する気象データ及び気象以外の（放射線学的な）データの交換のために、地区におけるあらゆる気象の及び放射線学的な観測成果を含む短縮見出しによる速報の完全なリストを、気象通報（WMO-No. 9）C1巻（気象速報カタログ）に挿入するために事務局に送付しなければならない。


  （3）環境緊急事態にあっては、関連する全ての（気象及び気象以外の）観測データは、WMO情報システム（WIS）を通じて可能な限り速やかに、RSMC及びNMHSの双方へと送信されなければならない。原子力緊急事態にあっては、原子力事故の状況把握の助けとなりうる、当該事故の初期段階において入手可能な放射線学的なデータ（格納容器放射線の読取り値、現場の放射線レベル等）が、実現可能な限り速やかに最も信頼できる通信手段によって、国家機関から国際原子力機関（IAEA）に提供されなければならない。IAEAは、当該情報を検証及び評価して、さらにこれらのデータを適切なRSMCに提供する。


  （4）データの取得、品質管理、通信及びプロダクトの流布の手順については、システムの性能を保証するために、末端間試験（end-to-end testing）が定期的に実施されなければならない。


  4. 火山活動事象における特別観測
航空に危険を及ぼす可能性がある火山活動事象における要求事項は、加盟国・地域が適切な措置をとるために必要とする観測データに関連するものでなければならない。こうしたデータを下記にて指定する。


  国際航空路火山監視（IAVW）は、国際民間航空機関（ICAO）事務局がICAOの気象学パネルの支援を受けて調整及び確立するものである。国際航空路火山監視（IAVW）ハンドブック（ICAO Doc 9766-AN/968）には、噴火準備火山活動4、火山噴火及び火山灰雲が発生した場合においてIAVWを実施するための運用手順及び連絡先一覧が記載されている。


  A.気象データに対する要求事項


  輸送モデルを実行するために必要なデータは、数値気象予測モデルを基礎とする気象予報の作成のために指定されるものと同じであり、全球データ処理・予報システムマニュアル（WMO-No. 485）第2.2.2.8に示されている。


  （1）火山の近傍地域からの追加的データ5は、望まれるものであり、火山灰の輸送についての情報の質を高めるために、指定された気象監視局及び航空路火山灰情報センター（VAAC）6に供用されなければならない。これらのデータは、環境緊急事態対応活動のための特別観測に対する要求事項について指定されたものと同じであり、本添付文書第3節に示されている。


  （2）静止衛星及び極軌道衛星からの画像データは、指定されたVAACが火山灰雲の識別の可否を確認したりその広がり（垂直及び水平）を決定したりするために必要なものである（国際航空路火山監視（IAVW）ハンドブック（ICAO Doc 9766-AN/968）第4部を参照）。これらのデータは、輸送モデルによる移動予測を検証したり火山灰が放出された時点を決定したりするためにも必要である。これらの画像データは、次のようなものでなければならない。


  （a）可視光及び赤外線の波長に対応した多波長のものであること。


  （b）小さな（5km以下）火山灰雲を検知するために充分な空間分解能を有すること。


  （c）全てのVAACにデータを提供するために全球を覆域とすること。


  （d）反復周期が短いこと（火山灰雲の検知について30分以下、輸送モデルを検証するための火山灰の追跡について60分以下。国際航空路火山監視（IAVW）ハンドブック（ICAO Doc 9766-AN/968）第4.5.1項（d）並びに第4.6.1項（d）及び（e）を参照）。


  （e）最短の遅延を以て処理及びVAACへの提供がなされること。


  （3）噴火準備火山活動、火山噴火又は火山灰雲の検知を支援しうる追加的な衛星データが、指定されたVAACに供用されなければならない。これらには、火山のホットスポット又は二酸化硫黄の放出を検知するために利用できる衛星データも含まれる。


  （4）火山の範囲内にある地上ベースのレーダーから得られたデータが、指定されたVAACに供用されなければならない。これらのデータは、火山灰雲の存在を検知したりその高度を測定したりするために用いることができる。


  B.気象以外のデータに対する要求事項


  （1）噴火準備火山活動、火山噴火及び火山灰雲の発生は、航空に危険を及ぼす可能性があることから、国際航空路火山監視（IAVW）ハンドブック（ICAO Doc 9766-AN/968）の定めるところにより、指定された航空交通管制部、気象監視局及びVAACに遅滞なく通報されなければならない。当該報告は、平易な言葉によって、可能であれば次に示す順番による情報から構成される火山活動通報の様式を以て行われなければならない。


  （a）通報の種類：VOLCANIC ACTIVITY REPORT


  （b）観測所の識別子、位置表示又は観測所名


  （c）通報の日時


  （d）わかっていれば火山の位置及び名称


  （e）必要に応じて、火山活動の強度のレベル、噴火の発生及びその日時、当該領域における火山灰雲の存在（最良の推定としての火山灰雲の移動方向及び高度を付す）等、事象の詳細な記述。


  （2）噴火準備火山活動又は火山噴火の発生を示す入手可能な地理学的データは、指定された航空交通管制部、気象監視局及びVAACへと即時に伝達されなければならない（国際航空路火山監視（IAVW）ハンドブック（ICAO Doc 9766-AN/968）第4.1.1項（d）を参照）。このデータには、次のもの等がある。


  （a）火山学的な観測成果


  （b）地震活動についての通報


  （3）噴火準備火山活動、火山噴火又は火山灰雲についてのパイロットからの報告は、指定された航空交通管制部、気象監視局及びVAACに遅滞なく送信されなければならない（国際航空路火山監視（IAVW）ハンドブック（ICAO Doc 9766-AN/968）第4.1.1項（d）を参照）。


  C. 気象データ及び気象以外のデータの交換


  上記全てのデータの交換については、国際航空路火山監視（IAVW）ハンドブック（ICAO Doc 9766-AN/968）に記述されている。


  


  1. 原子力事故の様態が非常に多様であることから、「事故発生場所」を正確に定義することは、不可能である。事故発生場所は、当該事故が発生した場所及びそこから数km以内の範囲のごく近傍と解されるべきである。


  2. 潜在的に影響を受ける地域は、原子力に係る事態そのものだけにでなく、事故発生場所の周辺に拡がる地域にわたる大気の状態及びその変化に依存することから、事前に正確に定義することができない。よって、「潜在的に影響を受ける地域」は、（既知であれば、大気輸送汚染プロダクト等の入手可能な情報によると）大気中又は地上を核汚染物質が自然（バックグラウンド）の放射能を超えた顕著な水準を以て輸送されてくるであろう地域として認識されなければならない。潜在的に影響を受ける地域の拡がりについての助言は、関係するRSMC及び国家機関から得ることができる。


  3. 「追加的データ」の語義は、通常の用法によるものであって、第12回世界気象会議決議事項40におけるものではない。


  4. この文脈において、噴火準備火山活動とは、噴火の前兆となりうる異常な及び/又は活発になりつつある火山活動をいう。


  5. 「追加的データ」の語義は、通常の用法によるものであって、第12回世界気象会議決議事項40におけるものとは異なる。


  6. 航空路火山灰情報センターは、火山灰の存在及びその移動予測について注意情報を発表するために、ICAOがWMOとの調整によって指定したものである。


  添付文書2.2 WIGOS観測所識別子


  1. WIGOS観測所識別子の構造


  図1に、WIGOS観測所識別子の構造を示す。各要素についての説明を、その次の表に示す。


  
    
      
        	
          WIGOS観測所識別子シリーズ
        

        	
          識別子の発行者
        

        	
          発行番号
        

        	
          ローカル識別子
        
      

    
  


  図1. WIGOS観測所識別子の構造


  WIGOS観測所識別子の構成要素部分


  
    
      
        	
          構成要素
        

        	
          説明
        

        	
          初期範囲シリーズ


          0（観測所）
        
      

    

    
      
        	
          WIGOS観測所識別子シリーズ
        

        	
          これは、識別子の割当てのための様々なシステムを識別するために用いられる。これは、将来におけるシステムの拡張を可能にして、WIGOS観測所識別子の構造が将来における要求事項を満足させられないとわかったときに各主体が新たな識別子の発行を受けなくてもよいようにする。WIGOS観測所識別子シリーズの異なる値は、識別子の異なる構造に対応する。初期の承認範囲は、0-14である。
        

        	
          0
        
      


      
        	
          識別子の発行者
        

        	
          異なる機関が発行した識別子を識別するために用いられる番号。これは、一定のWIGOS観測所識別子を作成しうる機関が単一であることを保証するために、WMOによって割り当てられる。
        

        	
          0-65534
        
      


      
        	
          発行番号
        

        	
          識別子の発行を担当する機関が、識別子の全球的な固有性を保証するために用いることができる番号。例えば、1つの発行番号を水文観測所群に、もう1つを篤志気候観測所群に割り当てることによって、2つの観測網の管理者は、識別子が重複しないことを互いに確認する必要なしに、独立してローカル識別子を発行することができることとなる。
        

        	
          0-65534
        
      


      
        	
          ローカル識別子
        

        	
          これは、各主体に対して発行される固有の識別子である。識別子を発行する機関は、全球的な固有性が保証されるような方法で、発行番号とローカル識別子との組合せが固有のものであることを保証しなければならない。
        

        	
          16文字
        
      

    
  


  注：


  1. WIGOS観測所識別子の構造は、個々の測器といった他の主体を識別するのに足りる一般的なものとして設計されてきた。ただし、これはまだ実装されていない。


  2. この表は、WIGOS観測所識別子を形成する各構成要素の承認値の範囲を示しているが、将来における要求事項の変化によって、この範囲が拡張される結果となることがある。よって、情報技術システムは、任意の長さの構成部分を持つ識別子を処理するように設計されなければならない。BUFRのエンコーディングは、WIGOS観測所識別子による効率的な表現を可能にすることに備えたものである必要があり、また、これらは、多くの主体が共有している識別子の構成部分を示したコードリストを用いることとなる。現在は、WIGOS観測所識別子＝0である。


  3. 英数字は、大文字のAからZ、小文字のaからz及び数字の0から9までの62文字のセットである。記号及び特殊文字は、ローカル識別子について英数字のセット中で使用することができない。


  2. WIGOS観測所識別子の表記法


  WIGOS観測所識別子の表記法（WIGOSの文脈におけるもの）は、次のとおりである。


  <WIGOS観測所識別子シリーズ>-<識別子の発行者>-<発行番号>-<ローカル識別子>


  WIGOS観測所識別子の例を次に示す。


  
    
      
        	
          WIGOS観測所識別子シリーズ


          0
        

        	
          識別子の発行者


          513
        

        	
          発行番号


          215
        

        	
          ローカル識別子


          5678
        
      

    
  


  これは、0-513-215-5678と書かれることになる。


  3. WIGOS以外の文脈におけるWIGOS観測所識別子の表現
次の表記法（図２）は、WIGOSの外においてWIGOS観測所識別子を表示するために、あるいはWIGOS観測所識別子と異なる文脈において定義された識別子との関係を示すために用いられるべきものである。


  
    
      
        	
          int.wmo.wigos
        

        	
          WIGOS観測所識別子
        

        	
          WIGOS補完識別子
        
      

    
  


  図2. 拡張WIGOS観測所識別子の構造


  int.wmo.wigos及びWIGOS補完識別子の要素は、ともに任意のものである。


  int.wmo.wigos


  拡張WIGOS観測所識別子の最初の部分（int.wmo.wigos）は、どの種類の識別子が用いられているのかが明確でないことがある文脈において用いられるときに、これがWIGOS観測所識別子として認識されうるようにするものである。当該情報がWIGOS観測所識別子の記載事項によって示されるものであることから、この部分は任意のものであり、また、BUFRにおいて示される必要はない。


  WIGOS観測所識別子


  第2の部分（WIGOS観測所識別子）は、上記において定義されたものである。WIGOSの文脈内においては、常に要求されるWIGOS観測所識別子の構成部分は、ここだけである。


  WIGOS補完識別子


  最後の部分（WIGOS補完識別子）は、任意のものであり、他のシステムを用いて発行された識別子をWIGOSによる固有の識別子と関連付けるために用いられる。単一のWIGOS観測所識別子は、多くのWIGOS補完識別子（シノプチック通報と航空通報の双方に用いられる観測場等）と関連付けられうるものであり、1つのWIGOS補完識別子は、多くのWIGOS固有の識別子（多数の漂流ブイに対して発行されてきた世界気象監視の漂流ブイ識別子等）と関連付けられうるものである。BUFRにおいては、これは、テーブル上の所定の記載事項によって示されることとなる（世界気象監視観測所識別子におけるIIiii等）。


  注：上記のWIGOS観測所識別子（0-513-215-5678）の例が他の担当機関が発行した識別子（MYLOCATION）とも関連付けられるときには、有効な拡張WIGOS観測所識別子は、int.wmo.wigos-0-513-215-5678-MYLOCATIONとなる。


  添付文書2.3 WIGOS情報資源


  1. 目的


  WIGOS情報資源（WIR）は、WIGOSの利害関係者（観測網に係る意思決定者、管理者、監督者、実装調整グループ及び観測データの利用者）に、WIGOS及びその観測コンポーネントの運用状況及び進化についての関連するあらゆる情報を、また、これらが各アプリケーション領域における利用者からの観測成果に対する定量的な要求事項、標準的な及び推奨される慣行及び手順を含むWIGOSからの運用上の要求事項、さらにはWIGOSの枠組において用いられる最良の慣行及び手順を満足させる能力を提供するために設計されたツールである。WIRは、数多くの目的に資するものであり、WMO加盟国・地域に次のような便益をもたらす。


  （a）WIGOSについての一般的な情報、各加盟国・地域に対するその利益及びWIGOSの要求事項に取り組んでいる各加盟国・地域に対するその影響


  （b）現にある各WIGOS要素観測システムについての全体的な説明（観測網、観測所及びこれらが提供する観測プロダクトについての情報を含むその特徴（メタデータ）の一覧）


  （c）当初計画の観点から観測システムの開発の進捗を確認するための、これに対する監視


  （d）WIGOS要素観測システムの進化のための国内的な及び地区の既存の諸計画の概観


  （e）各加盟国・地域及び観測網の設計・実装を担当する者が適切な意思決定を行うために、これらが標準的な及び推奨される慣行及び手順、観測に対する利用者からの要求事項等、関連する観測システムに対する要求事項を理解するにあたっての援助


  （f）各加盟国・地域が批評的再検討を通じて観測の空白を特定するにあたっての、また、これらの空白を解消するために観測網の設計の研究を実施するにあたっての援助


  （g）各加盟国・地域が、（a）個々の観測所が行う観測の程界及びその成果の入手可能性、（b）協働、（c）データの共有及び（d）データ交換を強化するために、パートナー機関が運用するものを含めた現行の観測システムの能力の全てを各WMOアプリケーション領域のために把握するにあたっての援助


  （h）WIGOS要素観測システムの一覧及びそのそれぞれの観測メタデータの基本セット（WMO技術規則が定めるもの）への、存在するのであればより詳細な情報を含む適切な国内データベースへのリンクを伴う、データ利用者による即時的なアクセス


  （i）開発途上国に対する、自身の観測システムの文書化のために容易に利用しうるツール（例えば、WIRの観測システム性能分析・レビュー（OSCAR）ツールを利用することによって、国内データベースを作成する必要がなくなる。）を供給する、観測網の実装についての指針


  （j）個別のニーズ（能力開発、空白の解消等）と資源（知識の共有、寄付の提供等による）とを結びつけるための仕組


  注：


  1. 「観測所」の語は、地上ベース、宇宙ベース、陸上、海上、湖沼、河川、空中のいずれであれ、固定式であれ移動式であれ、あるいは直接観測であれ遠隔観測であれ、WIGOSに関連するあらゆる種類の観測場、観測所又は観測プラットフォームを指す。


  2. 空白は、各WMOアプリケーション領域について要求される空間・時間分解能、観測周期、適時性及び不確かさという観点で示される。


  2. 観測システム性能分析・レビューツール


  WIRの観測システム性能分析・レビューツールは、WIGOSメタデータの主要な情報源である。OSCARの地上ベース及び宇宙ベースの構成部分は、本マニュアル及びWIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）に定められたWIGOSメタデータ標準に従って観測プラットフォーム/観測所のメタデータを記録し、また、現在の及び歴史的なWIGOSメタデータの記録を取得することを企図したものである。


  OSCARの宇宙ベースの構成部分には、WIGOSメタデータ標準の確立に先立つ長い歴史があり、よって、一貫性の達成に努めてはいるものの、これの構成と標準との間には、いくつかの違いがある。


  OSCARの第三の構成部分は、観測成果に対する利用者からの要求事項のデータベースである。これは、WMOの各アプリケーション領域における技術依存性のない要求事項を含んでいる。地球物理学に係る諸量についての要求事項は、不確かさ、水平分解能、垂直分解能、観測周期、適時性及び安定性（必要な場合には）という、6つの基準を観点として示されている。


  各要求事項は、これらの諸機関及び諸プログラムによって指名された専門家グループによって定期的に見直される。WMOについては、このプロセスは、観測システムの設計及び開発に関するプログラム間専門家チーム（IPET-OSDE）及びそのアプリケーション領域毎に指定された担当部署によって実施されている。


  3. 観測システム性能分析・レビューツールの管理


  OSCAR（例えば、その動作に係る仕様及びその開発）及びその構成部分の管理は、関連する専門家グループ及び専門組織との連携によって、また、WIGOSについての合意された諸標準並びに推奨される慣行及び手順に従って、WMO事務局がこれを監査する。


  4. 観測システム性能分析・レビューツールのコンテンツ管理


  WIGOSメタデータは、WMOの常任代表の権限の下に置かれる。


  OSCARの運用者は、OSCARの情報コンテンツが、測器及び観測プラットフォーム/観測所のメタデータ等、各加盟国・地域が運用する地上ベース及び宇宙ベースの観測プラットフォーム/観測所の能力の実態を反映したものとなるように、顕著な不一致、ありうべき誤差及び要求される変更について、各加盟国・地域からフィードバックを収集することとなる。


  WMO事務局は、指名された専門家及び担当部署の助力によって、OSCARの情報コンテンツの管理の調整を担当する。


  最新の情報は、http://www.wmo.int/oscar及びhttps://community.wmo.int/oscar-wmo-observational-requirements-and-capabilitiesにおいて見ることができる。


  添付文書2.4 WIGOSデータ品質監視システム


  WIGOSデータ品質監視システム（WDQMS）は、次のものからなる。


  － WIGOS品質監視機能


  － WIGOS評価機能


  － WIGOSインシデント管理機能


  これら3つの機能が、WDQMSの程界を定義する。


  
    
      
        	
          品質監視機能
        

        	

        	
          評価機能
        

        	

        	
          インシデント管理機能
        
      


      
        	
          ・　観測データ及び付随するメタデータの受信


          ・　定義された観測データ性能テストの実施


          ・　評価機能において利用するための、性能テストの結果の報告


          ・　性能テストについての集計報告の作成

        

        	

        	
          ・　品質監視機能からの報告の分析


          ・　他の情報に基づく、問題点がインシデントか否かの判定


          ・　インシデント管理機能への情報提供


          ・　観測網の性能についての加盟国・地域向け定期報告の編集

        

        	

        	
          ・　データ供給者へのインシデントチケットの発行及びインシデントの解決にあたってのこれに対する支援


          ・　インシデントの解決の進捗についてのデータ利用者に対する情報提供


          ・　過去のインシデント及び解決についてのナレッジベースの維持管理並びに全ての加盟国・地域に対するその供用

        
      

    
  


  WDQMSの上位機能図


  WDQMSの機能を担う主体又は組織


  WDQMSの機能は、1つ、2つ又は3つの別個の組織によって担われるものとすることができる。組織の数は、検討されるWIGOSの観測コンポーネントごとに異なることがある。これらの組織は、それぞれWIGOS品質監視センター、WIGOS評価センター及びWIGOSインシデント管理センターとして知られる。


  GOSの陸上観測所の場合、WIGOS評価機能及びWIGOSインシデント管理機能は、地区WIGOSセンター（RWC）1がこれを担い、WMOの地区全体又は一部に対応することになる。


  品質管理、評価又はインシデント管理の機能が、例えばオゾン観測について全球ベースで最もよく実施されているときは、目的別の又は全球的な単一又は複数のセンター2が設置されるべきである。


  この3つの機能の配置の厳密な性格及び全球センター又は地区センターの選定は、WIGOSの観測コンポーネントの部分コンポ―ネント及び共同実施観測システムにおいて実施されている共通的な運用慣行から最も強く情報を得ることになる。


  WIGOS品質監視機能


  WIGOS品質監視機能は、次のようなものとなる。


  － WIGOS品質監視センター3において受信された観測データを、観測データに対する合意された利用者からの要求事項に対照させる。これらの合意された要求事項としては、入手可能性、提供の適時性、完全性を含む観測データの品質等がある。


  － 評価を受けるべき国際交換されている観測成果について、地上ベースの観測についてのOSCAR/Surface等、観測メタデータの公式な情報源へのアクセスを要求する。


  － 受信したデータと、期待される入手可能性、適時性及び観測成果の品質についての基準とを比較した結果について、報告を作成する。これらの報告は、生成及び流布についての合意された基準に従って事前に定義されたフォーマットによってなされる。


  － データへのアクセスについての合意されたルールの文脈において、作成された報告を公表する。


  － 観測システムの性能についての主観的な判断ではなく、データ及び証拠に基づいて陳述書を作成する。


  WIGOS評価機能


  WIGOS評価機能は、次のようなものとなる。


  － WIGOS品質監視機能の出力その他の何らかの関係する情報を取得し、前後関係においてこれらを確認して、WIGOS品質監視センターにおいて受信された観測データ又はOSCAR/Surfaceに保持されているメタデータの記録その他何らかのWIGOSの構成要素に問題点があるか否かを決定する。


  － WMO情報システム（WIS）、個々の加盟国・地域等、他の情報源からもたらされた情報に基づいて行動することもでき、また、この情報及び他の情報源を問題点の有無を決定するために利用することができる。


  － 合意された業務上のルールを利用して、特定されたいずれかの問題点が、観測データについての適切な運用当局（データ供給者）によるインシデントの提起を要求するものか否かを決定する。


  － インシデントが提起されるべきとの要求を、補足情報とともに実施に係るインシデント管理機能へと取り継ぐ。


  － 運用当局及びデータ利用者のために、WIGOS品質監視機能が受信した観測データの品質についての定例的な報告を編集する。この報告の頻度は、検討の対象となるWIGOS構成要素たる個別の観測システムによって異なる。


  WIGOSインシデント管理機能


  WIGOSインシデント管理機能は、次のようなものとなる。


  － WIGOS評価機能からの要求に従ってインシデントにフラグを付与し、これによって生成されたインシデントチケットを、あらゆる適切な追加的情報とともに、関連する観測システム運用当局へと転送し、インシデントに対する調査及び解決の進捗を追跡する。


  － インシデントに対する調査及び解決がなされる間、必要に応じて当該観測システム運用当局を支援する。


  － 提起された全てのインシデント及びそれらインシデントの解決のためにとられた行動についての記録を維持管理して、この情報を、将来におけるインシデントの解決のためのナレッジベースとして、加盟国・地域に供用する。


  － インシデントに対する調査及び解決の進捗についての情報を観測データの利用者に供用する。


  WDQMS及びその機能についての実務上の慣行


  品質監視、評価及びインシデント管理活動の一貫性を保証するために、WDQMSに関連する実務上の慣行及び手順の遵守は、慎重に監視される必要がある。


  品質監視センターが従うべき実務上の慣行及び手順は、WDQMSを担当する作業主体がこれを作成する。


  地区WIGOSセンター（RWC）が従うべき実務上の慣行及び手順は、各地区協会又は各RWCの監督機関がこれを作成する。


  目的別センター又は全球センターが従うべき実務上の慣行及び手順は、それらの監督又は統治を行う組織がこれを作成する。


  WIGOSデータ品質監視システムについての地区WIGOSセンターのための技術的ガイドライン（WMO-No. 1224）は、RWCがWDQMSに関連する業務活動を、特に（WMOの地区協会の構成国・地域の領域の）陸上に設置された全球観測システム（GOS）の地上観測所について行うための詳細な技術的ガイドラインを示す。


  


  1 WDQMSについてのさらなる指針は、WMO統合全球観測システムガイド（WMO-No. 1165）第8章に示されている。


  2 目的別WIGOSセンター又は全球WIGOSセンター（T/GWC）：WIGOSの特定の観測システム/観測コンポーネントについて全球的な程界を以てWDQMSの1つ以上の機能を担当する（実体的、仮想的又は分散的な）WMOの中枢。


  3 WIGOS品質監視センター（WQMC）：1つ以上のWIGOSの観測システム/観測コンポーネントについて全球又は地区を程界としたWIGOS品質監視機能を担当する（実体的、仮想的又は分散的な）WMOの中枢。


  3. WIGOSの地上ベースのサブシステムに特有の性質


  3.1 要求事項


  注：観測に対する利用者からの各WMOアプリケーション領域における要求事項は、技術依存性のないものとして提示される。すなわちこれらは、特定のサブシステムにではなく、WIGOS全体に適用されるものである。第2.1節の規定は、WIGOSの全てのサブシステムにわたって適用される。


  3.2 設計、計画策定及び開発


  3.2.1 WIGOSの地上ベースのサブシステムの構成


  3.2.1.1 WIGOSの地上ベースのサブシステムは、各要素観測網（GOS、GAW、WHOS、GCW）内の地上観測所によって構成されるものとする。


  注：


  1. WIGOSの地上ベースのサブシステムの主要な要素は、第3.2.3節に定められたRBONである。その他の要素は、一般的に、第5-8章の定めるところによる要素観測網のいずれかに存在する。


  2. 地上ベースのサブシステムの現在の能力についての情報は、OSCARhttps://community.wmo.int/oscar-wmo-observational-requirements-and-capabilitiesから入手できる。この情報は、WIGOSの地上ベースのサブシステムを構成する地上観測所/プラットフォームの一覧を含む。


  3.2.2 全球基礎観測網


  注：本節は、第18回世界気象会議決議事項34（全球基礎観測網）に基づいて作成されることとなる。


  3.2.3 地区基礎観測網


  3.2.3.1 加盟国・地域は、その地区及び南極において、地区基礎観測網（RBON）を構築し、これを管理運営するものとする。


  注：


  1. 従前の各地区の地区基礎シノプチック観測網（RBSN）及び地区基礎気候観測網（RBCN）は、RBONの前身である。従来の重点は、シノプチック気象学及び気候監視に係る要求事項に置かれていたが、現在は、全てのWMOアプリケーション領域を包摂するものへと拡げられている。同様に、シノプチック観測所及び気候観測所のネットワークは、現在、航空機観測所等の他の観測所/プラットフォームを包摂して拡大している。


  2. 以前の南極観測網（AntON）は、南極におけるRBONの前身であった。これは、南極における観測成果をWIGOSに提供する加盟国・地域によって管理運営されることとなる。


  3.2.3.2 加盟国・地域は、各地区及び南極におけるWIGOS内の既存の観測システムを用いて、RBONを設計するものとする。


  3.2.3.3 加盟国・地域は、観測所/プラットフォームが1つ以上のWMOアプリケーション領域における1つ以上の要求事項を満足させているときにのみ、これをRBONに包摂されるものとして指定するものとする。


  注：


  1. WMOの各アプリケーション領域は、添付文書3.2においてさらに説明するとおり、広範な要求事項を有している。観測所/プラットフォームが満足させている要求事項の数が多いほど、これがRBONに包摂されることの一般的な価値は大きくなる。


  2. 複数の観測所の又は地区レベルにおける「水平分解能」の評価には、各種要求事項におけるこれが個々の観測所/プラットフォームによってではなくネットワークによって満足させられるものであることから、注意が払われなければならない。


  3.2.3.4 加盟国・地域は、観測所/プラットフォームが観測成果を即時的又は準即時的な国際交換に供しているときにのみ、これをRBONに包摂されるものとして指定するものとする。


  3.2.3.5 加盟国・地域は、観測所/プラットフォームが少なくとも4年間運用されることが確約されているときにのみ、これをRBONに包摂されるものとして指定するものとする。


  注：


  1. 10年間以上にわたる持続性が推奨される。第2.2.1.2を参照。


  2. 固定式の観測所/プラットフォームについて約束されるのは、指定された場所において観測することであり、一方、移動式のものについて約束されるのは、所定の区域（点、線、面積又は堆積）にわたって指定された密度による観測を持続することであり、これは、（a）一群の観測所/プラットフォームの移動の例えば再配置による抑制、あるいは（b）所定の区域内における新たな移動式の観測所/プラットフォームの定期的な展開によって達成することができる。


  3. 現行のRBONの大きな見直しは、4年間周期である。将来、これは変更されうる。


  3.2.3.6 加盟国・地域は、データベースに集積された観測に対する利用者からの要求事項に応えて、地区のニーズを考慮してRBONを設計するものとする。


  注：


  1. 第2.2節は、利用者からの要求事項に応えた、WIGOS及びRBONを含むその構成要素の設計に関する一般的な規定を内容とする。


  2. 附録2.1及び附録2.2の衛星に係るもの以外の部分に定められた設計に係る諸原則は、RBONの設計にも適用される。


  3.2.3.7 加盟国・地域は、それぞれ、RBONが全てのWMOアプリケーション領域における観測に対する要求事項を閾値以上の水準を以て満足させられるようにするために、一連の観測所/プラットフォームを指定するものとする。


  注：


  1. 観測データに対する要求事項についての閾値、躍進値及び目標値の語は、OSCARにおいて定義され、さらに添付文書3.2において説明されている。


  2. 加盟国・地域は、その指定を行うときは、RBON内で利用可能な他のWIGOSの観測成果を、また、RBONに加えて宇宙ベースの観測成果等を考慮に入れることができる。


  3. 様々なアプリケーション領域に付与された、閾値の水準を大きく超える実績を達成する相対的な優先事項は、地区における優先事項を考慮に入れたものとすることができる。ただし、他の多くのWMOアプリケーションを支援するものとなる数値気象予測（NWP）を支援するための、全球的な優先事項がある。


  3.2.3.8 加盟国・地域は、RBONが少なくとも何らかのアプリケーション領域における観測に対する要求事項を躍進値以上の水準を以て満足させられるようにするための能力を、RBONのために指定するその一連の観測所/プラットフォームに持たせなければならない。


  3.2.3.9 加盟国・地域は、RBONのために指定するその観測所/プラットフォーム群の中に、全てのアプリケーション領域における観測周期についての要求事項の閾値を満足させるのに充分な1時間に1回以上の頻度の観測周期を以て地上の諸量を観測する観測所/プラットフォームからなるサブセットを有するものとする。


  注：RBONが全てのアプリケーション領域における観測周期についての要求事項の閾値を満足させられるようにするためには、充分な数の毎時通報を行う観測所/プラットフォームが必要だが、低い頻度で地上観測を行うその他の観測所/プラットフォームも、RBONが他の数多くの要求事項を満足させるのを助けるものとなりうる。


  3.2.3.10 加盟国・地域は、RBONが地上気圧の観測について100km以上の水平分解能を有することができるようにするために、RBONのために指定したその一群の観測所/プラットフォームの中に、地上気圧を観測する充分な観測所/プラットフォームが含まれるようにしなければならない。


  注：


  1. 地上気圧観測について望ましい水平分解能の水準は、100km以上である。このような分解能は、全球NWP及び気候監視のための要求事項の躍進値並びにWMOアプリケーション領域の全部ではないがいくつかにおける要求事項の閾値を満足させるものとなる。


  2. この規定は、遠隔地及び海上について満足させることが最も難しいものであり、陸上及び海上の自動気象観測施設並びに漂流ブイによる気圧観測の包摂が取組を助けるものとなりうる。


  3.2.3.11 加盟国・地域は、RBONが水平風プロファイル観測について100km以上の水平分解能を有することができるようにするために、RBONのために指定したその一群の観測所/プラットフォームの中に、充分な高層気象観測所/プラットフォームが含まれるようにしなければならない。


  注：


  1. （水平）風プロファイル観測について望ましい水平分解能の水準は、対流圏低層、対流圏高層及び成層圏低層の区域において、100kmである。このような分解能は、全球NWP及び気候監視（GCOS）のための要求事項の躍進値並びに他のいくつかのWMOアプリケーション領域における要求事項の閾値を満足させるものとなる。


  2. RBONは、様々な技術によって対流圏の（水平）風プロファイルの観測成果を提供することができるが、成層圏低層においては気球追跡システムだけがプロファイルを提供する。通常、これはラジオゾンデシステムである。


  3. この規定は、成層圏低層について、また、遠隔地及び海上について満足させることが最も難しいものである。レーダウインドプロファイラ、航空機気象観測所等の自動システムの利用が、遠隔地における取組を助けるものとなりうる。成層圏低層についてのプロファイル観測にあっては、自動放球システムの利用並びに篤志観測船及び研究船の参加による自動海上高層観測プログラム（ASAP）への参加が、取組を助けるものとなりうる。


  3.2.3.12 加盟国・地域は、地区協会による承認を、あるいは南極についてはWMO執行理事会又は世界気象会議による承認を受けるために、各々の地区におけるRBONに対する提案的な貢献を指定するものとする。


  注：


  1. 各地区協会及びWMO執行理事会は、加盟国・地域による指定の取りまとめ及び分析、その結果としてのRBONの設計を利用者からの要求事項と比較しての空白又は欠陥の特定、当該空白に対処するための行動計画等を役割とする業務主体を維持し、以てこれがその会合においてRBONについての情報に基づく決定を行いうることを希望することがある。


  2. 各地区協会及びWMO執行理事会は、例えば海洋観測システムに関するJCOMMのような、RBONの構成要素を管理する専門委員会との詳細な技術上の調整を維持する必要がある。


  3. 指定可能な観測所/プラットフォームは、OSCARに登録されたものだけである。


  3.2.3.13 加盟国・地域は、そのRBON内の空白を特定及び解消するために、その地区協会において、あるいは南極についてはWMO執行理事会において、協働しなければならない。


  注：


  1. 様々な種類の空白に与えられるべき優先順位についての指針は、附録2.3に記述されているように、また、WMOのWebサイトのhttps://community.wmo.int/rolling-review-requirements-processに掲載されているように、RRRによって作成されたStatements of Guidance（SOG）において見出すことができる。


  2. 第2.7.1項に示された能力開発についての一般規定が関連している。


  3.2.3.14 加盟国・地域は、観測に対する進化していく要求事項に対処するために、RBONの構成についての定期的な見直しに貢献するものとする。


  注：「定期的」とは、地区協会の会期間に、あるいは南極については世界気象会議の会期間に少なくとも1回と解釈される。


  3.2.3.15 加盟国・地域は、RBONの構成に対してなされる小規模な変更については、必要であればいつでも、地区協会総裁に、あるいは南極についてはWMO総裁に、これを要望しなければならない。


  注：


  1. このような要望に対処するプロセスは、各地区協会が、あるいは南極についてはWMO執行理事会が、これを定める。このプロセスは、一般的に、地区協会総裁又はWMO総裁は、関係する加盟国・地域の要望を受けて、それぞれの下部機関の長の助言を受けて、また、事務局長と協議して、RBONの小規模な変更を承認する。実質的な変更には、さらに、それぞれの地区の加盟国・地域による、あるいは南極においてRBONの構成要素を運用する加盟国・地域による正式な合意が必要である。


  2. 小規模な変更とは、実質的なものではない、すなわち、観測網の密度に悪影響を及ぼしたり観測時刻の大きな変更を生じさせたりしないものである。


  3. 地区における慣行については、WIGOSガイド（WMO-No. 1165）にさらなる記述がある。これは、以前は全球観測システム（WMO-No. 544）第II巻（地区の諸相）に記述されていたものである。


  4. 変更についてのWMO事務局から加盟国・地域への通知は、Operational Newsletter又は回状による。


  3.2.3.16 地区協会において、あるいは南極についてはWMO執行理事会において協働する加盟国・地域は、観測網全体にわたってRBONの性能を定期的に監視し、以て設計上の性能との不適合事項を明らかにするものとする。


  注：


  1. 上記第3.2.2.3-3.2.2.6に示したとおり、RBONは、各WMOアプリケーション領域における観測に対する要求事項に応えるように設計される。


  2. 地区協会は、WIGOSガイド（WMO-No. 1165）第8章の定めるところにより、地区WIGOSセンター（RWC）を通じたこの業務の実施を希望することができる。主な情報源は、WIGOS品質監視機能を実施する全球/地区センターである。


  3. データの品質監視、評価及びインシデント管理についての指針は、WIGOSガイド（WMO-No. 1165）第9章に詳細に述べられている。殊にWIGOSデータ品質監視システムについての記述に注意。


  3.2.3.17 加盟国・地域は、それぞれの地区協会において、あるいは南極についてはWMO執行理事会又は世界気象会議において合意された期間内に、その1つの観測所/プラットフォームについて明らかにされた不適合事項を確認し、文書化し、また修正するものとする。


  注：


  1. 加盟国・地域は、修正のための活動が長期にわたるときには、定期的な進捗報告を行うこととされる。


  2. 地区協会総裁又はWMO総裁は、明らかにされた不適合事項が解決されていないときには、これが修正される可能性を再検討し、また、関連する加盟国・地域と協議して、地区協会又は執行理事会の会期間において当該観測所/プラットフォームをRBONから除くか否かを決定することができる。


  3. 関連するプロセスの詳細は、WIGOSデータ品質管理システムについての地区WIGOSセンターのための技術的指針（WMO-No. 1224）に掲載されている。


  3.3 測器の設置及び観測法


  3.3.1 一般的要求事項


  3.3.1.1 加盟国・地域は、陸上におけるその地上気象観測所・地上気候観測所を格付けするものとする。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.1.2及び附属書1.Dは、陸上の地上観測施設について諸量の測定におけるその代表性を示す格付スキームを定義している。附属書1.Dの内容は、本マニュアルの将来の版の附録として取り入れられることとなる。


  3.3.1.2 加盟国・地域は、特定のアプリケーションにおける要求事項に沿った測器の露出が可能で、かつ測器を用いない観測も充分に行いうる場所に、各観測所を設置しなければならない。


  注：


  1. 測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章並びに同附属書1.D及び1.Fが、さらなるガイドラインを定めている。


  2. GAW観測所に対する要求事項は、第6章に定められている。


  3.3.1.3 加盟国・地域は、観測所の位置を、1984年の世界測地系（WGS-84）及びその1996年の地球測地系モデル（EGM96）を参照して正確に確認するものとする。


  注：


  1. ガイドラインは、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.3.3.2に定められている。


  2. 現在、水文学においては、WGS-84の利用は一般的ではない。これに係る記述は、本マニュアルの将来の版の附録として取り入れられることとなる。


  3.3.1.4 加盟国・地域は、観測所の標高を明確にするものとする。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.3.3.2（c）、は観測所の標高を明確にする方法を定めている。この資料は、本マニュアルの将来の版の附録として取り入れられることとなる。


  3.3.1.5 加盟国・地域は、観測所が飛行場に置かれているときは、技術規則（WMO-No. 49）第II巻に従って、飛行場の公式な標高を特定するものとする。


  3.3.1.6 地区測器センターを運営する加盟国・地域は、性能及びこれに対応する機能についての関連する仕様に従わなければならない。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻附属書1.Cは、地区測器センターの能力及びこれに対応する機能を定めている。この資料は、本マニュアルの将来の版の附録として取り入れられることとなる。


  3.3.1.7 地域海洋測器センターを運営する加盟国・地域は、性能及びこれに対応する機能についての関連する仕様に従わなければならない。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第4章附属書4.Aは、地区海洋測器センターの能力及びこれに対応する機能を定めている。この資料は、本マニュアルの将来の版の附録として取り入れられることとなる。


  3.3.2 測器に対する要求事項


  3.3.2.1 加盟国・地域は、その観測システムにおいて水銀の使用を避けるものとする。加盟国・地域は、いまだに水銀が使用されているときは、適切な安全上の事前対策を定めてこれを遵守するものとする。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第3章附属書3.Aは、水銀の使用について安全上の事前対策を定めている。この資料は、本マニュアルの将来の版の附録として取り入れられることとなる。


  3.3.2.2 気象用の気球への充填にあたって、加盟国・地域は、水素よりもヘリウムを選好しなければならない。ただし、加盟国・地域は、水素を使用する場合は、適切な安全上の事前対策を定めてこれを遵守するものとする。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第8章8.6は、水素の使用について安全上の事前対策を定めている。この資料は、本マニュアルの将来の版の附録として取り入れられることとなる。


  3.3.2.3 加盟国・地域は、絶対日射計以外の全ての日射計を、世界基準器群に至るトレーサビリティを有していてありうべき校正の不確かさが校正された日射計のもの以下である日射計との比較によって、日光を光源として校正するものとする。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第7章7.2.1.4は、日射計の校正についての詳細なガイドラインを定めている。


  3.3.2.4 加盟国・地域は、所定の慣行に基づいて定期的にその気圧計を校正し、これによる観測成果のトレーサビリティを保証するものとする。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第3章3.6は、気圧の観測の重要性を強調し、関連する指針を示している。


  3.4 運用


  3.4.1 一般的要求事項
地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.4.1項の規定に従うものとする。


  3.4.2 観測に係る慣行


  3.4.2.1 加盟国・地域は、異なる観測所における同種の観測について、適用可能であれば測器の露出を同様のものとし、以て観測成果が互換性を持ちうることを保証するものとする。


  3.4.2.2 加盟国・地域は、各地上観測所又は各観測システムについて基準高を決定するものとする。


  注：基準高は、次のことに従って定義される。


  （a）観測所の標高：当該観測所における気圧の通報において参照される基準となる高さであり、以て現在の気圧計の示度は「観測所の気圧」と称され、これは、気圧の記録における連続性の維持を目的として所定の標高が基準とされるものと理解される。


  （b）飛行場以外に置かれた観測所について：雨量計が置かれる地面の、また雨量計がない場合は温度計が置かれた百葉箱の底面直下の地面の標高（平均海面からの高さ）。雨量計も百葉箱もないときは、観測所のごく近傍の地面の平均高さであり、小数点以下2桁までに丸められたメートル単位で表示される。


  （c）飛行場に置かれた観測所については、飛行場の公式な高度とする。


  3.4.3 品質管理
地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.4.3項の規定に従うものとする。


  3.4.4 データ及びメタデータの通報
地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.4.4項の規定に従うものとする。


  3.4.5 インシデント管理
地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.4.5項の規定に従うものとする。


  3.4.6 変更の管理
加盟国・地域は、古い測定システムの使用を終える前の充分な期間にわたって、あるいは観測地点の変更にあたっては、新しい測器による観測成果をこれら従前のものと比較しなければならない。加盟国・地域は、全ての観測地点に対してこの手順をとることが現実的でないときは、選択された代表的な観測場において比較を実施しなければならない。


  注：


  1. これは、全ての種類の観測所に適用されるものではなく、例外としては、水文観測所がある。


  2. こうした比較観測に要求される最小限の期間等、さらなる詳細は、気候学実務ガイド（WMO-No. 100）2.6.7にある。


  3.4.7 保守
観測場及び測器は、以て観測成果の品質が観測所の点検から点検までの間に著しく劣化することがないように定期的に保守されなければならない。


  注：観測場、観測システム及び測器の保守についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I、第III及び第V巻並びに水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻2.5.4及び9.8.4に定められている。


  3.4.8 検査及び監督


  3.4.8.1 加盟国・地域は、その地上における観測場、観測所及び観測システムについて、定義された不確かさに適合する観測成果の水準が維持されること、測器及びその全ての表示器が正しく作動すること及び測器の測定値に関係する露出が大きく変化していないことを保証するために、充分に短い間隔で点検されるよう取り計らうものとする。


  注：


  1. 頻度等、点検についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.3.5、第III巻第1章1.7、第V巻第1章1.10.1及び同第4章4.3.4に定められている。


  2. 頻度等、飛行場の気象観測所の点検についての規定は、技術規則（WMO-No. 49）第II巻を参照。


  3.4.8.2 加盟国・地域は、資格を有し充分に訓練された要員が点検を実施することを保証するものとする。


  3.4.8.3 加盟国・地域は、点検を実施するときは、次のことを保証しなければならない。


  （a）測器の立地、選択及び設置並びに適用可能であればその露出が、既知で、記録され、また許容可能なものであること。


  （b）測器が承認された特性を有し、良好な状態であり、また関連する標準に照らして定期的に確認されていること。


  （c）観測法において及び観測を減少させる手続において統一性があること。


  注：観測システム及び観測場の検査及び監督についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）に定められており、これには、GAWの測定についてのガイドライン（第I巻第16章を参照）、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻2.5.3、2.5.5、8.7及び9.8.4並びに流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）第I巻4.4及び4.8が含まれている。


  3.4.9 校正の手順
地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.4.9項の規定に従うものとする。


  3.5 観測メタデータ


  注：メタデータ記録の確立、維持管理及び更新についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.1.3及び同1.3.4、気候学実務ガイド（WMO-No. 100）2.5及び2.6.9、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）附録III.3並びに水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻第10章に定められている。


  地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.5節の各規定に従うものとする。


  注：さらに、WIGOS要素観測システムに固有の規定は、第5、6、7及び8章に示されている。


  3.6 品質マネジメント


  地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.6節の各規定に従うものとする。


  注：さらに、WIGOSの宇宙ベースのサブシステムに固有の規定は第4章に、WIGOS要素観測システムに固有の規定は第5、6、7及び8章に示されている。


  3.7 能力開発


  地上ベースの観測システムを運用する加盟国・地域は、第2.7節の各規定に従うものとする。


  注：さらに、WIGOSの宇宙ベースのサブシステムに固有の規定は第4章に、WIGOS要素観測システムに固有の規定は第5、6、7及び8章に示されている。


  添付文書3.1 GBONの構成


  注：添付文書3.1の指定プロセスを伴うGBON観測所/プラットフォームの一覧は、世界気象会議の決定に従って、追って作成される。


  添付文書3.2 各WMOアプリケーション領域における観測に対する要求事項の範囲


  1. はじめに


  注：観測システム性能分析・レビュー（OSCAR）ツールの3つの構成要素の1つが、観測に対する要求事項のデータベースである。このデータベースは、作業が進行中であり、慎重に解釈されなければならない。2018年初めにおいて、まだいくつかの要求事項が追加される必要があり、既存の要求事項のいくつかは、すでに古くなり、見直される必要がある。この添付文書に示されたOSCARについての情報の全ては、例示を目的とするものでしかなく、今後の利用の前に、オンラインに掲載されているOSCARの最新版について確認がなされなければならない。


  要求事項は、WMOアプリケーション領域ごとの、特定の区域（垂直方向の層及び水平方向の覆域）における、次の最大6つの基準について定量化された性能水準による、観測される個別の物理変量についての仕様からなる。


  ・　不確かさ（下記の注を参照）


  ・　水平分解能


  ・　垂直分解能


  ・　観測周期


  ・　適時性


  ・　安定性


  注：OSCAR/Requirementsデータベースは、1σ又は68％信頼区間としての不確かさを示しており、これは、国際標準に係る慣行に沿ったものではない。国際標準に係る慣行は、標準正規分布における2σである95％信頼区間を用いている。これは、WMOが国際度量衡局（BIPM）との相互合意によって採用したものであり、計量学におけるガイドのための合同委員会（JCGM）がこれを確立した。これは、JCGMの加盟機関（BIPM、国際電気標準会議（IEC）、国際臨床化学連合（IFCC）、国際試験所認定協力機構（ILAC）、国際標準化機構（ISO）、国際純正・応用化学連合（IUPAC）、国際純粋・応用物理学連合（IUPAP）及び国際法定計量機関（OIML））が共有する文書である、Evaluation of measurement data - Guide to the expression of uncertainty in measurement（JCGM 100, 2008）として公刊されている。その気象学における利用についてのさらなる説明及び詳細は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1章1.6に示されている。


  15のWMOアプリケーション領域は、それぞれ、約300の物理量の一部だけを、一部の区域についてのみ必要とする。OSCARには、合計で約600の要求事項が列挙されている。


  複数のWMOアプリケーション領域が同じ区域における同じ物理量の観測を必要としているとき、一般的に、それらの要求性能は異なる。


  あるWMOアプリケーション領域が同じ区域における複数の物理量の観測を必要としているとき、それらについての水平分解能、垂直分解能、観測周期及び適時性に対する要求性能水準は、往々にして異なる。


  本添付文書の以下の各節は、性能水準を記述するために用いられる構成及びいくつかの要求事項の例を示し、また、ある量についての異なるWMOアプリケーション領域の間の又はあるWMOアプリケーション領域における異なる量の間の観測周期、水平分解能、適時性及び不確かさについての要求事項の差異の事例を示す。


  2. 性能水準


  WMOアプリケーション領域における物理量の観測に対する各要求事項には、必要に応じて本添付文書第1節に掲げられた6つの基準の全て又は一部を用いた要求性能水準の記述が含まれる。


  各基準について、それぞれ「閾値」、「躍進値」及び「目標値」の性能水準を示す3つの値が定められている。これらの水準は、次のように記述することができる。


  ・　「閾値」とは、当該観測が有用であることを保証するために満足させられるべき最低限の要求事項である。


  ・　「躍進値」とは、「閾値」と「目標値」との中間の水準であり、これが達成されれば、当該要求事項を提示している特定のアプリケーションにおける著しい改善がもたらされる。


  ・　「目標値」とは、これを超える改善が必須ではない理想的な要求事項である。


  3. 各アプリケーション領域における物理量の観測に対する要求事項の例


  観測の価値を評価する最もよい方法は、1つのアプリケーション領域のために1つの区域において1つの量を観測するときに、6つの基準全てについて性能の要求水準を考慮することである。


  表1に、1つの例を示す。全球の区域にわたる気温（地上）の観測が気候監視アプリケーション領域において何らかの価値を持つためには、閾値水準の性能は、次の全ての基準を達成しなければならない。


  ・　不確かさ　0.3K以下


  ・　水平分解能　100km以上


  ・　観測周期　12時間以下


  ・　適時性　2日間以内


  RBON中の多くの観測所が観測周期及び適時性についての閾値水準を満足させることができるであろうとはいえ、このアプリケーションについて何らかの有用性を持つのは、不確かさについての要求事項をも満足させるものだけである。


  表1. OSCARデータベース中「要求事項#70」の要約。これは、気候監視アプリケーション領域における、全球の区域にわたる気温（地上）の観測に対する要求事項である。
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  表2に、もう1つの例を示す。全球の区域にわたる対流圏低層中の大気温度の観測が高分解能NWPアプリケーション領域において価値を持つためには、閾値水準の性能は、次の全ての基準を達成しなければならない。


  ・　不確かさ　3K以下


  ・　水平分解能　10km以上


  ・　垂直分解能　1km以上


  ・　観測周期　6時間以下


  ・　適時性　2時間以上


  このアプリケーション領域において何らかの価値を持つのは、たとえ他の性能基準を満足させているとしても、このような1日4回以上反復される高層気温の通報だけである。


  表2. OSCARデータベース中「要求事項#341」の要約。これは、高分解能NWPアプリケーション領域における、全球の区域にわたる対流圏低層中の大気温度の観測に対する要求事項である。
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  観測のさらなる評価は、様々なアプリケーション領域からの要求事項のうちいくつが満足されているかを検討することによって行うことができる。以下、第4節及び第5節の各表は、様々なアプリケーション領域及び各種の量について要求事項に幅があることを示す助けとなる。


  4. 観測周期、水平分解能、適時性及び不確かさの要求事項の例、所定の量についてアプリケーション領域間の差異を強調したもの


  表3に、様々なアプリケーション領域における地上気温の観測周期に対する広範な要求事項を示す。全てのアプリケーション領域が要求する閾値が満足させられることを保証するために、1時間毎の観測が必要とされる。1時間毎の観測は、ナウキャスト/超短期間予報（VSRF）以外全てのアプリケーション領域における要求事項の躍進値も満足させる。


  表3. 地上気温：様々なアプリケーション領域における観測周期についての要求事項
量：地上気温
区域：大気圏、地表付近
覆域：航空気象（飛行場の地点）を除き、全球又は全球の海洋。
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          高分解能NWP
        

        	
          全球NWP


          気候監視
        

        	
      


      
        	
          3時間
        

        	
          海洋アプリケーション


          航空気象
        

        	

        	
          気候監視
        
      


      
        	
          60分
        

        	
          ナウキャスト/VSRF
        

        	
          高分解能NWP


          海洋アプリケーション


          航空気象
        

        	
          全球NWP


          農業気象
        
      


      
        	
          30分
        

        	

        	
          ナウキャスト/VSRF
        

        	
          高分解能NWP


          海洋アプリケーション


          航空気象
        
      


      
        	
          10分
        

        	

        	

        	
          ナウキャスト/VSRF
        
      

    
  


  注：


  a アプリケーションの名称は、「気候監視」が「AOPC」を置き換えた「気候監視」以外、OSCARの要求事項を出典としている。


  b 農業気象についての要求される躍進値は、15時間と記載されている。


  表4は、対流圏低層の（水平）風について、航空気象が観測周期に対する最も厳しい要求事項を有することを示している。このアプリケーションにとって、観測が何らかの価値を有するためには、10分の観測周期（閾値水準）が必要である。3時間の観測周期は、観測成果がその他全てのアプリケーションにとって一定の価値があり、かつ、全球NWP等のいくつかのアプリケーションにとっては大きな価値（性能の躍進値水準）があることを保証する。12時間の観測周期は、全球NWP、高分解能NWP、海洋アプリケーションのためのいくつかの量に充分な価値をもたらす。24時間以上の観測周期には、限られた価値しかない。


  表4. 対流圏低層の（水平）風：様々なアプリケーション領域における観測周期についての要求事項
量：（水平）風、
区域：大気圏、対流圏低層
覆域：全球


  
    
      
        	
          基準:観測周期
        

        	
          閾値
        

        	
          要求性能水準：


          躍進値
        

        	
          目標値
        
      


      
        	
          24時間
        

        	
          海洋アプリケーション
        

        	

        	
      


      
        	
          12時間
        

        	
          全球NWP


          高分解能NWP
        

        	

        	
      


      
        	
          6時間
        

        	
          気候監視a
        

        	
          全球NWP
        

        	
      


      
        	
          3時間
        

        	
          ナウキャスト/VSRF
        

        	
          気候監視b


          海洋アプリケーション
        

        	
          気候監視
        
      


      
        	
          60分
        

        	

        	
          高分解能NWP
        

        	
          全球NWP
        
      


      
        	
          30分
        

        	

        	
          ナウキャスト/VSRF
        

        	
      


      
        	
          15分
        

        	

        	

        	
          高分解能NWP
        
      


      
        	
          10分
        

        	
          航空気象
        

        	

        	
      


      
        	
          5分
        

        	

        	
          航空気象c
        

        	
          ナウキャスト/VSRF


          海洋アプリケーションd


          航空気象
        
      

    
  


  注：


  a アプリケーションの名称は、「AOPC」を置き換えた「気候監視」以外は、OSCARの要求事項を出典としている。


  b 気候監視について要求される躍進値は、4時間と記載されている。


  c 航空気象について要求される躍進値は、7分と記載されている。


  d 海洋アプリケーションについて要求される目標値は、6分と記載されている。


  表5は、気候監視アプリケーションのための地上気象の観測にあたって、何らかの価値を有するためには0.3Kが、理想的には0.1Kが要求されるという、不確かさの重要性を強調したものである。他の多くのアプリケーションにあっては、2.0Kという大きな不確かさの観測値にも価値がある。


  表5. 地上気温：様々なアプリケーション領域における不確かさについての要求事項
量：地上気温
区域：大気圏、地表付近
覆域：全球


  
    
      
        	
          基準：不確かさ
        

        	
          閾値
        

        	
          要求性能水準：


          躍進値
        

        	
          目標値
        
      


      
        	
          2.0K
        

        	
          全球NWP


          高分解能NWP


          ナウキャスト/VSRF
        

        	

        	
      


      
        	
          1.0K
        

        	
          海洋アプリケーション
        

        	
          全球NWP
        

        	
      


      
        	
          0.80K
        

        	

        	
          高分解能NWP
        

        	
      


      
        	
          0.70K
        

        	

        	
          ナウキャスト/VSRF
        

        	
      


      
        	
          0.50K
        

        	

        	
          海洋アプリケーション
        

        	
          全球NWP


          高分解能NWP


          ナウキャスト/VSRF
        
      


      
        	
          0.30K
        

        	
          気候監視a
        

        	

        	
      


      
        	
          0.10K
        

        	

        	
          気候監視b
        

        	
          海洋アプリケーション


          気候監視
        
      

    
  


  注：


  a アプリケーションの名称は、「AOPC」を置き換えた「気候監視」以外は、OSCARの要求事項を出典としている。


  b 気候監視について要求される躍進値は、0.15Kである。


  表6に、地上気圧の適時性についての要求事項の範囲を示す。航空気象においては、観測成果は最も早くその価値を失い、その閾値の水準は、観測成果が何らかの価値を有するためには30分以内に、より顕著な価値を有するためには10分以内（躍進値の水準）に利用できなければならないことを示している。


  表6. 地上気圧：各種アプリケーション領域における適時性についての要求事項
量：地上気圧
区域：大気圏、地表付近
覆域：全球又は全球の海洋


  
    
      
        	
          基準：適時性
        

        	
          閾値
        

        	
          要求性能水準：


          躍進値
        

        	
          目標値
        
      


      
        	
          12時間
        

        	
          気候監視a


          海洋アプリケーション-Bb
        

        	

        	
      


      
        	
          6時間
        

        	
          全球NWP
        

        	
          気候監視


          海洋アプリケーション-B
        

        	
      


      
        	
          3時間
        

        	

        	

        	
          気候監視


          海洋アプリケーション-B
        
      


      
        	
          2時間
        

        	
          高分解能NWP


          海洋アプリケーション-A
        

        	

        	
      


      
        	
          60分
        

        	

        	
          海洋アプリケーション-A
        

        	
      


      
        	
          30分
        

        	
          航空気象
        

        	
          全球NWP


          高分解能NWP
        

        	
          海洋アプリケーション-A
        
      


      
        	
          15分
        

        	

        	

        	
          高分解能NWP
        
      


      
        	
          10分
        

        	

        	
          航空気象
        

        	
      


      
        	
          5分
        

        	

        	

        	
          全球NWPc


          航空気象
        
      

    
  


  注：


  a アプリケーションの名称は、「AOPC」を置き換えた「気候監視」以外は、OSCARの要求事項を出典としている。


  b 海洋アプリケーションの領域は、A：海洋予報（沿岸）及びB：海上安全サービスという、2組の要求事項を示してきた。


  c 全球NWPについて要求される目標値は、6分である。


  表7は、対流圏低層の（水平）風の観測の水平分解能についての要求事項の範囲の広さを強調したものである。高分解能NWPアプリケーション及びナウキャスト/VSRFアプリケーションにおける非常に厳しい要求事項は、閾値の水準においてさえ、RBONがこれを満足させるであろうのはごく限られた区域においてのみであり、地区又は全球の区域ではない。この場合、RBONの設計は、地上の観測所/プラットフォームが宇宙から入手可能な対流圏低層の（水平）風の観測をどのように補完しうるかを考慮したものとする必要があるだろう。


  表7. 対流圏低層の（水平）風：各種アプリケーション領域における水平分解能についての要求事項
量：（水平）風
区域：大気圏、対流圏低層
覆域：全球


  
    
      
        	
          基準：水平分解能
        

        	
          閾値
        

        	
          要求性能水準：


          躍進値
        

        	
          目標値
        
      


      
        	
          500km
        

        	
          気候監視a


          全球NWP
        

        	

        	
      


      
        	
          200km
        

        	
          海洋アプリケーション
        

        	
          気候監視
        

        	
      


      
        	
          100km
        

        	
          航空気象
        

        	
          全球NWP
        

        	
          気候監視
        
      


      
        	
          70km
        

        	

        	
          航空気象
        

        	
      


      
        	
          50km
        

        	

        	
          海洋アプリケーション
        

        	
          航空気象
        
      


      
        	
          20km
        

        	
          ナウキャスト/VSRF
        

        	

        	
      


      
        	
          15km
        

        	

        	

        	
          全球NWP
        
      


      
        	
          10km
        

        	
          高分解能NWP
        

        	

        	
          海洋アプリケーション
        
      


      
        	
          5km
        

        	

        	
          ナウキャスト/VSRF
        

        	
      


      
        	
          2km
        

        	

        	
          高分解能NWP
        

        	
      


      
        	
          1km
        

        	

        	

        	
          ナウキャスト/VSRF
        
      


      
        	
          0.5km
        

        	

        	

        	
          高分解能NWP
        
      

    
  


  a アプリケーションの名称は、「AOPC」を置き換えた「気候監視」以外は、OSCARの要求事項を出典としている。


  5. 観測周期及び水平分解能についての要求事項の例、所定のアプリケーション領域について諸量間の差異を強調したもの


  航空気象は、36種類の物理量の観測について固有の要求事項を有しており、そのうち14種類には、観測周期に対する固有の性能要求がある。これら14種類の量のうち8種類からなる代表的なサブセットを、表8に示す。これは、様々な量について観測周期に対する様々な要求事項の範囲を示している。


  表8. 航空気象：各種物理量についての観測周期についての要求事項
アプリケーション領域：航空気象


  
    
      
        	
          基準：観測周期
        

        	
          閾値
        

        	
          要求性能水準：


          躍進値
        

        	
          目標値
        
      


      
        	
          3時間
        

        	
          気温：LT、HT、LSa


          比湿：LT
        

        	

        	
      


      
        	
          2時間
        

        	
          地上気圧（地上）


          降水の種類（地上）
        

        	

        	
      


      
        	
          90分
        

        	

        	
          気温：LT、HT、LS


          比湿：LT
        

        	
      


      
        	
          60分
        

        	

        	
          気圧（地上）


          降水の種類（地上）
        

        	
          気温：LT、HT、LS


          比湿：LT
        
      


      
        	
          30分
        

        	

        	

        	
          気圧（地上）


          降水の種類（地上）
        
      


      
        	
          10分
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          5分
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          2分
        

        	
          気象光学距離（地上）


          突風（地上）


          風速（地上）


          風ベクトル（地上）b
        

        	

        	
      


      
        	
          60秒
        

        	

        	
          突風（地上）


          風速（地上）


          風ベクトル（地上）
        

        	
      


      
        	
          30秒
        

        	

        	
          気象光学距離（地上）c
        

        	
      


      
        	
          5秒
        

        	

        	

        	
          突風（地上）


          風速（地上）


          風ベクトル（地上）
        
      

    
  


  注：


  a LT＝対流圏低層、HT＝対流圏高層、LS＝成層圏低層


  b 気象光学距離（地上）、突風（地上）、風速（地上）及び風ベクトル（地上）に固有の覆域は、飛行場のみの地点であるが、他の諸量については、全球的な覆域が要求される。


  c 気象光学距離（地上）についての実際の要求事項は、108秒（閾値）及び36秒（躍進値）であり、目標値の水準は定められていない。


  高分解能NWPは、56種類の物理量の観測について固有の要求事項を有しており、いずれにも水平分解能に対する固有の性能要求がある。表9に、56種類中の23種類からなる代表的なサブセットを示す。これは、様々な量について水平分解能に対する様々な要求事項の範囲を示している。


  表9. 高分解能NWP：各種物理量についての水平分解能についての要求事項
アプリケーション領域：高分解能NWP


  
    
      
        	
          基準:


          水平分解能
        

        	
          閾値
        

        	
          要求性能水準:


          躍進値
        

        	
          目標値
        
      


      
        	
          100km
        

        	
          （水平）風：LSa


          気温：LS


          オゾン：LS
        

        	

        	
      


      
        	
          40km
        

        	
          風ベクトル（地上）


          気圧（地上）


          オゾン（全量）


          海氷の厚さ


          土壌水分


          卓越波周期


          葉面積指数
        

        	

        	
      


      
        	
          30km
        

        	
          比湿：HT
        

        	

        	
      


      
        	
          25km
        

        	
          気温：HTa
        

        	
          （水平）風：LS


          気温：LS
        

        	
      


      
        	
          20km
        

        	
          （水平）風：HT


          風速（地上）


          気温（地上）


          比湿：LTa


          比湿（地上）
        

        	
          オゾン：LS
        

        	
      


      
        	
          10km
        

        	
          （水平）風：LT


          気温：LT


          降水強度（地上）


          雲量


          雲形
        

        	
          （水平）風：HT


          風ベクトル（地上）


          比湿：HT


          気圧（地上）


          オゾン（全量）


          海氷の厚さ


          卓越波周期
        

        	
          （水平）風：LS


          気温：LS
        
      


      
        	
          5km
        

        	
          降水の種類（地上）
        

        	
          風速（地上）


          気温：HT


          気温（地上）


          比湿：LT


          比湿（地上）


          土壌水分


          葉面積指数
        

        	
          オゾン：LS


          卓越波周期
        
      


      
        	
          2km
        

        	

        	
          （水平）風：LT


          気温：LT


          降水強度（地上）


          雲量


          雲形
        

        	
          （水平）風：HT


          風ベクトル（地上）


          比湿：HT


          気圧（地上）


          オゾン（全量）


          海氷の厚さ
        
      


      
        	
          1km
        

        	

        	
          降水の種類（地上）b
        

        	
          気温：HT


          気温（地上）


          比湿（地上）


          土壌水分


          葉面積指数
        
      


      
        	
          0.5km
        

        	

        	

        	
          （水平）風：LT


          風速（地上）


          気温：LT


          比湿：LT


          降水強度（地上）


          雲量


          雲形
        
      


      
        	
          0.25km
        

        	

        	

        	
          降水の種類（地上）
        
      

    
  


  注：


  a LS＝成層圏低層、LT＝対流圏低層、HT＝対流圏高層。


  b 降水の種類（地上）の躍進値水準は、1.5km。


  4. WIGOSの宇宙ベースのサブシステムに特有の性質


  4.1 要求事項


  4.1.1 一般事項
加盟国・地域は、添付文書4.1に記述されたところにより、WMOの各プログラムを支援して、宇宙ベースの環境観測システムの開発、実装及び運用に努めるものとする。


  注：WIGOSの宇宙ベースのサブシステムは、大気、陸地及び海洋の特徴を遠隔観測する専用の衛星によって確立される。


  4.1.2 観測種目
このサブシステムは、地上ベースの観測から独立して、あるいはこれとの組合せによって、次に掲げる、またこれに限られない諸要素を決定する定量的なデータを供給するものとする。


  （a）気温及び湿度の3次元分布


  （b）海面及び地面の温度


  （c）風の分布（海面上の風を含む）


  （d）雲の状態（雲量、種類、雲頂高度、雲頂温度及び水分の量）


  （e）放射収支


  （f）降水（液体及び固体）


  （g）雷


  （h）オゾン濃度（全量及び垂直プロファイル）


  （i）温室効果ガスの濃度


  （j）エーロゾルの濃度及び性質


  （k）火山灰雲の発生及び濃度


  （l）植生の種類及び状態並びに土壌水分量


  （m）洪水及び山火事の発生


  （n）雪及び氷の性質


  （o）海色


  （p）波の高さ、方向及びスペクトラム


  （q）海面高及び海面における海流


  （r）海氷の性質


  （s）太陽活動


  （t）宇宙環境（電場、磁場、エネルギー粒子フラックス及び電子密度）


  注：宇宙ベースのサブシステムの現在の能力についての情報は、https://community.wmo.int/oscar及びhttps://community.wmo.int/oscar-wmo-observational-requirements-and-capabilitiesのOSCARツールによって入手可能である。


  4.1.3 観測性能に対する要求事項
WIGOSに観測データを提供する衛星運用者は、第2章に記述された要求事項のローリングレビューに基づいて、WIRに定義されたところによる不確かさ、適時性、時間・空間分解能及び覆域に対するWIGOSからの要求事項を可能な限り満足させるために努力するものとする。


  注：


  1. 本マニュアルにおいて、「衛星運用者」の語は、環境衛星を運用する加盟国・地域又は加盟国・地域による協調的なグループを指す。


  2. 加盟国・地域による環境衛星を運用する協調的なグループは、欧州宇宙機関、欧州気象衛星開発機構（EUMETSAT）等の国際宇宙機関を通じて、合同で活動して1つ以上の衛星を運用する。


  3. これらの要求事項は、https://community.wmo.int/oscar及びhttps://community.wmo.int/oscar-wmo-observational-requirements-and-capabilitiesにおいて入手可能な要求事項データベースに記録されて維持管理される。


  4.1.4 全球的な計画策定
衛星運用者は、WMOの各プログラムを支援して、衛星システムの衛星群が宇宙ベースの観測成果の継続的な提供を担保するべく計画及び実装されることを保証するために協力するものとする。


  注：協働は、気象衛星調整会議（CGMS）において追求されているものであり、WMOの各プログラムを支援するために宇宙ベースの観測システムを運用する全ての加盟国・地域がこれに参加している。


  4.1.5 継続性
CGMSの後援の下で又はその他の方法で協働している衛星運用者は、適切な緊急時対応体制及び再打上げ計画を以て、当該サブシステム内の各実用衛星の運用並びにこれらによるデータの配信及びサービスの提供の継続性を保証しなければならない。


  4.1.6 重複
衛星運用者は、伝送についての信頼できる標準が利用できるのでなければ、衛星同士の測器の偏りの決定並びに時系列的な観測成果の均一性及び一貫性の維持のために、新旧の衛星システムについて充分な期間の重複を保証しなければならない。


  4.1.7 相互運用性


  4.1.7.1 衛星運用者は、その異なるシステム間において可能な限り最大の相互運用性を達成するものとする。


  4.1.7.2 衛星運用者は、各加盟国・地域によるデータの完全な活用のために、測器、データ処理、伝送及び配信スケジュールについての充分な技術的詳細を供用するものとする。


  4.2 設計、計画策定及び開発


  注：宇宙ベースのサブシステムは、次のものからなる。


  （a）地球観測の宇宙セグメント


  （b）データの受信、処理、配信及び資産管理のための関連する地上セグメント


  （c）利用者セグメント


  4.2.1 宇宙セグメントの基本構成


  注：宇宙セグメントの全体的な基本構成は、添付文書4.1に記載されている。これは、気象衛星調整会議に諮ったうえで定義され、また改定される。


  これは、次のものを含む。


  （a）静止衛星の衛星群


  （b）3つの異なる軌道面に配置された、太陽同期軌道衛星による中核的な衛星群


  （c）これらのほか、太陽同期軌道その他の適当な低軌道上で運用される実用衛星


  （d）適当な軌道上の研究開発衛星


  4.2.2 宇宙プログラムのライフサイクル
衛星運用者は、一方では開発費用に見合う長期的な連続性と利用者の学習曲線とのトレードオフを、また一方では最新の技術を活用するために新世代のものを開発する必要性を考慮するものとする。


  注：


  1. 実用衛星プログラムの確立は、利用者からの要求事項の明確化、システムレベルでの実行可能性の評価、予備的設計、詳細設計、各サブシステムの開発・試験、全サブシステムの統合、システム試験、一連の打上げ作業、軌道上試験運用等のいくつかの段階を以て行われる。こうした開発段階全体の長さは、通常、10年から15年といった単位になる。


  2. 一連の同型衛星を含む実用衛星の利用段階は、通常、15年といった単位になる。


  4.3 測器及び観測法


  注：


  1. 宇宙ベースの観測は、例えば、アクティブであれパッシブであれ、様々な波長帯について多様な走査・照準モードを以て作動する広範な種類のセンサに依存している。宇宙からの地球観測における諸原則、様々な種類の宇宙ベースの測器及び宇宙ベースの測定値からの地球物理学上の諸量の導出についての情報は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第IV巻第5章にある。


  2. 現用の及び計画中の環境衛星のシステムの詳細な特性は、OSCARツールの衛星モジュールから入手可能であり、これは、オンラインに掲載されている（https://community.wmo.int/oscar-wmo-observational-requirements-and-capabilities）。これは、宇宙から観測できる個別の諸量に関連する主な測器の表示を、諸量それぞれについてのその潜在的な性能とともに収録したものでもある。


  4.3.1 校正及びトレーサビリティ


  4.3.1.1 衛星運用者は、打上げ前に、測器の詳細な特性把握を行うものとする。


  注：加盟国・地域は、全球衛星搭載センサ相互校正システムが推奨する、打上げ前の測器の特性把握についてのガイドラインの遵守に努めなければならない。


  4.3.1.2 衛星運用者は、打上げ後に、基準器又は校正目標に対して、全ての測器を定期的に校正するものとする。


  注：


  1. 軌道上における測器の相互比較及び校正を実施するために、衛星の同一軌道配置（satellite collocation）が活用されるべきである。


  2. 校正は、全球衛星搭載センサ相互校正システム及び地球観測衛星委員会（CEOS）の校正・検証ワーキンググループが確立及び文書化した手法に従って行われなければならない。


  4.3.1.3 衛星運用者は、国際単位系（SI）の標準に至るトレーサビリティを保証するものとする。


  注：GCOS-138（WMO/TD-No. 1523、UNFCCCを支援する気候のための全球観測システム実施計画（2016年更新））は、主要な諸量について参照標準に至るトレーサビリティを有する宇宙からの持続的な測定を要求し、また、衛星気候校正ミッションの実施及び評価を勧告している。


  4.3.1.4 衛星運用者は、国際単位系（SI）の諸標準に至るトレーサビリティを保証するために、校正を目的とした広範な地上ベースの参照目標を定めるものとする。


  4.4 宇宙セグメントの実装


  4.4.1 静止軌道上の実用衛星


  4.4.1.1 衛星運用者は、添付文書4.1に記述されたところにより、静止軌道上に実用衛星群を実装しなければならない。


  4.4.1.2 衛星運用者は、南緯60ﾟから北緯60ﾟまでの視野にわたって、静止軌道上の衛星群が少なくとも15分毎にフルディスク画像を提供することを保証し、全ての経度に係る覆域を実現するものとする。


  注：このことは、均等に分割された経度に軌道上予備を伴って配置されるものとして、少なくとも6基の実用静止衛星が利用できることを意味する。


  4.4.1.3 衛星運用者は、実施可能であれば、ラピッドスキャン能力を実装しなければならない。


  4.4.1.4 衛星運用者は、静止軌道上の撮像ミッションについて、少なくとも99％を目標として、整形及び校正されたデータの利用可能率を保証しなければならない。


  4.4.1.5 衛星運用者は、データ提供の継続性に対する必須の要求事項を満足させるために、軌道上予備フライトモデルの利用、代替システム及び打上げの迅速な要求等の緊急時対応計画の実装に努めるものとする。


  4.4.2 中核的な太陽同期低軌道実用衛星群


  4.4.2.1 低軌道（LEO）衛星の運用者は、添付文書4.1に記述されたところにより、均等に分布する3つの太陽同期軌道上の中核的な実用衛星群を実装しなければならない。


  4.4.2.2 早朝軌道、午前軌道及び午後軌道の3つの太陽同期軌道面上の中核的なLEO環境衛星群の運用者は、少なくとも3つの極軌道面から99％以上の機会について画像及び探測データの提供を可能にする高水準の頑健性を保証するべく努力するものとする。


  注：このことは、地上セグメント・測器・衛星の冗長性のための規定を、また、代替の打上げ又は軌道上予備の迅速な要求を意味する。


  4.4.3 低軌道上のその他の能力
LEO環境衛星の運用者は、添付文書4.1に記述されたところにより、適切な軌道上に能力を実装しなければならない。


  4.4.4 研究開発衛星


  4.4.4.1 研究開発衛星の運用者は、次に掲げる観測能力の提供を考慮するものとする。


  （a）大気の水循環、炭素循環、エネルギー収支及び化学過程を理解及びモデル化するために必要な諸量の先進的な観測


  （b）将来の実用ミッションの先行事例


  注：WMOにとって、研究開発衛星のミッションによる主な利益は、次のとおりである。


  （a）大気及び海洋の諸過程並びにその他環境に関連する諸過程の科学的な調査に対する支援


  （b）観測に対するWMOからの要求事項を満足させる新世代の実用的な能力に備えた、新たな又は改良されたセンサ及び衛星システムの試験及び実証


  4.4.4.2 加盟国・地域は、研究開発衛星による観測成果の実用アプリケーションにおける有用性を最大化させるべく努力するものとする。殊に、研究開発衛星の運用者は、実用アプリケーションにおける新たな種類の観測成果の早期の利用を促進するために、可能であれば、準即時的なデータの入手可能性を実現する準備をするものとする。


  注：


  1. サービスの長期的な継続性も更新についての信頼できる計画も保証されてはいないが、多くの場合、研究開発衛星は、実用的な利用のための大きな価値のある観測成果をもたらす。


  2. 研究開発衛星が、実用のためのシステムではないとはいえ、実用的な気象学、海洋学、水文学及び気候学を大いに支援することがわかっている。


  4.5 地上セグメントの実装


  4.5.1 一般事項


  4.5.1.1 衛星運用者は、WMO情報システムマニュアル（WMO-No. 1060）の規定に従って、WMO情報システム（WIS）を通じて観測データを各加盟国・地域に供用するものとする。衛星運用者は、各加盟国・地域に、カタログの記載事項からこれらのデータを取得する方法を周知し、また、データの有意義な利用を可能にするための充分なメタデータを提供するものとする。


  4.5.1.2 衛星運用者は、さらなる準即時的な配信を視野に入れて、実用衛星からリモートセンシングデータ（関連するのであればデータ収集システムのデータ）を受信するための、また、品質管理された環境観測情報を処理するための施設を設立するものとする。


  4.5.1.3 衛星運用者は、極軌道衛星からのデータが時間的な空白も不可視の軌道もなく全球的に取得されることを、また、データの遅延が適時性に対するWMOからの要求事項を満足させるものであることを保証するべく努力するものとする。


  4.5.2 データの配信


  4.5.2.1 衛星運用者は、各加盟国・地域からの要求事項に応じて、適切に設計された地上セグメントによる直接放送によって、あるいは通信衛星経由の再放送によって、適切なデータセットの準即時的な配信を保証するものとする。


  4.5.2.2 殊に、中核的な気象撮像・探測ミッションを提供する実用太陽同期軌道衛星の運用者は、次に掲げる直接放送の機能の導入を保証しなければならない。


  （a）直接放送の周波数、変調方式及びフォーマットは、個々の利用者が標準化されたアンテナ及び信号処理ハードウェアによって衛星からのデータを取得できるようにするものでなければならない。可能な限り、気象衛星に割り当てられた周波数帯が使用されなければならない。


  （b）直接放送は、数値気象予測（NWP）、ナウキャスト等の即時的なアプリケーションのために必要なあらゆるデータを各気象中枢に提供するために、高解像度画像転送方式（HRPT）又はその後継の発展型等の高データレートのストリームによって提供されるものとする。


  （c）接続性が悪かったり費用が低廉だったりする受信施設の利用者に必要な分量のデータを供給するために、可能であれば、低転送率画像転送方式（LRPT）等の低データレートのストリームも提供されなければならない。


  4.5.2.3 衛星運用者は、直接放送サービスを補足及び補完するために、また、他の衛星からのデータ、衛星以外のデータ及び地球物理学に係るデータプロダクトを含む統合されたデータストリームへのアクセスを促進するために、通信衛星による再放送の実施を考慮するものとする。


  4.5.2.4 ラピッドスキャン機能を持つ実用静止衛星の運用者は、ナウキャスト、NWP等の即時的なアプリケーションの必要に応じて各気象中枢に準即時的にデータを提供するべく努力するものとする。


  4.5.3 データの資産管理


  4.5.3.1 衛星運用者は、アルゴリズム、特性、検証作業の結果等、衛星データプロダクトの作成においてとられる全ての処理工程についての完全な記述を提供するものとする。


  4.5.3.2 衛星運用者は、必要に応じて、その校正及び再処理のために必要とされる長期的な生データの記録及び補助的なデータを、一貫性のある基礎的気候データレコードをアーカイブするために必要なトレーサビリティ情報とともに保持するものとする。


  4.5.3.3 衛星運用者は、位置、軌道要素及び用いられた校正の手順に関係する全ての関連するメタデータを含むレベル1B衛星データアーカイブを維持するものとする。


  注：データ処理のレベルは、アメリカ航空宇宙局（NASA）の地球観測システムデータ情報システム（EOSDIS）（https://earthdata.nasa.gov/collaborate/open-data-services-and-software/data-information-policy/data-levels）に記載されている。


  4.5.3.4 衛星運用者は、そのアーカイブ化システムがブラウジング機能によるアーカイブ目録へのオンラインアクセスを提供できることを、また、これがデータフォーマットについての充分な説明を提供して利用者によるデータのダウンロードを可能にすることを保証するものとする


  4.5.4 データ収集システム


  4.5.4.1 データ収集プラットフォーム（DCP）からのデータ及び/又はプロダクトを受信する能力を有する衛星運用者は、互換性を保証するために、気象衛星調整会議（CGMS）の後援の下、技術的な及び業務上の調整を維持するものとする。


  4.5.4.2 衛星運用者は、全ての個別の静止衛星の受信区域にわたって移動する可搬型プラットフォームの運用を支援するために、いくつかの国際DCPチャンネルを維持するものとする。これは、全ての静止衛星について同じものでなければならない。


  4.5.4.3 衛星運用者は、加入・認証の手続等、そのデータ収集ミッションの技術的特徴の詳細及び業務上の手順を公表するものとする。


  4.5.5 利用者セグメント


  4.5.5.1 研究開発衛星の運用者は、サーバからのデータのダウンロード、あるいは再放送サービス又は直接放送機能によるデータの受信のいずれかの方法によって、各加盟国・地域によるデータへのアクセスを可能にする能力を実装するものとする。


  4.5.5.2 加盟国・地域は、LEO及び静止軌道の双方にある実用衛星群からのデジタルデータへのアクセスを可能にするシステム、すなわち要求された情報を統合された方法で提供する再放送サービスの受信施設又は各種専用の直接読出し施設の組合せのいずれかを、その領域において1つ以上設置してこれを維持するべく努力するものとする。


  4.5.5.3 加盟国・地域は、適切であれば、（例えば、データの空白域を埋めるために）固定式又は移動式のDCPシステムを活用して、環境観測衛星のデータ収集機能及び中継機能の利用に努めなければならない。


  4.6 観測メタデータ


  衛星運用者は、その運用に係る宇宙ベースの各システムについて、第2.5節の規定に従って、観測メタデータを記録し、保持し、また供用するものとする。


  4.7 品質マネジメント


  衛星運用者は、第2.6節の規定に従って、各データセットについて、そのメタデータに適切な品質指標を取り入れるものとする。


  4.8 能力開発


  4.8.1 人材育成拠点
衛星を運用し又はその能力を有する加盟国・地域は、地区の数多くの成長点において専門性及び施設を構築するために、特別な地区訓練センター又は衛星気象学についての人材育成拠点として指定されたその他の訓練施設において衛星のデータ及び機能の利用について指導者を教育・訓練することに対して支援を提供するものとする。


  4.8.2 訓練戦略
衛星運用者は、可能な限りにおいて、そのサービス提供地域内にある上記の1つ以上の人材育成拠点に対する支援に注力し、また、衛星気象学についての教育訓練のための仮想実験室（VLab）に貢献しなければならない。


  注：仮想実験室によって実装される教育訓練戦略の狙いは、開発途上国のニーズを満足させることに重点を置いて、気象学、実用水文学及び気候に係るアプリケーションへの衛星データの利用を体系的に改善することである。


  4.8.3 新しいシステムに対する利用者の準備


  4.8.3.1 衛星運用者は、新たな衛星の機能への円滑な移行を促進するために、訓練、受信施設及び処理ソフトウェアの必要な更新についての指導並びに利用者アプリケーションの開発及び試験を促進するための情報及びツールの提供によって、利用者の準備を整えさせる措置を講じなければならない。


  4.8.3.2 加盟国・地域は、仮想実験室を通じた取組に加えて、必要に応じて、その個別のニーズに応じて環境衛星に係るアプリケーションについての教育及び訓練を提供する諸機関との協力関係を構築しなければならない。


  4.8.4 利用者とデータ提供者との協働


  4.8.4.1 加盟国・地域は、衛星データの最も効果的な活用を達成するために、地区レベルにおける利用者とデータ提供者との緊密な協働を追求しなければならない。


  4.8.4.2 加盟国・地域は、その地区協会と協働して、衛星データへのアクセス及びその交換に対する地区からの要求事項を文書化するための体系的な手順に従わなければならない。


  添付文書4.1 WMO統合全球観測システム（WIGOS）に対するベースラインとしての貢献


  （2018年6月5日、気象衛星調整グループ第46回会合（CGMS-46）にて採択）


  はじめに
気象衛星調整グループ（CGMS）は、気象衛星・環境衛星システム及び世界気象機関（WMO）の要求事項のローリングレビュー（RRR）のための研究開発ミッションに関する技術情報の交換のための協議の場を提供している。その調整活動の主な目標は、実用気象監視・実用気象予報及び気候監視に対する支援である。CGMSは、軌道上の資産の保護、利用者に対する支援並びに衛星データ及び衛星プロダクトへの共有化されたアクセスの促進等について、ただしこれらに限ることなく、末端から末端まで（end-to-end）の観点によって、その加盟国・地域の衛星システムを調整している。


  1.1 文書の目的
本ベースラインは、CGMS加盟国・地域による、特定の観測成果、測定値及びサービスを提供することの約束及びその計画からなる。CGMS加盟国・地域は、WMO全球観測システム（GOS）を支援するために、以下に記述する能力及びサービスを維持することを計画している。本文書は、WMO統合全球観測システム（WIGOS）2040 Visionにおける諸原則との一貫性を保ち、また、WIGOS Visionは、CGMS加盟国・地域が諸計画を確立するにあたっての重要な情報として作用する。


  1.2 本ベースラインの程界
本ベースラインは、各WMOアプリケーション領域を支援するために必要な気象・環境データを提供する観測、測定及びこれらを支援するミッションを列挙するものである。この目標を支援するためには、全てのCGMS加盟国・地域間の調整及び協力が必要である。効率的な資源配分及び時宜に適った協力を保証するために、ここで挙げられる諸能力は、全てのCGMS加盟国・地域のベースライン能力を集約したものとみなされる。


  本ベースラインの程界を確立するにあたって、次の諸原則が、これに包含されるミッションを決定する。


  ・　CGMS加盟国・地域が能力の提供を約束すること。


  ・　CGMS加盟国・地域による能力の提供が長期的に持続すること。


  ・　各種ミッションによるデータが、無償かつ無制約を旨として入手可能であること。


  ・　データが実用的なアプリケーションに活用できること。


  本文書は、全体論的手法を用いており、このことから、宇宙ベースの観測及び測定、データの収集及び直接放送を含む各種サービス、データの共有・流布等を包摂している。


  1.3 本ベースラインの発展
本文書は、CGMS第III作業部会によって維持管理され、本会議において承認される。CGMS事務局は、本文書についてのレポジトリである。本ベースラインは、WMOによるギャップ分析の進展及び進化についてのCGMS加盟国・地域の計画を考慮に入れて、4年毎に更新される。


  WMOは、新たなCGMSベースラインが採択された翌年に、当該CGMSベースラインをWIGOSマニュアルに取り入れる。WMOは、4年毎に、CGMSベースラインについて、"WIGOS 2040 Vision"に照らしてWMOギャップ分析を実施する。その後、このプロセスは、CGMSがWIGOSマニュアルに取り入れられるためにベースラインを更新するのに伴って再開される。


  本ベースラインは、WIGOS Visionに対する包括的な応答からなっているが、CGMSは、財政上の制約及び個別の国内的優先度ゆえに、WIGOS Visionの完全な実施が短期的には不可能なことがあると認識している。


  2. 観測成果、測定値及び軌道


  2.1 観測成果及び測定値
次に掲げる基本的な観測成果、測定値、センサの種類及び値が収集される軌道（低軌道（LEO）、静止軌道（GEO）及びラグランジュポイント1（L1）等）は、CGMSベースラインの一部とみなされる。低軌道は、i）早朝軌道（名目上の赤道通過時刻（ECT）が下降軌道05：30、上昇軌道17：30）、ii）午前軌道（名目上のECTが下降軌道09:30、上昇軌道21:30）及びiii）午後軌道（名目上のECTが上昇13：30）という3つの軌道面からなる。太陽-地球線の語は、太陽の監視又は観測にあたって静止軌道（GEO）又はラグランジュポイント1（L1）から取得される観測値を指すものとして理解されるべきものである。観測成果及び測定値は、アクティブ方式及びパッシブ方式のリモートセンシング観測並びに直接（in situ）観測の成果の組合せである。


  
    
      
        	
          センサの種類
        

        	
          軌道
        

        	
          観測値/測定値
        

        	
          属性
        
      


      
        	
          マイクロ波サウンダ
        

        	
          LEO
        

        	
          気温、湿度及び降水量
        

        	
          名目上の早朝、午前及び午後の3つの太陽同期軌道
        
      


      
        	
          赤外線サウンダ
        

        	
          LEO、GEO
        

        	
          気温及び湿度
        

        	
          LEO―名目上の早朝、午前及び午後の3つの太陽同期軌道におけるハイパースペクトル


          GEO―静止経度東経0ﾟ 及び105ﾟ におけるハイパースペクトル
        
      


      
        	
          電波掩蔽
        

        	
          LEO
        

        	
          気温及び湿度、電離層電子密度
        

        	
          早朝、午前及び午後の3つの太陽同期軌道並びにその他赤道軌道等の指定された軌道―全球に分散した少なくとも6,000の掩蔽
        
      


      
        	
          多用途気象イメージャ（マルチスペクトル、可視光及び赤外線）
        

        	
          LEO、GEO
        

        	
          海面水温、エーロゾル、地面温度、雲の状態、大気追跡風（AMV）、洪水分布把握、火災、雪氷圏アプリケーション（海氷、積雪等）
        

        	
          LEO―名目上の早朝、午前及び午後の3つの太陽同期軌道


          GEO―名目上は6基の等間隔の衛星による全球覆域
        
      


      
        	
          狭帯域可視光・近赤外線イメージャ
        

        	
          LEO、GEO
        

        	
          海色
        

        	
          LEO―2つの軌道


          GEO―128.2ﾟEに位置する1スロット
        
      


      
        	
          高解像度可視光・赤外線イメージャ
        

        	
          LEO
        

        	
          土地利用、植生の種類・状態
        

        	
          LEO―1つの軌道
        
      


      
        	
          マイクロ波イメージャ
        

        	
          LEO
        

        	
          海面水温、海面風、可降水量、土壌水分、雪氷の状態、海氷の状態
        

        	
          LEO―名目上の早朝、午前及び午後の3つの太陽同期軌道
        
      


      
        	
          レーダー測高
        

        	
          LEO
        

        	
          海面地形
        

        	
          LEO―早朝及び午前の2つの太陽同期軌道。また、高精度の傾斜軌道におけるリファレンスミッション
        
      


      
        	
          散乱計
        

        	
          LEO
        

        	
          海面風
        

        	
          LEO―早朝及び午前の2つの太陽同期軌道（oceansat-3）
        
      


      
        	
          発光検知マッパー
        

        	
          GEO
        

        	
          発光検知マッパー
        

        	
          GEO―0ﾟ、75.2ﾟW、137ﾟW、86.5ﾟE及び105ﾟEの所定のスロット
        
      


      
        	
          可視光/赤外線放射計
        

        	
          LEO
        

        	
          放射収支
        

        	
          LEO―早朝及び午後の2つの太陽同期軌道
        
      


      
        	
          可視光/紫外線分光器
        

        	
          LEO、GEO
        

        	
          オゾン
        

        	
          LEO―午前及び午後の2つの太陽同期軌道


          GEO―0ﾟ及び128.2ﾟEの2スロット
        
      


      
        	
          コロナグラフ
        

        	
          太陽-地球線
        

        	
          コロナ撮影
        

        	
          GEO―1スロット


          L1
        
      


      
        	
          極端紫外線イメージャ
        

        	
          太陽-地球線
        

        	
          極端紫外線画像
        

        	
          GEO―2スロット
        
      


      
        	
          X線分光器
        

        	
          太陽-地球線
        

        	
          X線フラックス
        

        	
          GEO―2スロット
        
      


      
        	
          イオン/電子/陽子分光器
        

        	
          LEO、GEO及びL1
        

        	
          エネルギー粒子、太陽風
        

        	
          LEO―名目上の早朝、午前及び午後の3つの太陽同期軌道


          GEO―名目上は6基の等間隔の衛星による全球覆域


          L1―直接測定として
        
      


      
        	
          磁力計
        

        	
          LEO、GEO及びL1
        

        	
          磁場、太陽風
        

        	
          LEO―名目上の早朝、午前及び午後の3つの太陽同期軌道


          GEO―2スロット


          L1―直接測定として
        
      


      
        	
          プラズマ分析機
        

        	
          L1
        

        	
          太陽風
        

        	
          L1―直接測定として
        
      


      
        	
          降水レーダー
        

        	
          LEO
        

        	
          降水量
        

        	
          LEO―赤道軌道
        
      


      
        	
          サブミリ波氷雲イメージャ
        

        	
          LEO
        

        	
          雲氷
        

        	
          LEO―太陽同期午前軌道
        
      


      
        	
          合成開口レーダー
        

        	
          LEO
        

        	
          土壌水分、海氷
        

        	
          LEO―1軌道
        
      

    
  


  3. サービス


  3.1 データ共有サービス
一般的に、気象学に係るアプリケーションは、観測データの全球的な交換にきわめて大きく依存している。CGMSベースラインシステムによって得られた衛星データの国際交換は、全191のWMO加盟国・地域の気象、気候、水文その他の実用的な環境サービスの基盤であるWMO統合全球観測システムの枢要な構成要素である。CGMS加盟国・地域は、加盟国・地域間で直接に観測成果及び測定値を交換するために、また、これらを国家気象水文機関及び広範な国際的利用者コミュニティに適時かつ費用対効果の高い方法で供用するために、地上ベース及び宇宙ベースの配信サービスを構築及び運用する。このデータ交換は、CGMS第I及び第IV作業部会の最良慣行に従うべきものでもある。


  3.1.1. 直接放送サービス
LEOの各軌道上の中核的な気象衛星システム及びその他の実用衛星システムは、適用可能であれば、画像、サウンディングその他の加盟国・地域の関心に係る即時的データの直接放送による準即時的なデータ配信を保証しなければならない。CGMS加盟国・地域は、第I作業部会が作成した直接放送サービスについての最良慣行に従わなければならない。


  3.2 直接観測データの中継
CGMS加盟国・地域は、固定プラットフォーム及び移動プラットフォーム（海洋ブイ、潮位計、津波プラットフォーム、河川水位計等）における直接観測による気象・環境情報の中継を提供する。直接観測データの中継サービスは、関連するLEO衛星及びGEO衛星の双方によって提供されなければならない。


  4. データ及びサービスの保証
CGMS加盟国・地域は、観測及び測定の品質及び継続性を保証するために、データ及びサービスの提供にあたって、次の措置をとる。


  4.1 校正及び検証
CGMS加盟国・地域は、異なる時間と場所において異なる衛星運用者によって異なる測器を用いて得られた衛星による測定値の品質及び比較可能性を保証する責任を追う。CGMS加盟国・地域は、打上げ前に測器の特性把握を行い、共通の方法論に従い、また、全球衛星搭載センサ相互校正システム（GSICS）に概説された実務上の手順を実施する。測器は、基準器又は校正サイトに対して定期的に相互校正されなければならない。


  CGMSは、必要に応じて全球の利用者のための衛星プロダクトの導出における共通性を確立することによって、また、国際科学作業部会及びSCOPE方式の仕組によるプロダクトの検証及び衛星間の比較を促進することによって、衛星プロダクトの全球的な互換性の達成に努める。


  4.2 継続性を保証するための緊急時対応計画の作成
CGMS加盟国・地域は、CGMS緊急対応計画に概説された指針に従うことによって、このCGMSベースラインの持続性を保証するための措置をとる。


  4.3 本ベースラインの実施の監視
CGMSは、年次リスク評価によって、加盟国・地域によるCGMSベースラインの実施を監視する。CGMS加盟国・地域は、現在の観測能力をCGMSベースラインと比較するために必要な情報を提供する。この評価については、全球緊急対応計画に概説されている。


  4.4 研究から実用への反映及び研究ミッションの採用
CGMSベースラインは、実用的かつ持続的であることを旨として提供される衛星ミッションに重点を置くものであるが、このことは、研究又は実験（特定の機能の実証等）を旨として実施される他のミッションの利用を排除するものではない。研究・実験ミッションは、次のことによって、CGMSベースラインを支援する。


  ・　CGMSベースライン観測・測定を補完する。


  ・　将来の実用ミッションとしてCGMSベースラインに追加されるべき新たなセンサ、観測及び測定に途を拓く。


  ・　CGMSベースラインに空白が生じた場合の緊急運用を支援する。


  4.5 システムの互換性及び相互運用性
CGMS加盟国・地域は、堅牢な全球観測システムの維持を助けるために、第I、第II及び第IV作業部会を通じて、システム及びサービスの相互運用性及び互換性についての最良慣行を確立及び採用するために働くものとする。


  5. 世界気象監視の全球観測システムに特有の性質


  注：


  1. 第1、2、3及び4の各章の規定は、GOSを含む全てのWIGOS要素観測システムに共通のものである。本章の記事は、GOSの地上ベースの観測についての標準的な及び推奨される慣行及び手順に関する追加的な規定を含む。


  2. GOSの実施は、水文観測及び雪氷圏観測又は大気の化学成分及び関連する物理的特性の観測以外の、地上ベース及び宇宙ベースの気象学的な（気象及び気候の）観測を指す。


  5.1 要求事項


  5.1.1 加盟国・地域は、観測の時刻及び頻度が、適時性及び時間分解能について観測に対する利用者からの要求事項を満足させることを保証するものとする。


  注：これらの要求事項は、本マニュアルの他の各章中のさらなる詳細とともに、OSCAR/Requirementsデータベース（http://www.wmo-sat.info/oscar/observingrequirements）に定められている。


  5.1.2 加盟国・地域は、特異な気象現象が発生しているか発達することが見込まれる地域について即時的な観測を行い、その成果を供給しなければならない。


  注：2.2.2.3に定めるとおり、特別な条件において特別な要求事項が生じることがある。


  5.2 設計、計画策定及び開発


  5.2.1 世界気象監視の全球観測システムの構成


  5.2.1.1 加盟国・地域は、世界気象監視と関連したWMOアプリケーション領域における要求事項に対処するために、その地上ベースの観測網の気象に係る構成部分を設計及び計画するものとする。


  注：世界気象監視に関連した行動の範囲としては、気候学、農業気象、航空気象その他のWMOアプリケーション領域等があり、これは、長期的には気象に係る科学及び業務が進歩するにつれて拡大していく。


  5.2.1.2 加盟国・地域は、次の種類の観測所/プラットフォームの1つ以上から地上ベースの気象観測の成果を供給するものとする。


  （a）地上陸上観測所（附録5.1を参照）


  （b）地上海上観測所（附録5.2を参照）


  （c）高層気象観測所（附録5.3を参照）


  （d）航空機気象観測所（附録5.4を参照）


  （e）レーダウインドプロファイラ観測所（附録5.5を参照）


  （f）気象レーダー観測所（附録5.6を参照）


  注：


  1. 全ての観測所は、上記の類型（a）から（f）までの1つ以上に属することとなる。


  2. 沿岸観測所は、地上陸上観測及び地上海上観測の両方を行うものである。よって、これは、類型（a）及び（b）の両方に属するものと考えることができる。


  5.2.1.3 加盟国・地域は、これらの種類の観測所を運営するにあたって、本章の各附録に定める各規定に従うものとする。


  5.2.1.4 加盟国・地域は、GCOSの観測網に貢献する観測所については、附録5.7に定める各規定に従うものとする。


  注：GCOS観測網に貢献するものとして識別される観測所は、5.2.1.2の類型（a）から（f）までの中から選ばれる。加盟国・地域は、その観測所のうちどれがGCOS観測網への参加のために選ばれたのかを確認する必要がある。これは、GCOSのWebサイトhttps://public.wmo.int/en/programmes/global-climate-observing-system/networksで見つけることができる。


  5.2.2 観測網の設計及び計画策定のための諸原則
加盟国・地域は、その国内の観測網を構築するときは、観測に対する全球的な及び地区における要求事項を考慮するものとする。


  5.3 測器の設置及び観測法


  5.3.1 加盟国・地域は、コードマニュアル（WMO-No. 306）第II巻（地区的なコード及び国内的なコード化に係る慣行）の第A.1章12.1、各地区について（すなわち第I–VI章）及び南極について（第VII章）に定められた観測所以外の観測所において観測された気圧を、平均海水面におけるものに換算するものとする。


  注：気圧の測定についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第3章3.7に示されている。


  5.3.2 加盟国・地域は、気温及び湿度を測定する測器が、地面の上1.25mから2.0mまでの同じ高さにセンサがあるような方法で設置されていることを保証するものとする。


  注：


  1. 詳細な指針は、WMO測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第2章及び第4章に示されている。


  2. 大量の積雪があったときは、雪面からの適切な高さを保つために、より高いものも許容される。


  5.3.3 加盟国・地域は、水平な開けた土地における風の測器が地面の上10mに露出していることを保証するものとする。


  注：


  1. 詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第5章5.9にある。


  2. 加盟国・地域は、航空気象観測所にあっては、技術規則（WMO-No. 49）第II巻第II部4.1.1に従って風の測器を設置しなければならない。


  5.3.4 加盟国・地域は、地上風の観測値を平均する期間が10分間であることを保証するものとする。ただし、10分間のうちに風向及び/又は風速の顕著な不連続があったときは、当該不連続より後の観測成果/測定データのみが平均値の取得に用いられる。


  注：


  1. 顕著な不連続は、コードマニュアル（WMO-No. 306）第I巻1：国際コード15.5.1に（飛行場気象観測について）定義されている。


  2. このような場合、時間間隔は状況に応じて短くされる。


  3. 詳細な手引は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第5章及び第V巻第2章に示されている。


  4. 加盟国・地域は、航空気象観測所における風の観測については、技術規則（WMO-No. 49）第II巻第I部4.1及び4.6.1並びに同第II部附録3の4.1.3に従わなければならない。


  5.3.5 加盟国・地域は、平均風速が0.5m/s未満のときは、「calm（静穏）」を表示しなければならない。


  注：この場合、風向は0として通報される。


  5.3.6 加盟国・地域は、雲の観測全てにおいて、国際雲図帳―雲その他の天象の観測に関するマニュアル（WMO-No. 407）が示すところによる雲の分類表、定義及び記述法を用いるものとする。


  注：さらなる詳細は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第15章を参照。


  5.3.7 加盟国・地域は、現在天気及び過去天気を観測及び通報するときは、国際雲図帳―雲その他の天象の観測に関するマニュアル（WMO-No. 407）を遵守するものとする。


  注：さらなる詳細は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第14章14.2を参照。


  附録5.1 地上陸上気象観測所に特有の性質


  注：地上陸上観測網の運用についての指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部3.2、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第1章及び第2章、環境実務ガイド（WMO-No. 100）第2章並びにGCOS-200（気候のための全球観測システム：実施上のニーズ）に定められている


  5.1.1 加盟国・地域は、各観測所が設置されている地域を代表する観測成果を供給するように立地されていることを保証するものとする。


  注：当該地域の大きさは、アプリケーションによって異なることがある。


  5.1.2 加盟国・地域は、実際の観測時刻とその観測成果の通報時刻とを可能な限り近くすることを保証するものとする。


  注：


  1. 一般的に、気圧の測定は、観測時刻による影響を最も受けやすいため、その通報時刻に行うものとされる。他の量の観測は、通報時刻直前の10分間に行われる。


  2. 自動化されたシステムは、一般的に、実際の時刻を通報時刻に合わせることができるが、有人観測においては、特に多くの量が観測される場合には、時間差が生じる。


  3. それが可能かつ通報コードが対応しているときには、観測された量のそれぞれについて観測時刻が通報されることが望ましい。


  5.1.3 加盟国・地域は、その全球基礎観測網（GBON）の地上陸上観測所においてシノプチック観測を行わなければならない。


  注：


  1. 3.2.2節（作成中）を参照。


  2. 標準時における諸量の取得は、長きにわたってシノプチック観測と称されてきたものであり、気象情報の価値ある基本的セットを供給する。将来、これは、基礎観測と呼ばれることになるであろう。


  3. これら、地上シノプチック/基礎観測は、いくつかのアプリケーション領域における即時的な地上観測の成果に対する要求事項に対処する手段を提供する。このような領域としては、全球NWP、高分解能NWP、ナウキャスティング、超短期間予報、季節予報、多年間予報等があり、これらは、他のアプリケーション領域に価値を提供する中核的なアプリケーションの全てである。全ての地上陸上観測所がシノプチック観測を行うことは不可欠ではないにせよ、要求事項に対処するためには、充分な数が必要である。


  5.1.4 その地上陸上観測所においてシノプチック観測を行っている加盟国・地域は、添付文書5.1の表に掲げられた気象要素を観測するものとする。


  注：この一覧には、有人観測所と自動観測所との差異を示しており、可能であるとき又は地区からの要求事項があるときに含まれるべきいくつかの量も示されている。


  5.1.5 シノプチック観測を行っている加盟国・地域は、少なくとも主標準時にこれを行うものとする。


  5.1.6 シノプチック観測を行っている加盟国・地域は、中間標準時及び追加標準時にこれを行わなければならない。


  注：中間標準時による3時間間隔がいくつかのアプリケーション領域に価値をもたらす一方で、追加標準時による1時間間隔は、多くのアプリケーション領域にさらなる価値をもたらす。


  5.1.7 そのシノプチック観測の一部として積雪深の観測を行っている加盟国・地域は、少なくとも主標準時においてこれを行わなければならない。


  5.1.8 そのシノプチック観測の一部として積雪深の観測を行っている加盟国・地域は、少なくとも1日に1回これを行うものとする。


  注：


  1. この場合、積雪深の観測時刻は、毎日同じ時刻とされる。


  2. 雪がない場合、積雪深は、地区協会の決議によって定められるところにより、雪が予想されるが存在しない期間の全てについてゼロ（0cm）と通報される。


  気候アプリケーションのための観測


  5.1.9 各加盟国・地域は、1つ以上の基準気候観測所を設置してこれを維持するものとする。


  5.1.10 加盟国・地域は、各基準気候観測所が長期的な安定性を以て所定の露出を維持することを保証しなければならない。


  注：


  1. 露出についての要求事項は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1.1.2、1.3.3及び1.3.4並びに気候学実務ガイド（WMO-No. 100）2.4に定められている。


  2. 良好な露出によって、観測は、代表性を有する条件を以て行われることができ、また、長期的な安定性は、一連の観測の均質性を支えるものとなる。


  5.1.11 加盟国・地域は、気候アプリケーションにおける要求事項に対処するために、その充分な数の地上陸上観測所において気候観測を実施するものとする。


  5.1.12 気候観測を行う加盟国・地域は、添付文書5.1の表に掲げられた気象要素を観測するものとする。


  5.1.13 気候アプリケーションのための観測を行う加盟国・地域は、年間を通じて変わらずに維持されるUTC又は地方平均時による一定の時刻に観測が行われることを保証しなければならない。


  注：夏時間としても知られる日光節約時間に移行した際には、観測は、当該地方の時計よりも1時間遅く行われることとなる。


  5.1.14 気候アプリケーションのための観測を1日に複数回行う加盟国・地域は、顕著な日変化が反映される時刻を選択しなければならない。


  5.1.15 加盟国・地域は、GBONに属するその地上陸上観測所で行われている観測についての月間概況を供給しなければならない。


  注：


  1. 3.2.2節（作成中）を参照。


  2. 月間概況は、価値ある一連の基本的な気候情報を提供するCLIMAT報として長く供給されてきたものである。


  3. CLIMAT及びCLIMAT TEMPによる通報手引書（WMO/TD-No. 1188）は、CLIMAT（TEMP）コード及び同（SHIP）コードによって通報及び速報を設定する方法の説明を示している。


  4. CLIMATによる通報は、毎月5日までに（遅くとも毎日8日までに）送信されるべきものである。


  5. CLIMATによる通報は、測定そのものについてだけでなく、その国内・地区・全球中枢への正確な送信を保証するために、通報内容のコード化についても品質管理を要する。品質確認は、現場において、また、設備の不具合を可能な限り早い段階で検知するために指定された中枢施設において行われなければならない。


  航空気象のための観測


  5.1.16 加盟国・地域は、航空気象についての要求事項に対処するために、その充分な数の地上陸上観測所において航空気象のための観測を行わなければならない。


  5.1.17 航空気象のための観測を行う加盟国・地域は、添付文書5.1の表に掲げられた気象要素を観測するものとする。


  注：本マニュアルに定められた航空気象のための観測についての規定のほか、技術規則（WMO-No. 49）第II巻―国際航空のための気象業務―第I部4及び5中の関連するICAOの規定を参照。


  農業気象のための観測


  5.1.18 加盟国・地域は、農業気象についての要求事項に対処するために、その充分な数の地上陸上観測所において農業気象のための観測を行わなければならない。


  5.1.19 加盟国・地域は、農業気象を支援する観測所を、当該地域における農業及び自然に係る条件を代表する場所に立地しなければならない。


  注：加盟国・地域は、農業気象を支援する観測所のメタデータを収集及び共有するというその義務を遵守するために、WIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）第7章コード表4-01を参照することができる。これには、自然バイオマス、当該地域の主要な農業システム及び作物、土壌の種類、物理定数並びに土壌プロファイルが含まれている。


  5.1.20 農業気象のための観測を行う加盟国・地域は、添付文書5.1の表に掲げられた気象要素を観測するものとする。


  注：農業気象観測システム及び測器について、観測に係る慣行についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第1・2・5・7・10・11の各章及び第III巻第９章並びに農業気象実務ガイド（WMO-No. 134）第2章に示されている。


  雷標定観測


  5.1.21 加盟国・地域は、雷標定システムによる観測成果の取得を検討しなければならない。


  注：


  1. 利用されている手法についての詳細な説明は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第6章に示されている。


  2. 単一の観測所における地上ベースのセンサは、雷の発生を検知することができるが、個々の発雷に基づくその位置標定に使うことはできない。正確な雷標定には、観測所によるネットワークが必要である。


  5.1.22 加盟国・地域は、観測所の間隔及び数が、利用される技術並びに希望された覆域、検知効率及び標定精度にふさわしいものであることを保証しなければならない。


  放射観測


  注：放射観測についての詳細な指針は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第7章に示されており、運用についての指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部第3.9.2.2に掲載されている。


  5.1.23 加盟国・地域は、その領域内の各気候帯に少なくとも1つの主要放射観測所を設置しなければならない。


  注：主要放射観測所・通常放射観測所の歴史的な概念は、本マニュアルの将来の版において、基準地上放射観測網（BSRN）に関連する規定を含む新たな用語法を以て更新されることとなる。


  5.1.24 加盟国・地域は、100kmを超えない間隔を以て放射観測を行わなければならない。


  注：放射気候学等のアプリケーションのための観測に対する利用者からの要求事項は、OSCAR/Requirementsデータベース（http://www.wmo-sat.info/oscar/observingrequirementsを参照）に定められている。100kmを超える間隔は、どのアプリケーション領域における閾値も満足させることがない。


  5.1.25 加盟国・地域は、第2.5節の規定に従ってその放射観測所のメタデータを供用するものとする。


  注：放射観測所についてのメタデータは、観測所の種別、使用している放射計の詳細（各測器の種類及び製造番号、校正要素、大きな変更のあった日付）、放射計の露出（地面からの高さ、各測器の水平線の詳細、地表面の性質等）を含むものでなければならない。


  5.1.26 加盟国・地域は、放射観測を始めるときは、長期間変化しない充分な露出を確保するものとする。


  5.1.27 放射観測は、少なくとも次のものを含むものでなければならない。


  （a）地表面における全天放射量の連続記録


  （b）日照時間の記録


  5.1.28 主要放射観測所においては、観測プログラムは、次のものを含むものでなければならない。


  （a）地表面における全天放射量の連続記録並びに直達日射量及び拡散日射量によるその構成


  （b）日照時間の記録


  （c）自然の及び作物に係る土壌被覆における正味放射量（放射収支）の定常的な測定（24時間にわたって実施）


  5.1.29 加盟国・地域は、世界放射基準に従って放射観測の測定値を表示するものとする。


  注：


  1. 放射観測の測定値についてのさらなる詳細は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第7章7.1.2.2及び附属書7.Aに示されている。


  2. 近い将来、SI基準が利用できるようになる。


  5.1.30 連続記録を伴わない直達日射量の観測を行う加盟国・地域は、少なくとも1日に3回これを行わなければならない。


  注：この場合、測定にあたって太陽及びその周辺の空に雲がないことが、また、3つの異なる太陽高度について3回の観測が行われ、うち1つが最大値に近いことが求められる。


  5.1.31 連続記録を伴わない長波放射観測を行う加盟国・地域は、これを毎夜、少なくとも夕方の市民薄明（訳注：日の入後30分間程度）の直後に1回行わなければならない。


  附録5.2 地上海上観測所に特有の性質


  注：地上海上観測網の運用についての指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部3.2及び3.6並びに測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第4章に示されている。海上気象業務ガイド（WMO‑No. 471）にも、その他の関連する指針が掲載されている。


  5.2.1 加盟国・地域は、全ての海域において、WMOアプリケーション領域における要求事項に適合する空間的密度を以て地上海上観測を行わなければならない。


  注：


  1. 加盟国・地域は、その領海及び公海に固定・移動式双方の地上海上観測所を設置することを以てこれを達成することができる。


  2. 加盟国・地域は、可能であれば、その地上気象観測所、例えば船舶から海面下の観測を行う機会を検討することもできる。


  5.2.2 地上海上観測を行う加盟国・地域は、2.5の規定に従ってメタデータが更新され、これがWMO/IOC合同海洋・海上気象専門委員会（JCOMM）の直接観測プログラム支援センター（JCOMMOPS）データベースに供用されることを保証するものとする。


  注：


  1. JCOMMOPSデータベースは、WIGOS情報資源―OSCAR/Surfaceへのインターフェイスを提供している。


  2. 船舶による観測の場合、関連するメタデータには、各船舶の船名、無線呼出符号及び航路又は航路符号も含まれる。


  5.2.3 地上海上観測を行う加盟国・地域は、データの少ない領域又はWMOアプリケーション領域にとって特に注目される領域に、可能な限り多くの海上観測所を設置しなければならない。


  注：これは、船舶を募ることによって、当該海域に漂流ブイを配置することによって、また、可能な限りの場所について固定の又は係留式のプラットフォームを検討することによって達成されうる。


  5.2.4 固定の構造物上の観測所及び/又は係留ブイを運用する加盟国・地域は、設置された海域を代表する観測成果が提供されるようにこれを配置することを保証しなければならない。


  5.2.5 地上海上観測を行う加盟国・地域は、添付文書5.1の表に掲げられた可能な限り多くの気象要素を取り入れるものとする。


  5.2.6 地上海上観測を行う加盟国・地域は、少なくとも主標準時にこれを行うものとする。


  5.2.7 地上海上観測を行う加盟国・地域は、中間標準時及び追加標準時にもこれを行わなければならない。


  注：中間標準時による3時間間隔の達成がいくつかのアプリケーション領域に価値をもたらす一方で、追加標準時による1時間間隔の達成は、多くのアプリケーション領域にさらなる価値をもたらす。


  5.2.8 船舶上における運用上の困難によって主標準時における地上海上観測が実施できないときには、実際の観測時刻は、可能な限り主標準時に近付けられなければならない。


  5.2.9 暴風雨状況が迫り若しくは拡大したとき又はその他突発的かつ危険な気象・海象の発生に遭遇したときは、地上海上観測は、可能な限り速やかに、かつ主標準時より高い頻度で実施され、その成果が通報されなければならない。


  注：


  1. 暴風雨状況とは、ビューフォート階級10以上のときをいう。


  2. 海上における人命の安全のための国際条約に基づく船舶による特別な通報の提供に関連する詳細な指示については、気象通報（WMO-No. 9）D巻を参照。


  3. 観測所/プラットフォームの中には、これら随時の観測を行うことについて他より優れたものもある。


  5.2.10 加盟国・地域は、地上海上観測の成果を即時的に通報及び供用するものとする。


  注：一定の場合において、遠隔海域からの通信に係る補給管理の都合上、これができないこともありうる。


  海水位観測


  5.2.11 加盟国・地域は、その海岸に沿って海水位観測所のネットワークを構築しなければならない。


  注：


  1. こうしたネットワークの設計は、WMO及びそのパートナーからの要求事項を考慮し、また、高潮・津波・潮位の観測・予測、気候の傾向等の課題に対処するものとなる。


  2. IOCマニュアル及びガイドNo. 14第IV巻（海水位測定・解釈マニュアル、WMO/TD-No. 1339, JCOMM Technical Report No. 31）に指針を見出すことができる。


  5.2.12 加盟国・地域は、主標準時に及び極端な条件下にあっては可能な限り速やかにかつ頻繁に海水位観測を行わなければならない。


  注：極端な条件としては、津波及び高潮に係る事象等がある。


  研究目的及び特殊目的の船舶観測所


  5.2.13 研究目的及び特殊目的の船舶を運用する加盟国・地域は、このような船舶全てがWIGOS観測所/プラットフォームとなるよう募られることを保証しなければならない。


  注：このような船舶は、価値ある観測成果を供給することができ、また、WMOと国連教育科学文化機関政府間海洋学委員会とが合意した手順に従って、可能な限り多くの地上気象観測及び高層気象観測並びに変温層以深までに至る海面下の観測の成果を供給することを奨励される。


  附録5.3 高層気象観測所に特有の性質


  注：指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部3.3並びに測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第12章及び第13章に記載されている。


  5.3.1 加盟国・地域は、高層気象観測所/プラットフォームのネットワークを確立しなければならない。


  5.3.2 高層気象観測を行う加盟国・地域は、添付文書5.1の表に掲げられた気象要素を可能な限り多く観測しなければならない。


  5.3.3 加盟国・地域は、その高層気象観測所の少なくとも一部において高層気象シノプチック観測を行わなければならない。


  注：標準時における標準的な要素のセットの収集は、長年、シノプチック観測と称されてきた。高層気象シノプチック観測は、かつてラジオゾンデシステム等の気球搭載システムによって行われてきた。現在、高層気象観測網においては、他のシステムも広範に利用されている。


  5.3.4 高層気象シノプチック観測は、次の諸量の1つ以上の垂直プロファイルを含むものとする。


  （a）風向・風速


  （b）気温


  （c）湿度


  （d）気圧


  注：


  1. 一般的に、プロファイルの垂直分解能が高いほど、利用者に供給される価値は大きくなる。垂直分解能についての要求事項は、OSCAR/Requirementsデータベースにおいて文書化されており、対流圏低層、対流圏高層及び成層圏低層に分けて記述されている。


  2. 一般的に、上記全ての量のプロファイルは、単一の量のプロファイルよりも大きな価値をもたらす。特に、ラジオゾンデによるプロファイルの価値は高い。


  3. 熱帯においては、高層風プロファイル観測が優先事項とされる。


  4. 気圧は、かつて高度座標として用いられてきたが、非静力学アプリケーションにとっても有用なものとなりうる。


  5.3.5 高層気象シノプチック観測は、プロファイル内の各観測値に高度を含むものとする。


  注：様々な技術が高度決定のために様々な手法を用いている。最近の全球航法衛星システムは、精密な高度決定を可能にしているが、ラジオゾンデが気圧も通報することは、依然として望ましい。


  5.3.6 高層気象シノプチック観測は、プロファイル内の各観測値に正確な時刻及び水平位置を含まなければならない。


  5.3.7 高層気象シノプチック観測は、主標準時に行われて通報されなければならない。


  5.3.8 高層気象シノプチック観測は、少なくとも0000及び1200UTCに行われて通報されるものとする。


  5.3.9 気球追跡システムを利用する加盟国・地域について、放球時刻は、プロファイル観測の公称時刻が飛行の中間点に近くなるようにされなければならない。


  注：気球の飛行は、一般的に1時間を超える期間に及ぶが、その結果たるプロファイル観測は、「0000UTCの飛行」又は「1200UTCの飛行」といった名前で識別される。これは、プロファイル観測の公称時刻であるが、放球時刻は、公称時刻よりも30分ないし45分前であり、あるいは気球がより高い高度まで上昇することが期待されているときは、さらに前となる。


  5.3.10 加盟国・地域は、適切な船舶に高層気象シノプチック観測の成果を供給するための装備をさせることを検討しなければならない。


  その他リモートセンシングによるプロファイラ観測所


  5.3.11 加盟国・地域は、その他のリモートセンシングによるプロファイラの設置を検討しなければならない。


  注：附録5.5で取り扱うレーダウインドプロファイラ以外にも、他の広範なリモートセンシング技術が、大気中の風及び気温のプロファイルを収集するために用いられている。測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第5章5.2は、音波サウンダ（SODAR）、電波－音波サウンディングシステム、マイクロ波放射計、レーザーレーダー（LIDAR）及び全球航法衛星システムについて、さらなる情報を掲載している。ドップラー気象レーダーも、風プロファイルの導出に用いることができる。


  大気境界層観測


  5.3.12 加盟国・地域は、大気境界層の観測を行うための観測所を設置しなければならない。


  注：


  1. これによる観測成果は、大気圏の高度1500m以上の気温、湿度、気圧及び風のプロファイルである。


  2. この情報は、大気汚染の拡散、電磁信号の伝搬、自由大気の諸量と境界層の諸量との関係、シビアストーム、雲物理学、対流力学等の研究において必要とされている。


  3. 様々な場所における限られた期間についての特定の課題に適用されうる垂直・水平サウンディングシステムのいくつかは、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部3.9.2.7及び測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第5章に記述されている。


  附録5.4 航空機気象観測所に特有の性質


  注：


  1. 本マニュアルの航空機ベースの観測についての規定のほか、技術規則（WMO-No. 49）第II巻（国際航空のための気象業務）第I部5中、航空機からの観測についての関連するICAOの規定を参照すること。


  2. 航空機気象観測所の運用についての指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部3.4及び測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第3章に示されている。


  3. 航空機観測データ中継装置（AMDAR）プログラムの確立及び運用についての指針は、航空機ベース観測ガイド（WMO-No. 1200）に示されている。


  4. 測定及びデータ処理に関するさらなる詳細及び要求事項は、AMDAR機上ソフトウェアの機能についての要求仕様（Instruments and Observing Methods, Report No. 115, Chapter 3）に掲載されている。この出版物には、AMDARソフトウェアアプリケーション及び空対地のデータフォーマットの気象に係る機能性についての標準も示されている。


  5. 関連する仕様及び指針のいくつかは、ARINC 620-8データリンク地上システム標準及びインターフェイス仕様書（DGSS/IS）に示されており、これは、気象通報の仕様を示している。


  5.4.1 加盟国・地域は、国内の航空路において運航するその登録に係る航空機によって実施される気象観測及び当該観測の成果の記録及び通報を手配しなければならない。


  注：これらの航空機ベースの観測は、殊にこれらが昼夜を通じて空間的にも時間的に充分に分散して行われれば、WMOアプリケーション領域における要求事項に対して多大な貢献をなしうる。


  5.4.2 加盟国・地域は、国際航空を支援する航空機通報の提供のためのICAOからの要求事項の遵守について、民間航空当局と協働しなければならない。


  注：こうした要求事項には、民間航空当局が航空機通報をICAOの世界空域予報センター（WAFC）へと航空通信網によって転送して、これがWIS上でWMO加盟国・地域に供用されることにもなるようにすることが含まれる。


  5.4.3 加盟国・地域は、WMOのAMDAR観測システムに参加しなければならない。


  5.4.4 AMDAR観測システムを運用する加盟国・地域は、気温、風速、風向、気圧高度及び緯度・経度の測定値並びに観測時刻を提供するものとする。


  5.4.5 AMDAR観測システムを運用する加盟国・地域は、追加的要素として、湿度又は水蒸気、乱気流、着氷及び幾何高度をAMDARの観測成果に含めなければならない。


  注：


  1. 乱気流：平均値、極大値及び事象に対応した渦消散率（EDR）―望ましい


  2. 乱気流：派生相当垂直ガスト（DEVG）―随意


  5.4.6 航空機ベースの観測成果をWISに供用する加盟国・地域は、観測データの所有者からこれを行う許可を得るものとする。


  注：


  1. 航空機ベース観測ガイド（WMO-No. 1200）附属書A及びBには、航空機ベースの観測の品質管理及び監視について詳細な情報が掲載されている。


  2. 航空機データについてのWMOリードセンターは、航空機ベースの観測の品質管理を実施し、https://community.wmo.int/activity-areas/aircraft-based-observations/data/monitoringにおいて監視情報を加盟国・地域に供用している。


  5.4.7 AMDAR観測システムを運用する加盟国・地域は、機上データの品質管理がWMOの仕様に従って適用されることを保証するものとする。


  注：航空機ベース観測ガイド（WMO-No. 1200）1.8及び同附属書Aにさらなる詳細が掲載されている。


  5.4.8 AMDARその他の航空機ベースの観測システム等の何らかの情報源から航空機ベースの観測成果を受信してこれを処理する加盟国・地域は、WMOの仕様に従って当該データをWISを通じて供用するものとする。


  注：加盟国・地域は、航空機ベース観測ガイド（WMO-No. 1200）に説明されているICAOに関連する観測成果を取り扱うための特別な要求事項を意識する必要がある。これには、航空機ベースの観測成果のエンコード及びWISへの提供についての指針もある。


  5.4.9 何らかの情報源からの航空機ベースの観測成果を受信及び処理してWISに供用する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って観測メタデータを記録、保持及び供用するものとする。


  注：さらなる詳細は、航空機ベース観測ガイド（WMO-No. 1200）第1.10節及び同附属書Dに掲載されている。関連するメタデータとしては、次に掲げる観測データの諸相及び諸要素に関係するもの等がある。


  （a）航空機の型式及び種類


  （b）可能な限りの時及び場所について、機載センサ及びその設置方法、校正並びに運用上の課題及び欠陥


  （c）通報される値を作成するためのデータ処理に用いられる特定のソフトウェア及びアルゴリズム


  （d）品質管理プロセス、データ通信に係る慣行、データ処理及び配信センターに関連するメタデータ


  5.4.10 加盟国・地域は、関連するWMOの全球又は地区の航空機ベース観測（ABO）リードセンター及びWMOの航空機ベース観測の担当部署に、観測成果の通常の品質又は利用性における不具合を報告しなければならない。


  注：航空機ベース観測ガイド（WMO-No. 1200）に、さらなる詳細が掲載されている。本マニュアル2.4.5も参照。


  5.4.11 航空機ベースの観測成果を国際的に供用する加盟国・地域は、観測成果の品質に悪影響を及ぼす課題及びインシデントの検知、連絡及び適時の修正のための手順を確立するものとする。


  5.4.12 AMDAR、ICAOその他の航空機ベースの観測システム等の何らかの情報源からの航空機ベースの観測成果を受信してこれを処理する加盟国・地域は、当該観測成果をWISに供用するものとする。


  5.4.13 何らかの情報源からの航空機ベースの観測成果を受信及び処理してWISに供用する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って観測メタデータを供用するものとする。


  附録5.5 レーダウインドプロファイラ観測所に特有の性質


  注：


  1. ウインドプロファイラの観測成果は、ドップラーライダー、ドップラーソーダー、ドップラー気象レーダー等、レーダウインドプロファイラ以外の広範なリモートセンシングシステムによっても提供されうる。


  2. 地上ベースのリモートセンシングによるプロファイリングの技術及びシステムについての一般的な説明は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第5章5.2、特にレーダウインドプロファイラについては5.2.2に掲載されており、その運用についての指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部3.9に掲載されている。


  5.5.1 加盟国・地域は、その高層気象観測所のネットワーク内にレーダウインドプロファイラ（RWP）観測所を設置することを検討しなければならない。


  5.5.2 RWPを運用する加盟国・地域は、電波周波数の利用についての国内的な規制を遵守するものとする。


  注：


  1. 電波周波数の利用についての広範な情報は、気象学のための電波帯域の利用に関する手引書：気象、水及び気候の監視及び予測（WMO-No. 1197）に掲載されている。


  2. 1997年の世界無線通信会議（WRC-97）決議事項217は、RWPに対する周波数割当ての基礎である。


  3. 電波周波数調整への参加ガイド（WMO-No. 1159）に、さらなる情報が掲載されている。


  4. システムの選択にあたっての物理的制約については、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第II巻第5章5.2.2に記述がある。RWPの垂直方向の観測範囲は、運用周波数と強く関係している。


  5.5.3 RWPを運用する加盟国・地域は、水平風ベクトル観測を行うものとする。


  5.5.4 RWPを運用する加盟国・地域は、風の垂直成分の観測を行わなければならない。


  5.5.5 加盟国・地域は、60分以下の時間間隔で水平風を取得してその成果を提供できるように、そのRWPを連続的に運用するものとする。


  注：利用者からの要求事項及び当該観測が支援しようとするアプリケーションに応じて、5分あるいは10分といった短い時間間隔によるデータの取得が望ましいとされ、あるいは要求されることがある。このとき、利用者は、一定の大気条件においてはデータの品質が低下する可能性があることに注意しなければならない。


  5.5.6 RWPの観測成果を国際交換する加盟国・地域は、検知した大きなインシデントについて、可能な限り早急に世界中の観測成果の受信者に報告し、また、当該インシデントから復旧したときは、WIGOSに基づくインシデント管理システムに従って、その旨報告するものとする。


  注：


  1. 大きなインシデントとは、長期間にわたって、欠測、あるいは著しい不確かさ、垂直観測範囲の減少といった観測成果の品質低下を生じさせうるもののことである。


  2. 内的要因に関係するもの等、インシデントの中には、自動的に検知することができて、世界中の観測成果の受信者に遅滞なく報告されるべきものがある。他のインシデントは、遅れて、あるいは定期点検によって検知されることがあり、これに応じて報告されなければならない。自動インシデント検知は、内蔵式の試験装置又は外部の監視システムのいずれを使用しても実施されうる。RWPのシステム及びネットワークの性能及び健全性を監視するために、中枢化されたシステムを用いることができる。


  3. インシデントに対応して、可能な限り速やかに、事象の分析及び記録を含む是正措置がとられることが重要である。


  5.5.7 RWPの観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って事後保守及び予防保守の詳細を記録及び報告しなければならない。


  5.5.8 RWPの観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って点検の結果を記録及び報告するものとする。


  5.5.9 RWPの観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って校正の詳細を記録及び報告するものとする。


  注：風の決定に空間アンテナ法を用いている場合、関連する校正の詳細には、統計的バイアス補正の適用が含まれる。


  附録5.6 気象レーダー観測所に特有の性質


  注：気象レーダーについての一般的な記述は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第7章に示されており、運用についての指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部第3.9.2.1に掲載されている。


  5.6.1 加盟国・地域は、国内的に、また、他の加盟国・地域との協働によって、気象レーダー観測所のネットワークを確立しなければならない。


  注：合成画像等の情報を支援に対応するために、気象レーダーの観測成果の交換についての要求事項は、WMO加盟国・地域の間において増大しつつある。


  5.6.2 気象レーダーを運用する加盟国・地域は、電波周波数の利用についての国内的な規制を遵守するものとする。


  注：電波周波数の利用についての広範な情報は、気象学のための電波帯域の利用に関する手引書：気象、水及び気候の監視及び予測（WMO-No. 1197）及び電波周波数調整への参加ガイド（WMO-No. 1159）に掲載されている。


  5.6.3 気象レーダーを運用する加盟国・地域は、水平偏波信号を送受信できるレーダーを運用するものとする。


  5.6.4 加盟国・地域は、水平偏波信号及び垂直偏波信号をともに送受信できる気象レーダーを運用しなければならない。


  注：このようなレーダーは、二重偏波レーダー又は偏波レーダーとして知られている。


  5.6.5 加盟国・地域は、その気象レーダーがレーダー反射係数の観測値を供給することを保証するものとする。


  5.6.6 加盟国・地域は、その単偏波気象レーダーが次の観測値を供給することを保証しなければならない。


  （a）動径速度


  （b）スペクトル幅


  5.6.7 加盟国・地域は、その二重偏波機能を持つ気象レーダーが次の観測値を供給することを保証しなければならない。


  （a）反射因子差


  （b）交差偏波相関係数


  （c）位相差


  （d）特定位相差


  注：


  1. 気象レーダーによる観測成果についてのさらなる情報は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第7章表7.1、7.2及び7.4にある。


  2. 気象レーダーの運用は、運用及び保守に係る要員並びに周囲のコミュニティに安全上の問題を生じさせることがある。よって、適切な安全手順を保証する要求事項は特に関連性がある。通常、現場における気象レーダーについての安全上の問題としては、高電圧、電磁波曝露、閉所作業、重量物の持上げ、動く構成物、高所へ登って作業すること等がある。測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第7章7.8.1に、さらなる情報が掲載されている。


  5.6.8 気象レーダーを運用する加盟国・地域は、15分以下の間隔で観測成果を供用しなければならない。


  注：


  1. 加盟国・地域の領域内の気象レーダーの運用において、季節的な変動がありうることがわかっている。上記の推奨される通報の頻度は、当該レーダーが運用されている期間について適用される。


  2. 気象レーダー観測を含む全ての観測に関連するメタデータを供用するための要求事項は、第2.5節に掲載されている。


  5.6.9 気象レーダーを運用する加盟国・地域は、その観測成果が品質を確保されたものであることを保証するものとする。


  注：


  1. 第2.4.3項及び第2.6節の規定を参照。


  2. 気象レーダーについては、品質管理の手順が、気象レーダーの観測成果の定性的な利用及び特に定量的な利用をともに改善することとなる。


  3. 当該手順は、可能な限り、（a）データの品質の特性把握を可能にするための、内的要因及び外的要因の双方についての品質管理を、また、（b）関連する観測成果とともに受信者に提供される、用いられた品質管理手法の記録を含むものとなる。測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第III巻第7章7.9に、さらなる情報が掲載されている。


  5.6.10 気象レーダーを運用する加盟国・地域は、気象レーダーの観測成果を国際交換に供しなければならない。


  注：標準的なWMOデータフォーマットは、策定中である。これは、気象レーダーの即時的な観測成果及びメタデータが利用者からの要求事項に従って示され、また交換されうることを保証するものとなる。


  5.6.11 観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って、頻繁に変化するメタデータを、観測成果とともに即時的に供給するものとする。


  注：こうしたメタデータとしては、校正、タイミング、ビーム角その他のシステムの設定についての情報等がある。


  5.6.12 気象レーダーの観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って、低い頻度で変化する観測メタデータを、WMOレーダーデータベースに提供するものとする。


  注：加盟国・地域は、観測成果が交換されていないものを含むその全ての気象レーダーについて、低い頻度で変化する観測メタデータをWMOレーダーデータベース（https://community.wmo.int/activity-areas/weather-radar-observations/wrd-maintenance）に提供することを強く奨励される。


  5.6.13 気象レーダーの観測成果を国際交換する加盟国・地域は、検知した大きなインシデントについて、世界中の観測成果の受信者に報告し、また、当該インシデントから復旧したときは、WIGOSに基づくインシデント管理システムに従って、その旨宣言するものとする。


  注：


  1. 大きなインシデントとは、長期間にわたって、欠測、あるいは著しい不確かさ、垂直観測範囲の減少といった観測成果の品質低下を生じさせうるもののことである。


  2. 内的要因に関係するもの等、インシデントの中には、自動的に検知することができて、世界中の観測成果の受信者に遅滞なく報告されるべきものがある。他のインシデントは、遅れて、あるいは定期点検によって検知されることがあり、これに応じて報告されなければならない。自動的な検知は、内蔵式の試験装置及び/又は外部の監視システムによって容易になる。


  5.6.14 加盟国・地域は、建設又は障害物の生長を防ぐことによって、そのレーダーの覆域を確保しなければならない。


  注：広い地域にわたる物件によってレーダーの露出が損なわれ、覆域の減少をもたらすことがあることから、広範な利害関係者との交渉及び法的な合意が必要になることがある。露出は、新たなレーダー観測所を設置するときに最もよく達成される。


  5.6.15 気象レーダーの観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って事後保守及び予防保守の詳細を記録及び報告するものとする。


  5.6.16 気象レーダーの観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って点検の結果を記録及び報告するものとする。


  5.6.17 気象レーダーの観測成果を交換する加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って校正の詳細を記録及び報告するものとする。


  注：関連する詳細としては、校正に係る諸量及びその設定又は水準、校正定数を伴う気象レーダー方程式の各項等がある。


  附録5.7 全球気候観測システムに貢献する観測所に特有の性質


  5.7.1 加盟国・地域は、GCOS事務局と協議して、全球気候観測システム（GCOS）地上観測網（GSN）及びGCOS高層観測網（GUAN）の一部たる観測所を設置しなければならない。


  注：


  1. 詳細は、GCOS地上観測網（GSN）及びGCOS高層観測網（GUAN）ガイド（GCOS–144、WMO/TD No. 1558）に掲載されている。


  2. データの僅少な地域に対する配慮が必要である。


  3. GCOS構想観測網は、附録5.3に記述されている高層気象観測網のサブセットである。


  5.7.2 加盟国・地域は、長期的な高品質の気候記録を供給するために、GCOS基準高層観測網（GRUAN）も確立してこれを維持しなければならない。


  5.7.3 加盟国・地域は、GSN及びGUANの観測所において観測プログラムを実施するにあたっては、2.2.2.2に従ってGCOSの気候監視に関する諸原則を遵守しなければならない。


  5.7.4 加盟国・地域は、GUAN観測所を運営するときは、次の慣行を遵守しなければならない。


  （a）実施可能であれば5hPa高度を目指しつつ、少なくとも30hPa高度までという上昇高度についてのGCOSの要求事項に留意して、サウンディング範囲は可能な限り高くまで達しなければならない。


  （b）各月少なくとも25日間におけるサウンディングというGUANの要求事項を満足させるために、失敗の際には、即時に再放球が行われる。


  （c）ラジオゾンデのセンサは、使用の直前に制御された環境下で点検される。


  注：測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第I巻第12章12.7に詳細が掲載されている。


  GCOS基準高層観測網観測所


  注：GRUAN観測場に要求される慣行は、GCOS基準高層観測網観測所（GRUAN）マニュアル（GCOS-170, WIGOS Technical Report No. 2013-02）に詳述されているとおり、観測網中の観測場の様々な機能を取り込みながら基準品質による大気柱の観測成果を供給するという、GRUANの基本目標を反映したものである。しかし、GRUAN観測地点における測定プログラムの認定は、当該観測場がGRUANマニュアルに概説された義務的な慣行をどの程度遵守しているかについての検討を超えて、これが観測網にもたらす付加価値を考慮するものである。この付加価値は、GCOS基準高層観測網観測所に関する作業部会を構成する専門家によって評価され、その判定は、考慮事項8.17から8.26まで（GCOS基準構想観測網（GRUAN）マニュアル（GCOS-170, WIGOS Technical Report No. 2013-02）第8章）を指針としている。GRUANマニュアルは、これに詳述されたプロトコルを達成する方法について指針を示すさらに詳細なGCOS基準高層観測網観測所（GRUAN）ガイド（GCOS-171, WIGOS Technical Report No. 2013-03）によって、また、GRUANのWebサイトhttp://www.gruan.orgに掲載された一連の技術文書によって補足されている。


  5.7.5 認定されたGRUAN観測所を有する加盟国・地域は、GCOS基準高層観測網観測所（GRUAN）マニュアル（GCOS-170, WIGOS Technical Report No. 2013-02）に詳述されているところにより、諸原則及び諸手順に従うものとする。


  5.7.6 GCOS基準高層観測網観測所（GRUAN）に貢献する観測所は、GRUAN観測地点の評価・認定プロセスを実施するものとする。


  5.7.7 GRUAN内の観測所は、中枢処理施設において測定値を処理したり将来的には基準観測値へと再処理したりできるように、充分な生データ及びメタデータを収集及びアーカイブするものとする。


  注：最小限のこととして、GRUAN観測所のメタデータは、観測全体の手順、測定の不確かさ及びこれを国際的に採用されたトレーサブルな標準へと紐付ける方法を含む。


  5.7.8 加盟国・地域は、GRUAN観測所における測定系列の長期的な均質性を保証するものとする。


  5.7.9 加盟国・地域は、そのGRUAN観測所を、GRUAN観測網全体にわたる測定の均質性を保証するような方法によって運用するものとする。


  5.7.10 加盟国・地域は、そのGRUAN観測所が気球搭載システムについて地上における飛揚前点検を実施することを保証するものとする。


  注：地上から始まる垂直プロファイルを供給する他の測器は、正確な運用を保証するために定期的な点検を必要とする。


  5.7.11 加盟国・地域は、測定の不確かさの要因を評価するために、GRUAN観測地点から高品質の平行測定の結果が提供されることを保証するものとする。


  注：詳細な指示及び指針は、GCOS基準高層観測網観測所（GRUAN）マニュアル（GCOS-170, WIGOS Technical Report No. 2013-02）及びGCOS基準高層観測網観測所（GRUAN）ガイド（GCOS-171, WIGOS Technical Report No. 2013-03）に示されている。


  添付文書5.1 観測されるべき気象要素の量


  
    
      
        	
          No.
        

        	
          量
        

        	
          地上陸上シノプチック/基本観測
        

        	
          地上海上気象観測
        

        	
          気候アプリケーションのための地上観測
        

        	
          航空気象のための地上観測
        

        	
          農業気象のための地上観測
        

        	
          高層気象観測
        
      


      
        	

        	
          [g]
        

        	
          [a]
        

        	
          [b] [f] [i]
        

        	
          [c]
        

        	
          [d]
        

        	
          [e]
        

        	
          [h]
        
      


      
        	
          1
        

        	
          気圧
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X [8]
        

        	
          X
        

        	
          [X] [9]
        
      


      
        	
          2
        

        	
          気圧の傾向及び特徴
        

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          3
        

        	
          気温
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          [X]
        
      


      
        	
          4
        

        	
          気温の極値
        

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          5
        

        	
          湿度
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X [12]
        

        	
          [X]
        
      


      
        	
          6
        

        	
          地上風/水平風
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          [X]
        
      


      
        	
          7
        

        	
          突風の風速
        

        	
          [X]
        

        	
          [X]
        

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	
          [X]
        

        	
      


      
        	
          8
        

        	
          乱気流の種類及び強さ
        

        	

        	

        	

        	

        	

        	
          [X]
        
      


      
        	
          9
        

        	
          現在天気及び過去天気
        

        	
          {X}
        

        	
          {X}
        

        	
          {X}
        

        	
          {X}
        

        	
          {X}
        

        	
      


      
        	
          10
        

        	
          特異な現象
        

        	
          [{X}]
        

        	
          [{X}]
        

        	
          [{X}]
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          11
        

        	
          発光現象（*）
        

        	
          [X]
        

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	
          [X]
        

        	

        	
          [X]
        
      


      
        	
          12
        

        	
          雲量及び雲形（*）
        

        	
          {X}
        

        	
          {X}
        

        	
          {X}
        

        	
          {X} [2]
        

        	
          X [10]
        

        	
          [X]
        
      


      
        	
          13
        

        	
          減光プロファイル/雲底（*）
        

        	
          {X}
        

        	
          {X}
        

        	
          X
        

        	
          X [5]
        

        	

        	
          [X]
        
      


      
        	
          14
        

        	
          視程
        

        	
          {X}
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X [3]
        

        	
          X
        

        	
      


      
        	
          15
        

        	
          降水量
        

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	
          X
        

        	

        	
          X
        

        	
      


      
        	
          16
        

        	
          降水の有無
        

        	
          {X}
        

        	
          X
        

        	

        	

        	

        	
      


      
        	
          17
        

        	
          降水強度
        

        	
          [X]
        

        	

        	

        	
          [X] [4]
        

        	

        	
      


      
        	
          18
        

        	
          蒸発及び蒸散
        

        	

        	

        	

        	

        	
          X
        

        	
      


      
        	
          19
        

        	
          地面の状態
        

        	
          [X]
        

        	

        	
          X
        

        	
          X [13]
        

        	

        	
      


      
        	
          20
        

        	
          積雪深
        

        	
          [X]
        

        	
          [X] [1]
        

        	
          X
        

        	
          [14]
        

        	

        	
      


      
        	
          21
        

        	
          土壌温度
        

        	
          [X]
        

        	
          N/A
        

        	
          X
        

        	

        	
          X
        

        	
      


      
        	
          22
        

        	
          土壌水分
        

        	

        	

        	
          X
        

        	

        	
          X
        

        	
      


      
        	
          23
        

        	
          日照時間及び/又は日射量
        

        	
          [X]
        

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	

        	
          X [11]
        

        	
      


      
        	
          24
        

        	
          正味日射量
        

        	

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          25
        

        	
          放射量（各種要素）
        

        	

        	

        	
          X
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          26
        

        	
          海面温度
        

        	

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X [15]
        

        	

        	
      


      
        	
          27
        

        	
          波の周期
        

        	

        	
          X
        

        	

        	

        	

        	
      


      
        	
          28
        

        	
          波高
        

        	

        	
          X
        

        	
          X
        

        	
          X [15]
        

        	

        	
      


      
        	
          29
        

        	
          波の進行方向
        

        	

        	
          X
        

        	

        	
          X [15]
        

        	

        	
      


      
        	
          30
        

        	
          海氷及び/又は船舶上部構造物への着氷
        

        	

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          31
        

        	
          移動式海上観測所/プラットフォームの進路及び速度
        

        	

        	
          X
        

        	

        	
          X
        

        	

        	
      


      
        	
          32
        

        	
          海水位
        

        	

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	

        	

        	
      


      
        	
          33
        

        	
          逆転層/混合層の高度（*）
        

        	

        	

        	

        	

        	

        	
          [X]
        
      


      
        	
          34
        

        	
          着氷率
        

        	

        	

        	

        	

        	

        	
          [X]
        
      


      
        	
          35
        

        	
          農業のための追加的な諸量（下記に列記のとおり）
        

        	

        	

        	

        	

        	
          [X]
        

        	
      


      
        	
          36
        

        	
          海面熱流束
        

        	

        	
          [X]
        

        	
          X
        

        	

        	

        	
      

    
  


  注：


  X　この記号は、当該量の観測が義務的なものであることを示す。


  {X}　この記号は、有人観測所において観測される量が自動観測所においては適切に観測されえないことを示す。


  [X]　この記号は、当該量が、可能であれば、あるいは地区協会の決議によって指定されていれば観測されるべきものであることを示す。


  [a]　世界気象監視に関連する気象・気候アプリケーションのためのWMOからの全球的な要求事項


  [b]　気象・気候・海洋アプリケーションのためのWMOからの全球的な要求事項。これら大気圏内又は海面において測定される全ての量は、実用目的のために必要とされる気象観測の成果である。


  [c]　GCOSが支持する気候委員会からの要求事項（環境実務ガイド（WMO-No. 100）及び気候のための全球観測システム：実施上のニーズ（GCOS-200）を参照）


  [d]　ICAOが支持する航空気象委員会からの要求事項


  [e]　農業気象委員会からの要求事項（農業気象実務ガイド（WMO-No. 134）を参照）


  [f]　このような観測は、陸上の沿岸観測所及び地上海上観測所において行われることとなる。


  [g]　技術が利用可能なものであるとき（有人又は自動による）。


  [h]　世界気象監視に関連する気象・気候アプリケーションのためのWMOからの全球的な要求事項。ほとんどの場合、この列の記載事項は、関連する量の垂直プロファイルの観測成果を示す。


  [i]　一部の観測所/プラットフォームには、技術的な制約から、義務的な要素の全てを測定する機能がないこともある。


  [1]　積雪又は海氷


  [2]　全ての雲形ではなく、乱気流に関係するもの（積乱雲及び塔状積雲）のみ。


  [3]　航空用途のための視程（気象光学的視距離（MOR）とは異なる）


  [4]　主観的な意味での現在天気の要素として含まれている。


  [5]　雲底のみ。


  [6]　船舶のヘリコプター甲板についてのもの。


  [7]　地表放射収支


  [8]　QNH及び/又はQFE


  [9]　高度を決定するため。


  [10]　曇り具合のみ。


  [11]　農業気象については、「日長」も。


  [12]　葉の湿り度及び露を含む。


  [13]　滑走路の状態は、地面の状態とは異なる量であり、METAR/SPECIにおいて通報される。


  [14]　航空のための要求事項は、現在天気に係る量の一部として降雪の強さを通報することである。また、滑走路上の雪の量は、積雪の深さ及び摩擦係数からみた滑走路の状態についての補足情報として通報される。この要求事項は、2020年11月4日まで維持される（これを含めることは、気象条件及び観測の方法に応じた条件付きである。ICAO Doc 8896中の説明とともに技術規則（WMO-No. 49）第II巻を参照）。


  [15]　海面温度及び海況又は有義波高は、補足情報として通報される（これを含めることは、気象条件及び観測の方法に応じた条件付きである。ICAO Doc 8896中の説明とともに技術規則（WMO-No. 49）第II巻を参照）。


  （*）実際には高層気象観測。


  農業のための追加的な諸量


  1. 加盟国・地域は、農業気象を支援する観測所において、他に行われている気象観測に加えて、次のものの全部又は一部を含む観測プログラムを実施しなければならない。


  （a）物理環境の観測


  （i）地面近くの層内の様々な高さ（地面から優勢な植生の上限の約10m上の高さまで）における空気の温度及び湿度。これらの気象要素の極値を含む。


  （ii）深さ5、10、20、50及び100cm並びに特別な目的のための追加的な深さ並びに森林地域における土壌温度


  （iii）深さ5、10、20、50及び100cm並びに特別な目的のための追加の深さ並びに深層の土壌における土壌内の水（体積含水率）。重量法を用いるときは、少なくとも3回の再現測定を行う。


  （iv）低層における乱気流及び空気の混合（様々な高度における風の測定を含む。）


  （v）水門気象及び水収支に係る諸要素（ひょう、露、霧、土壌及び開放水面からの蒸発量、作物又は植物からの蒸散、降水捕捉率、流出、地下水面等）


  （vi）日照時間、全天放射量及び正味放射量並びに自然植生、作物及び土壌における放射収支（24時間分）


  （vii）霜、ひょう、干ばつ、洪水、強風、極端な暑熱、乾風等、作物に直接的な損害を与える気象状況の観測


  （viii）砂塵嵐、降水侵食、大気汚染及び酸沈着並びに森林・ブッシュ・草原の火災によって生じた損害の観測


  （ix）気候変動プロセスを背景とした温室効果ガス濃度及びフラックスの観測


  （b）生物学的性状の観測


  （i）生物季節観測


  （ii）生長の観測（生物と気候との関係性の確立が必要なとき）


  （iii）動植物生産物の定性的及び定量的な収穫量の観測


  （iv）気象による直接的な作物及び家畜の損害（霜、ひょう、干ばつ、洪水、強風等による悪影響）の観測


  （v）疾病及び感染症によって生じた損害の観測


  （vi）砂塵嵐及び大気汚染並びに森林・ブッシュ・草原の火災によって生じた損害の観測


  2. 加盟国・地域は、主標準時において、物理環境についての農業気象観測を行わなければならない。


  3. 加盟国・地域は、少なくとも2ないし3日毎に、あるいは顕著な変化の発生と同じ頻度で、生物学的性状についての農業気象観測を定期的に行わなければならない。
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          量
        

        	
          GCOSのための必須気候変数（ECV）
        

        	
          注意事項
        
      


      
        	

        	

        	
          [a]
        

        	
          [c]
        
      


      
        	
          1
        

        	
          気圧
        

        	
          ECV
        

        	
          観測所の標高における気圧及びこれを平均海面（MSL）へと更正したもの
        
      


      
        	
          2
        

        	
          気圧の傾向及び特徴
        

        	

        	
          観測所の標高における気圧の連続的な測定値から導かれる。
        
      


      
        	
          3
        

        	
          気温
        

        	
          ECV
        

        	
          草地上の最低気温を含む、様々な高さにおけるもの
        
      


      
        	
          4
        

        	
          気温の極値
        

        	

        	
          最高気温及び最低気温
        
      


      
        	
          5
        

        	
          湿度
        

        	
          ECV
        

        	
          露点又は氷結点、質量混合比、液体含水量、直接測定された又は露点温度及び気温から算出された相対湿度並びに水蒸気圧
        
      


      
        	
          6
        

        	
          地上風/水平風
        

        	
          ECV
        

        	
          地上10mにおける3次元の風ベクトルの水平成分。10分間平均して極座標系（風速及び風向）又はカルテシアン座標（南北及び東西）によって表わされる。
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          突風の風速
        

        	

        	
          地上風の連続的な測定による。
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          乱気流の種類及び強さ
        

        	

        	
      


      
        	
          9
        

        	
          現在天気及び過去天気
        

        	

        	
          国際雲図帳―雲その他の天象の観測に関するマニュアル（WMO-No. 407）、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）及び航空アプリケーションについては技術規則（WMO-No. 49）第II巻に記述されたところによる、降水、浮遊粒子若しくは風の中の粒子又はその他の所定の光学現象若しくは電気的な現象等、観測可能な大気中の現象の定性的な表現
        
      


      
        	
          10
        

        	
          特異な現象
        

        	

        	
          特異な現象の観測についてのさらなる指針は、全球観測システムガイド（WMO-No. 488）第III部第3.2.2.2.11に示されている。
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          雲量及び雲形（*）
        

        	
          ECV
        

        	
          国際雲図帳―雲その他の天象の観測に関するマニュアル（WMO-No. 407）に定義されたところによる、雲量及び雲形
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          減光プロファイル/雲底（*）
        

        	
          ECV
        

        	
          減光プロファイルから算出される雲底高
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          視程
        

        	

        	
          MORに等しく、3/σと定義される。
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          降水量
        

        	
          ECV
        

        	
          液体の水に相当する（質量/面積）又は（体積/面積）として表わされる。降水強度の連続的な測定値から算出することができる。0.01mmより少ないときは、「ごくわずか（trace）」と表わされる。
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          降水の有無
        

        	
          ECV
        

        	
          降水強度が0.001mm/hを超えるとき
        
      


      
        	
          17
        

        	
          降水強度
        

        	

        	
          液体の水に相当する（質量/面積/時間）又は（体積/面積/時間）として表わされる。0.01mm/hより少ないときは、「ごくわずか（trace）」と表わされる。
        
      


      
        	
          18
        

        	
          蒸発及び蒸散
        

        	
          ECV
        

        	
      


      
        	
          19
        

        	
          地面の状態
        

        	

        	
          積雪
        
      


      
        	
          20
        

        	
          積雪深
        

        	
          ECV
        

        	
          雪に相当する水の量でもある。
        
      


      
        	
          21
        

        	
          土壌温度
        

        	

        	
          様々な深さにおけるもの
        
      


      
        	
          22
        

        	
          土壌水分
        

        	
          ECV
        

        	
          様々な深さにおけるもの
        
      


      
        	
          23
        

        	
          日照時間及び/又は日射量
        

        	

        	
          入射する直接日射量120W/m2を以て日照が検知される時間に基づく期間
        
      


      
        	
          24
        

        	
          正味放射量
        

        	
          ECV(S, U) [1]
        

        	
          （熱量/面積）を以て表わされる。
        
      


      
        	
          25
        

        	
          放射量（各種要素）
        

        	
          ECV
        

        	
          基準地上放射観測網（BSRN）プログラムによって定義される。
        
      


      
        	
          26
        

        	
          海面温度
        

        	
          ECV(S) [b]
        

        	
          表面温度、2m超のバルク温度等、様々な結果をもたらす多様な観測手法があることから、この量についてはメタデータが重要である。
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          波の周期
        

        	
          ECV(S) [b] [2]
        

        	
      


      
        	
          28
        

        	
          波高
        

        	
          ECV(S) [b] [2]
        

        	
      


      
        	
          29
        

        	
          波の進行方向
        

        	
          ECV(S) [b] [2]
        

        	
          極座標系において真北を参照。
        
      


      
        	
          30
        

        	
          海氷及び/又は船舶上部構造物への着氷
        

        	
          ECV(S) [b]
        

        	
      


      
        	
          31
        

        	
          移動式海上観測所/プラットフォームの進路及び速度
        

        	

        	
          極座標系において真北を参照。
        
      


      
        	
          32
        

        	
          海水位
        

        	
          ECV(S) [b]
        

        	
          MSLを参照。沿岸観測について同じ。
        
      


      
        	
          33
        

        	
          逆転層/混合層の高度（*）
        

        	

        	
      


      
        	
          34
        

        	
          着氷率
        

        	

        	
      


      
        	
          35
        

        	
          農業のための追加的な諸量（下記の列記を参照）
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          海面熱流束
        

        	
          ECV
        

        	
      

    
  


  注：


  [a]　GCOSの要求事項：S＝地上、U＝高層。気候のための全球観測システム：実施上のニーズ（GCOS-200）及びhttps://public.wmo.int/en/programmes/global-climate-observing-system/essential-climate-variablesを参照。


  [b]　この量は、全球海洋観測システム（GOOS）によって定められた必須海洋変数（EOV）でもある。http://www.goosocean.org/を参照。


  [c]　技術が利用可能なものであるとき（有人又は自動による）。


  [1]　地上について地表放射収支、高層について地球放射収支。


  [2]　これらの量は、「海況」として記述されるECV及びEOVの一部である。


  （*）実際には高層気象観測。


  6. 全球大気監視の観測コンポーネントに特有の性質


  注：第1、2、3及び4の各章の規定は、GAWを含む全てのWIGOS要素観測システムに共通のものである。本章の規定は、GAWに特有のものである。


  6.1 要求事項


  6.1.1 加盟国・地域は、地上ベースの観測所及びプラットフォーム（固定観測所、移動式プラットフォーム及びリモートセンシング）並びに宇宙ベースのプラットフォームの組合せを用いて、大気成分及び関連する物理学的諸量の観測を実施しなければならない。


  6.1.2 加盟国・地域は、そのGAW観測所を設置するときは、殊に大気成分の予報、大気成分の監視及び都市アプリケーションのための大気成分の領域においては、RRRプロセスによる要求事項を用いなければならない。


  注：


  1. 利用者からの要求事項は、利用者コミュニティとの協議及び各加盟国・地域からの情報提供を以て、各種目についての科学的諮問グループ（SAG）によるRRRプロセスを通じて定期的に見直される。RRRプロセスについては、第2.2.4項及び附録2.1に記述がある。


  2. 科学的諮問グループは、GAWの6つの重点領域について置かれており、これへの委託事項は、大気科学委員会によって定義される。


  6.1.3 加盟国・地域は、観測される各種目についてのGAWのプログラムによって定められたデータ品質目標に従わなければならない。


  6.1.4 加盟国・地域は、WMO全球大気監視（GAW）実施計画：2016-2023（GAW Report No. 228）附属書B（観測所及び観測網の定義及び運用）に定められた仕様に従って、そのGAW観測所を構築及び運用しなければならない。


  6.1.5 GAW観測所を運用する加盟国・地域は、6.2.1に概説された目的のために必要なデータ収集の安定性及び継続性を以て、長期的な、かつ中断のない運用を実施するものとする。


  6.2 設計、計画策定及び開発


  6.2.1 加盟国・地域は、利用者からの要求事項、殊に、温室効果ガス・オゾン・エーロゾルに関連する気象・気候の変動に代表される人類の大気成分に対する影響、人類及び生態系の健全性に対する大気汚染の影響並びに大気汚染物質の長距離輸送・堆積等の課題、また、大気中のオゾンの量及び気候の変化の結果としての紫外線放射の変動並びにこれに続く人類の健康及び生態系に対するこの変動の影響を含むがこれらに限られない、環境に係る主要な課題及びアプリケーション領域に関係する要求事項に対処するために、そのGAW観測網及びGAW観測所を設計し、計画し、さらに開発しなければならない。


  6.2.2 加盟国・地域は、GAW観測所における適切なプラットフォームの運用及びこれへの支援を通じて、かつ/あるいは寄与観測網を通じて、観測に貢献しなければならない。


  6.2.3 加盟国・地域は、前項のことを行うときは、GAWSISにその貢献を登録し、また、関連する世界データセンターにその観測成果を送信するものとする。


  注：GAW観測所情報システムは、GAW及び関連するプログラムにおいて運用されている観測地点・プラットフォーム・観測所の監視、観測所メタデータの提供及び固有の観測所識別子のクリアリングハウスとしての働きのための公式なカタログである。GAW観測所情報システムは、GAWの観測についてのOSCARのためのメタデータの情報源を代表する。


  6.2.4 寄与観測網を運用する加盟国・地域は、当該観測網についての説明を提供し、GAWSISにその観測所を登録し、また対応するメタデータを提供するものとする。


  6.2.5 加盟国・地域は、各種の観測の頻度及び配置が第6.2.1項によって対処される個別の課題に係る時間及び空間についての要求事項に適合することを保証しなければならない。


  6.3 測器の設置及び観測法


  6.3.1 測器に係る一般的要求事項
加盟国・地域は、その観測所において観測される諸量について推奨されている種類の測器及び観測法を用い、その他利用可能な指針に従わなければならない。


  注：


  1. 指針は、標準運用手順（SOP）及び測定ガイドラインに定められている。


  2. GAW観測場における使用に適合する測器は、各種目についてのSAGによって、安定性、正確さ及び精度について定義されている。


  3. 標準運用手順は、上記の種類の測器の運用について標準的な手法を定めている。


  4. 測定ガイドラインは、測器の如何にかかわらず、上記の種類の測定について標準的な手法を定めている。


  6.3.2 校正及びトレーサビリティ


  6.3.2.1 加盟国・地域は、校正を実施し、GAWの一次標準が利用可能であれば、これに至るトレーサビリティを維持するものとする。


  注：


  1. GAWの一次標準は、各種目についてWMOが指定した、観測網についての単一の標準である。寄与観測網にあっては、観測網による観測は、観測網の標準に至るトレーサビリティを有し、ひいてはこの標準は、GAWの一次標準に至るトレーサビリティを有する。


  2. 校正の詳細は、SOP及び測定ガイドラインに定められている。


  6.3.2.2 加盟国・地域は、観測の全球的な互換性を維持するためにGAW中枢施設を利用しなければならない。


  注：GAW中枢施設には、中枢校正研究所、世界校正センター、地区校正センター、品質保証/科学活動センター等がある。


  6.4 運用


  6.4.1 観測システムの実装の監視


  6.4.1.1 加盟国・地域は、自らが管轄するGAW観測所の運用を監視し、また、品質保証及びデータ送信について関連する手順を遵守していることを保証するものとする。加盟国・地域は、運用上の問題をその地において解決できないときは、中枢施設、SAG及び専門家チームの助力を仰ぐものとする。


  注：GAWの運用の監視において用いられる手順は、大気科学委員会（CAS）が、これに参加している加盟国・地域と協議して決定する。


  6.4.1.2 加盟国・地域は、重要な違背（欠陥）の事例を明らかにするために、関連する構成機関及びWMO事務局と協働して、GAWに係る規程類の遵守について体系的な監視を行い、その適時の解決のために対策を講じなければならない。


  6.4.2 品質保証


  6.4.2.1 加盟国・地域は、所定の品質保証に係る慣行及び手順に従わなければならない。


  注：詳細は、GAWのSOP及び測定ガイドライン並びにSAG及び中枢施設が提供するこれ以外の文書に定められている。


  6.4.2.2 加盟国・地域は、このマニュアルに定められた手順及び慣行に従って詳細なメタデータの記録を維持するものとする。


  6.4.2.3 加盟国・地域は、観測種目に応じて、相互比較、システム監査等、観測成果の品質に対する独立性のある評価に参加しなければならない。


  6.4.2.4 加盟国・地域は、世界データセンターが、その観測成果のデータ品質に対する独立性のある評価を実施できるようにするものとする。


  6.4.3 データ及びメタデータの表現及びフォーマット


  6.4.3.1 加盟国・地域は、その観測データ及び関連するメタデータを、合意された制限時間内に、当該観測所の観測種目についての関連する世界データセンターに送信するものとする。


  6.4.3.2 加盟国・地域は、その観測データ及びメタデータを送信するときは、関連する世界データセンターが定めたフォーマットを使用するものとする。


  6.5 観測メタデータ


  注：観測メタデータについての一般的事項は、第2.5節に定められている。


  6.5.1 加盟国・地域は、測器の設置、観測地点又はプラットフォーム及び校正履歴に関するメタデータを、各種目についての世界データセンター又はGAWSISからの請求に応じて提供するものとする。


  6.5.2 加盟国・地域は、GAWSIS及びいずれかの世界データセンターが要求する追加的なメタデータを提供して、これらが各加盟国・地域の観測成果を理解できるように貢献するものとする。


  6.6 品質マネジメント


  注：品質マネジメントについての一般的事項は、第2.6節に定められている。


  6.7 能力開発


  注：能力開発についての一般的事項は、第2.7節及び第4.8節に定められている。


  6.7.1 要求された標準を実装することができない加盟国・地域は、適当な中枢機関との合意を確立するか、姉妹提携というかたちでより実績のある観測所と協力関係を確立するかしなければならない。


  注：地区によっては、またGAWの種目によっては、明らかな能力の欠如があり、このとき、加盟国・地域が観測所の維持に対する支援を求められ、あるいは、既存の観測所がGAWの一部となるよう提案されることがある。このような要求又は提案は、適当なSAGの承認を経てなされる。


  6.7.2 加盟国・地域は、GAWの特定の種目の測定についての能力開発及び要員の訓練のために、可能な限りGAW訓練教育センター（GAWTEC）のプログラムを利用しなければならない。


  7. WMO水文観測システムに特有の性質


  注：第1、2、3及び4の各章の規定は、WHOSを含む全てのWIGOS要素観測システムに共通のものである。本章の規定は、WHOSに特有のものである。


  7.1 要求事項


  7.1.1 加盟国・地域は、その国内的な要求事項に従って水文観測システムを設置及び運用するものとする。


  7.1.2 加盟国・地域は、殊に水文学アプリケーション領域のために、RRRプロセスに係る要求事項を満足させるようにその水文観測システムも運用しなければならない。


  注：


  1. 水文観測システムは、技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）第D.1.1章が定めるとおり、水文観測所のネットワークを含むものであり、こうした観測所は、同第D.1.2章に掲げられた諸要素の観測を行わなければならない。


  2. 水文データの送信についての情報としては、技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）第D.1.4章[D.1.4.]1.2に「送信施設は、水文についてのデータ、予報及び警報の二国間又は多国間の協定を基礎とした国際交換のために組織されていなければならない」とあるのがみられる。WISを通じたデータの送信及び国際交換についてのさらなる規定は、技術規則（WMO-No. 49）第I巻第II部、WMO情報システムマニュアル（WMO-No. 1060）及び全球通信システムマニュアル（WMO-No. 386）に定められている。


  7.1.3 加盟国・地域は、生命及び財産の保護並びに全ての人々の福祉のためのサービスの提供のために必要なその水文データ及び水文プロダクトを、無償かつ無制約を旨として提供するものとする。


  7.1.4 加盟国・地域は、入手可能なものであれば、第7.1.2項に定めるところにより、WMOの各プログラム及び各加盟国・地域が必要とする追加的な水文データ及び水文プロダクトも提供しなければならない。


  7.1.5 全球レベルでは、WHOSが、各加盟国・地域に、全ての加盟国・地域からの準即時的な水文観測の成果へのアクセスを与えるものとする。


  注：現在、多くの加盟国・地域は、こうした観測成果をインターネットにおいて公共的に供用している。


  7.1.6 準即時的な水文観測の成果をインターネットにおいて公共的に供用している加盟国・地域は、当該観測成果をWHOSに提供しなければならない。


  7.2 設計、計画策定及び開発


  注：設計、計画策定及び開発は、全てのWIGOS要素観測システムについて共通である。


  加盟国・地域は、第2.2.4項に定めるRRRにおいて概説されたところによって実施される現用の及び計画中のWHOSの機能の再検討を考慮して、その観測網を設計及び計画しなければならない。


  7.3 測器の設置及び観測法


  7.3.1 測器に係る一般的要求事項


  7.3.1.1 加盟国・地域は、その観測所に適切に校正された測器を備え、また、これらの観測所が、水文学上の様々な要素の測定値及び観測値が水文学等のアプリケーション領域におけるニーズに対応するために充分なほど正確であることを保証するために、充分な観測・測定技術を遵守するものであるよう取り計らわなければならない。


  注：技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）は、各加盟国・地域が同附属書第II節（水位測定機器）の仕様に準拠した水位（水位高）測定のための測器を使用しなければならないと定めている。


  7.3.1.2 加盟国・地域は、河川、河口、湖沼及び貯水池の水位（水位高）の観測値における不確かさが次の値を超えないことを保証しなければならない。


  （a）一般的に、信頼水準95％で10mm


  （b）困難な条件にあっては、信頼水準95％で20mm


  注：水位（水位高）と流出量との間に固有の関係があるときは、水位（水位高）の観測値を、主に河川流水の流出量を計算するときの指標として用いる。


  7.3.2 水位観測所による水位及び流出量の観測


  注：技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）は、各加盟国・地域が、同附属書第VI節（水文観測所の設置及び運用）の仕様に準拠して水位（水位高）、流速及び流出量を測定するための水位観測所を設置及び運用しなければならないと定めている。


  7.3.2.1 加盟国・地域は、流量観測所における流出量の測定の件数が、当該観測所について流量曲線をいつでも定められるようにするものであることを保証しなければならない。


  注：


  1. 技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）は、各加盟国・地域が、同附属書第VII節（流量流積関係の決定）の定めるところにより、観測所の流量流積関係（流量曲線）を決定する手法を用いなければならないと定めている。


  2. 技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）は、各加盟国・地域が、ムービングボートによる流出量測定を実施するときは、その設備及び運用手順が同附属書第XII節（ムービングボート式流量測定法による流出量の測定）の定めるところによるものであることを保証しなければならないと定めている。


  7.3.2.2 加盟国・地域は、流れ及び地方の状況に見合った精度を以て河川の流出量を測定しなければならない。流出量の測定値の百分率による不確かさは、次の値を超えてはならない。


  （a）一般的に、信頼水準95％で5％


  （b）困難な条件にあっては、信頼水準95％で10％


  注：


  1. 技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）は、各加盟国・地域が同附属書第VIII節（流出量の測定値の不確かさの推定）の仕様に準拠して流出量の測定値を評価しなければならないと定めている。


  2. 流出量の測定は、流量曲線の安定性を確立及び検証するために行われる。水位（水位高）の観測値は、流量曲線を用いて、継続的に流出量の推定値に変換される。


  7.3.3 校正の手順


  注：


  1. 技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）は、各加盟国・地域が、同附属書第I節（直線開放水槽による流速計の校正）の定めるところによる、流速計の校正のための施設、設備及び手順の仕様を遵守しなければならないと定めている。


  2. 技術規則（WMO-No. 49）第III巻（水文学）は、各加盟国・地域が、回転部分を有する方式の流速計の運用上の要求事項、設営、校正及び維持管理が同附属書第IV節（回転部分を有する方式の流速計）の定めるところによるものであることを保証しなければならないと定めている。


  加盟国・地域は、校正の安定性を保証するために、国際標準又は国内標準に至るトレーサビリティを有する測定基準を用いて、超音波流速計を定期的に再校正しなければならない。加盟国・地域は、そのような標準が存在しないときは、校正又は検証に用いられた基準を記録しなければならない。


  注：測器の校正に関係する追加的な情報は、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻2.3.4並びに流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）第I巻5.3、6.4及び6.5にみられる。


  7.4 運用


  7.4.1 観測に係る慣行


  7.4.1.1 加盟国・地域は、その水文学上の記録を収集及び保持しなければならない。


  7.4.1.2 加盟国・地域は、自動データ処理設備によるその水文観測の成果の収集及び分析を促進するために必要な取決めをしなければならない。


  7.4.1.3 加盟国・地域は、自動的な登録ができないときは、水文学上の目的による諸種目の観測が当該要素及びその企図する目的について適切な一定の間隔を以て行われることを保証しなければならない。


  7.4.1.4 加盟国・地域は、その水文観測についての最新の目録をアーカイブに保存しなければならない。


  7.4.1.5 加盟国・地域は、一つの集水地域における観測時刻の統一性を一般的に保証しなければならない。


  7.4.1.6 加盟国・地域は、国際交換のための水文学上のデータの処理において用いられる時間単位を次のものから選択しなければならない。


  （a）グレゴリオ暦年


  （b）この暦による月


  （c）データがそれを可能にするのであれば、等時帯に基づく0時から0時までの平均太陽日


  （d）国際河川の流域又は同種の地域における流域にあっては、相互協定によるその他の期間


  7.4.1.7 加盟国・地域は、そのデータが国際交換される水位観測所については、毎年、次の特性を算出しなければならない。


  （a）水位（水位高）及び流出量の瞬間量の最大値及び日平均量の最小値


  （b）毎日の水位（水位高）の平均値及び/又は日流出量の平均値


  7.4.1.8 加盟国・地域は、洪水状況下にある河川又は可変的な制御がなされている河川について、流量図を定めるのに充分な頻度を以て特別測定を行わなければならない


  7.4.1.9 加盟国・地域は、河川の水位高の急激かつ危険な上昇があったときは、通常の観測時刻の如何にかかわらず、可能な限り速やかに、意図された運用上の利用を満足させるための観測を行い、その成果を報告しなければならない。


  7.4.1.10 加盟国・地域は、平均値ではなく瞬間値として水位（水位高）を観測してその成果を蓄積しなければならない。


  7.4.2 品質管理


  7.4.2.1 加盟国・地域は、各観測所について、また、測定、維持管理及び設備の校正に関係するメタデータを含む各要素の量について、詳細な記録を維持しなければならない。


  7.4.2.2 加盟国・地域は、その観測所及び収集されたデータに対する定期的な監査を実施しなければならない。


  7.4.2.3 加盟国・地域は、記録された水文観測の成果がアーカイブ化及び検索に適した形式に変換されることを保証しなければならない。


  注：観測成果は、最初は紙から電子的様式までの様々な媒体を用いて記録されうる。ほとんどの加盟国・地域にとってコンピュータによるアーカイブ化が標準的な慣行になるにつれて、データをその処理の初期段階において必要とされるフォーマットに変換することが有利になっている。


  7.4.2.4 加盟国・地域は、そのデータが様々な段階においてその不確かさ及び正確性を決定するための広範な確認を施されることを保証しなければならない。


  7.4.2.5 加盟国・地域は、技術開発を加速させることによって、データ処理・品質管理システムがよく整理されていることを、また、関連する要員がこれらを理解して利用するように訓練されていることを保証しなければならない。


  注：データは、単純な測定器の手作業による読取りから、様々な自動化されたデータ収集・伝送・ファイリングシステムまでにわたる多くの方法によって収集及び記録される。


  7.4.2.6 加盟国・地域は、第2.6節の定めるところにより、品質マネジメントシステムの採用を検討しなければならない。


  注：組織は、通常、独立性のある検証を行うために、認定済認証機関を利用する。


  7.4.2.7 加盟国・地域は、関連する公刊物の定めるところにより、データの処理及び品質管理を実行しなければならない。


  注：こうした公刊物としては、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻第9章、洪水予報・警報マニュアル（WMO-No. 1072）第6章及び流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）第II巻第6章等がある。


  7.4.3 観測成果及び観測メタデータの通報


  7.4.3.1 加盟国・地域は、国際的な目的のために水文についての情報を提供するときは、二国間又は多国間の協定の定めるところによってオープンテキスト又は適切なコード様式が用いられることを保証しなければならない。


  7.4.3.2 加盟国・地域は、二国間又は多国間の協定に基づく水文観測の成果の国際交換のための送信施設が設けられることを保証しなければならない。


  7.4.3.3 加盟国・地域は、即時的な交換又は探索、アクセス及び検索に対してデータを全球的に供用するために、WISメタデータ標準を遵守して水位及び流出量の観測成果を報告しなければならない。


  注：


  1. WMO情報システムは、即時的に必要とされるもの以外の水文観測の成果へのアクセスに用いられることもある。


  2. 国際コード様式による交換を統制する規則は、コードマニュアル（WMO-No. 306）第I巻に定められている。


  3. 各加盟国・地域が二国間又は多国間において排他的に交換するコード化された情報は、相互の合意によって上記以外の様式によるものとすることができる。


  7.4.4 インシデント管理


  注：インシデント管理についての一般的事項は、第2.4.5項に定められている。


  7.4.5 変更の管理


  注：変更の管理についての一般的事項は、第2.4.6項に定められている。


  7.4.6 維持管理


  7.4.6.1 加盟国・地域は、当該観測所が維持管理作業なしで機能することが期待できる期間の長さ及びデータの不確かさについての要求事項に基づいて、記録を行う観測所への訪問の頻度及び時期を決定しなければならない。


  注：


  1. 訪問の頻度と収集された結果的なデータの品質との間には関係がある。頻繁な訪問は時間及び費用を要するとはいえ、訪問の間隔が長すぎると、記録装置の頻繁な不具合、ひいてはデータの喪失が生じることがある。


  2. データ収集装置には、記録された量とそれが代表するものとの関係にぶれが生じることがあるものもある。不安定な流量流積関係式は、その例のひとつである。


  3. 年2回の訪問が絶対的な最低限であると考えられる。データが失われる可能性を低減するためには、また、堆積、破壊行為、季節的な植生の成長等の問題によってデータが大きな影響を受けるのを避けるためには、より頻繁な訪問が推奨される。


  7.4.6.2 加盟国・地域は、設備及び測定方程式を再校正するために、観測所への定期的な訪問を計画しなければならない。


  7.4.6.3 加盟国・地域は、測器の性格な動作を保証するために、訓練された人員を用いて定期的に観測所を検査しなければならない。


  7.4.6.4 加盟国・地域は、測器及び該当する場合は地方の観測者の全体的な能力を確認するために、できれば毎年、正式な文書による点検が定期的になされることを保証しなければならない。


  7.4.6.5 加盟国・地域は、観測場の定期検査にあたっては、次のことを行わなければならない。


  （a）水位高の何らかの変化を確認及び記録するための水位計基準点の測定


  （b）流量曲線の安定性の確認、また、水位計の移動が一切行われていないことを検証するための水位計と恒久的な水位基準点との関係の再確認


  （c）達成された水位測定の頻度及び特定された格付け変更の再検討


  （d）第7.4.6.8及び第7.4.6.9に定めるところによる数多くの維持管理作業の実施


  注：格付け変更の可能性及び頻度についての厳格かつ適時の分析を用いて、水位測定のための資源の配分及び優先順位付けがなされることは、データの品質にとって重要なことである。


  7.4.6.6 加盟国・地域は、データ収集が行われる地点において、記録されるデータの品質が充分なものであることが保証される充分な頻度で保守作業が実施されることを保証しなければならない。


  7.4.6.7 加盟国・地域は、もしそのような者がいれば、観測場を管轄する観測者によって以上のような活動が行われることを保証しなければならない。加盟国・地域は、検査員による維持管理作業が時おり行われることも保証しなければならない。


  7.4.6.8 加盟国・地域は、データを収集する地点全てにおいて次の維持管理作業を実施しなければならない。


  （a）測器の保守


  （b）必要に応じた測器の交換又は更新


  （c）観測成果の回収又は記録


  （d）回収された記録に対する推奨された確認の実施


  （e）伝送回線等、全ての設備の一般点検の実施


  （f）推奨された仕様に基づく当該地点の点検及び維持管理


  （g）観測所へのアクセス経路の確認及び維持管理


  （h）上記全ての活動のメモ形式による記録


  （i）土地利用及び植生の変化についてのコメント


  （j）施設の全ての部分における塵芥及び繁茂の除去


  7.4.6.9 加盟国・地域は、流出量が収集される地点において、次の保守作業を実施しなければならない。


  （a）必要に応じて、堤の安定性を確認すること。


  （b）必要に応じて、水位板の高さ及び状態を確認すること。


  （c）必要に応じて、索条等の流量測定装置を点検及び保守すること。


  （d）必要に応じて、治水施設を点検及び修理すること。


  （e）横断面を定期的に調査し、事象又は植生若しくは土地利用の変化の後には観測所の顕著な変化を写真撮影すること。


  （f）上記全ての活動及びその結果をメモ形式で記録すること。


  （g）観測場周辺又はその上流を調査し、関連する氷等の水文学上の特性における土地利用その他の大きな変化を記録すること。


  注：さらなる詳細は、流量測定マニュアル（WMO-No. 1044）第I巻4.8.8にみられる。


  7.4.6.10 加盟国・地域は、大きな洪水毎に、その直後に、当該河川の区間及び水位計の安定性を確認するために、よく訓練された技術者又は検査員に観測所を訪問させなければならない。現地の観測者がいる場合、加盟国・地域は、これを、これらの問題を確認して地域又は地方の官署に伝達するように訓練しなければならない。


  7.4.6.11 洪水が予測不可能な性質のものであることから、加盟国・地域は、洪水の測定を、定例的な巡回点検の一部として計画してはならない。


  7.4.6.12 加盟国・地域は、暴風雨シーズン又は出水期が始まる前に洪水時の行動計画を確立し、また、優先度の高い観測地点及び必要なデータの種類を指定しなければならない。


  注：ある観測地点において洪水の測定が必要なときは、先立つ乾季又は非出水期のうちに準備がなされて年毎の出水期への備えが万全にされることが理想である。


  7.4.6.13 加盟国・地域は、大きな洪水がありそうなときは、次の追加的な措置の実施を検討しなければならない。


  （a）観測地点へのアクセスの改善（必要であればヘリパッド）


  （b）一時的なキャンプ地における補給品の用意


  （c）水位測定装置の備蓄及び点検


  （d）耐水化措置をとることによる、水位記録器等の測定機器の保護


  7.4.6.14 加盟国・地域は、洪水の流量逓減期の後には、データ収集地点の安全及び保安を保証することに、また、そこに設置された測器の通常運用を回復させることに特に注意を払わなければならない。


  注：場合によっては、当該観測場の再設計及び再構築が必要になることがある。こうした作業は、洪水の結果として得られる情報を考慮に入れたものであることが望ましい。


  7.4.7 校正の手順


  注：流量曲線の決定については第7.3.2項に、流速計の校正手順については第7.3.3項に記述されている。


  7.5 観測メタデータ


  注：


  1. 観測メタデータの記述、観測メタデータの記述、記録及び保持並びに交換及びアーカイブ化についての規定は、第2.5節に定められている。これらは、WHOSを含む全てのWIGOS要素観測システムに適用される。WHOSに特有のさらなる規定を、ここに定める。


  2. 観測メタデータの詳細を、附録2.4及びWIGOSメタデータ標準（WMO-No. 1192）に示す。


  3. 組織内又は国内において、水文情報システム、観測所登録ファイル及び歴史的運用ファイル（水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻第2章2.5.2.2及び第10章10.2に示されたところによる）が、あるいは同様のレポジトリが、水文観測所及びその観測成果について一連のメタデータを編纂する利便性の高い手段として用いられることがある。


  7.5.1 水文観測所について独自の観測所識別子を用いる加盟国・地域は、第2.4節及び添付文書2.1の定めるところにより、これをWIGOS観測所識別子と照合するための手段を維持しなければならない。


  7.5.2 加盟国・地域は、第2.5節の規定に従って観測所の目的を明らかにして、追加的な観測メタデータを収集及び記録しなければならない。


  注：さらなる詳細は、水文学実務ガイド（WMO-No. 168）第I巻第10章にある。


  7.6 品質マネジメント


  注：


  1. WIGOSにおける品質マネジメントの実施についての規定は、第2.6節に定められている。これらは、WHOSを含む全てのWIGOS要素観測システムに適用される。


  2. WMO水文水資源計画は、WMO品質マネジメントフレームワークの水文学における実装及びその国内的運用への採用についての資料を作成してきた。加盟国・地域の中には、ISO9001：2008の標準の遵守を達成して他の加盟国・地域を支援するために、事例を文書化したものもある。


  7.7 能力開発


  注：


  1. WIGOSにおける能力開発の実装についての規定は、第2.7節に定められている。


  2. データ収集機関の技術的洗練の程度の如何によらず、その要員の質は、最も価値ある資源である。


  7.7.1 加盟国・地域は、最も適切な技能セットを有する適切な人員を獲得及び維持するために、慎重な採用、訓練及び管理を実施しなければならない。


  7.7.2 加盟国・地域は、現地及び事務室においてデータの収集に関わる慣行に関与する全ての人員について、これらが最終的なデータの品質に影響する強い立場にあることから、そのために慎重に構成された訓練プログラムを追究しなければならない。


  注：公式な訓練は、理想的には、基礎的なの諸原則についての一般コースと、部内の現地及び事務室における手順を教授するための訓練モジュールとの双方を提供することを目指すものとなる。全ての素材は、関連性があり、また現行のものでなければならない。


  7.7.3 加盟国・地域は、現地に配置される人員が超音波ドップラー多層流向流速計（ADCP）、機械式流速計等の様々な技術を用いて河川流水測定又は調査測定を行う前に、これに訓練課程、フォローアップ演習及び現任訓練を提供しなければならない。


  7.7.4 加盟国・地域は、その被用者の生産性及びプログラムの有効性を増進させるために、データ収集に係る慣行及びデータ処理についての訓練課程、フォローアップ演習及び現任訓練を提供しなければならない。


  7.7.5 加盟国・地域は、水文情報システム等、河川流水データの処理を可能にするための、また、メタデータ、データ及びデータプロダクトの利用者への効果的かつ効率的な供給を促進するための適切な技術を備えなければならない。


  7.7.6 加盟国・地域は、優先度の高いニーズを満足させるために充分な数の観測所を有し、また、その企図された利用について要求される精度及び信頼性を得るために観測場の維持及び運用のための充分な資源を保証しなければならない。


  8. 全球雪氷圏監視の観測コンポーネントに特有の性質


  注：第1、2、3及び4の各章の規定は、GCWを含む全てのWIGOS要素観測システムに共通のものである。本章の規定は、GCWに特有のものである。


  8.1 雪氷圏の構成要素は、固形降水、雪、氷河・氷帽、氷床、棚氷、氷山、海氷、湖氷、河氷、永久凍土及び季節凍土とする。


  注：


  1. 加盟国・地域は、これらの要素のいずれかについて何らかの量の観測を行うことができる。


  2. 加盟国・地域は、雪氷圏観測を行うために、様々なプラットフォーム（固定観測所、移動式プラットフォーム、仮想観測地点及びリモートセンシング）を用いることができる。


  8.2 加盟国・地域は、全球雪氷圏監視の観測コンポーネントの確立及び実施において積極的に協働し、また、これにあらゆる可能な支援を与えなければならない。


  注：


  1. GCWの程界は、地上ベース及び宇宙ベースの観測、観測の諸標準並びに雪氷圏に係る諸量の測定について推奨される慣行及び手順の応用並びに直接観測及び衛星によるプロダクトの全面的な評価を対象とするものである。


  2. GCWの観測コンポーネントの最初の重点事項は、新たな観測所の設置ではなく、既存の観測所における雪氷圏観測の促進である。


  8.3 加盟国・地域は、雪氷圏観測に関係する観測、能力構築及び訓練活動を調整するために、各機関同士の協力関係を促進し、また、雪氷圏観測についての標準及び推奨される慣行の編纂及び確立を以てこれを支援しなければならない。


  8.4 関係する加盟国・地域は、そのGCW観測所による観測成果がGCWデータポータルを通じてアクセス可能なものであることを保証するものとする。


  注：


  1. これは、GCW観測所が2.4.4.1の規定を遵守するための特別な手段である。


  2. 加盟国・地域は、そのGCW観測による観測成果が供用されるのを保証することによって、雪氷圏観測の成果のGCWのデータプロダクト及びサービスへの取込みが促進されるのを助けている。


  8.5 関係する加盟国・地域は、OSCAR/Surfaceにおいて、どの観測所がGCWの地上観測網又はCryoNetに属しているのかを明確に区別するものとする。


  8.6 GCW地上観測網の観測所を運用している関係する加盟国・地域は、GCWの最良慣行及び手順を適用するものとする。


  注：全球雪氷圏監視の最良慣行及び手順は、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第II巻において公表されている。こうした指針に係る資料は、加盟国・地域が技術規則を理解してこれを遵守する助けとなる。


  8.7 GCW地上観測網は、CryoNetと呼ばれる中核的要素、寄与観測所及び提携観測網の観測所からなるものとする。


  注：


  1. 加盟国・地域は、既存のプログラム及び観測網における全ての雪氷圏観測所においてGCWの最良慣行を適用することを、また、その観測所をCryoNet観測所又はGCW寄与観測所に指定するよう申請することを推奨される。全球永久凍土観測網（GTN-P）は、そうした観測網のひとつであり、監視に係る戦略の定義及びその観測網のためのデータプロトコルの確立を担当する。WMOのRBONにおける観測所は、雪氷圏に係る1つ以上の量を測定するものであり、すでに観測の諸標準及び観測成果の交換プロトコルについてのWMOの指針類に従っている。


  2. GCW観測所としての登録を申請するプロセスについての指針及び申請が受理される基準は、https://globalcryospherewatch.org/に掲載されており、測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第II巻において公表されている。


  3. どの観測網が提携観測網として区別されるのか及び登録されていない観測所がどのようにしてGCWの構成部分として（CryoNet観測所又はGCW寄与観測所として）区別されるのかについての指針は、https://globalcryospherewatch.org/及び測器観測法ガイド（WMO-No. 8）第II巻に掲載されている。


  8.8 GCW地上観測網の基本的な構成部分は、GCW観測所とする。


  注：GCW観測所は、CryoNet観測所、寄与観測所、又は提携観測網の観測所のいずれでもよい。


  8.9 CryoNetは、CryoNet観測所及びCryoNetクラスタからなるものとする。


  8.10 CryoNet観測所は、附録8.1第I部に定められた最低限の一連の要求事項を満足させるものとする。


  8.11 CryoNet観測所は、基本観測所又は基準観測所とする。


  （a）基本CryoNet観測所は、長期的な運用を企図され、また、少なくとも最初の4年間はこれを約束するものとする。


  （b）基準CryoNet観測所は、長期間の運用を約束し、また、少なくとも10年間のデータの記録を有するものとする。


  注：いずれのCryoNet観測所も、次のうち1つ以上の追加的な性質を有しうる。


  （a）衛星プロダクト及び/又は地球システムモデルの校正及び/又は検証に用いられる校正/検証観測所でありうる、あるいは過去にこれらの目的に用いられて今なお必要な設備を提供する。


  （b）雪氷圏に関係する広範な研究の重点事項を有する研究観測所でありうる。


  8.12 GCW寄与観測所は、雪氷圏の構成要素の1つ以上について1つ以上の量の観測成果を提供しているか提供していた観測所とする。


  注：


  1. 附録8.1第I部に掲げられた6つの要求事項のいずれかを満足させておらず、以てCryoNet観測所に対する最低限の要求事項に適合していない寄与観測所は、なおも可能な限り多くこれらの要求事項を満足させることを推奨される。


  2. 寄与観測所は、補助的な気象観測の成果を提供することを求められない。これらは、遠隔のアクセス困難な地域で運用されることがあり、こうしたところでは、雪氷圏観測の成果はごく少なく、寄与観測所が他の雪氷圏測定プログラムを補うことができる。このような観測所によるデータの記録は、短期間のものだったり大きな空白があったりすることがある。


  3. 寄与観測所は、参照属性を有することがある（上記8.11（b）を参照）。


  8.13 CryoNetクラスタは、協調的な運用がなされる複数の稼働中の観測所からなるものとし、そのうち少なくとも1つがCryoNet観測所であるものとする。


  8.14 CryoNetクラスタは、附録8.1第II部に定められた要求事項を満足させるものとする。


  注：CryoNetクラスタは、複数の微気候地域をカバーしたり、大きな高度勾配にわたって展開したりすることがある。よって、追加的な補助的気象観測所も、CryoNetクラスタの一部となりうる。クラスタ内の観測所は、様々なパートナーによって運用されることがあるが、これらの運用は単一の機関又は研究機関を通じて調整される。


  8.15 CryoNetクラスタには、基本クラスタ及び統合クラスタがある。


  （a）基本CryoNetクラスタは、雪氷圏の構成要素の1つを監視するものとし、また、当該要素について複数の量を観測するものとする。


  （b）統合CryoNetクラスタは、雪氷圏の複数の構成要素を、あるいは雪氷圏の構成要素の1つ以上と地球システムの他の部分の1つを監視するものとする。統合クラスタは、世界規模の科学上の協働を通じて、雪氷圏を変動させる各種プロセスに対する科学的理解の進歩を促進するものとする。


  注：通常、統合クラスタは、基本クラスタよりも広範な研究上の重点事項を有している。基本クラスタが雪氷圏のみを調査するのに対して、統合クラスタは、雪氷圏及びこれと大気圏、水圏、生物圏、海洋、土壌、植生といった地球システムの他の部分との連動に対するよりよい理解をもたらすことを狙ったものである。


  8.16 各CryoNetクラスタは、研究の手法及び観測所の維持管理手順が記述された情報を提供しなければならない。


  附録8.1 全球雪氷圏監視CryoNet観測所及びCryoNetクラスタに対する最低限の要求事項


  I. CryoNet観測所に対する最低限の要求以降


  1. 中核的なCryoNet測定に対する要求事項：観測所は、雪氷圏の構成要素の1つ以上について1つ以上の量を測定するものとする。観測所の立地は、雪氷圏についての測定値が周辺地域を代表するように選ばれるものとし、また、こうした代表性は、記述されるものとする。


  2. 継続的な運用の約束：観測所は稼働しているものとする。これを管轄する機関は、合理的な範囲で、雪氷圏の構成要素の1つ以上の長期的な観測の持続を約束するものとする。少なくとも4年間にわたる継続的な測定が約束されるものとする。


  3. 最新かつ入手可能なメタデータ：当該観測所の特性及び観測プログラムを記述する全てのメタデータを含む観測所メタデータは、最新の状態に保たれ、かつ、全球雪氷圏監視（GCW）ポータル及びWIGOS情報資源―OSCAR/Surfaceに提供されるものとする。


  4. 規則による慣行の遵守：観測所の観測手順、測器及び観測法、品質管理に係る慣行等は、GCWが承認した規則に従うものとする。


  5. 無償で入手可能なデータ及び補助的なデータ：データは、無償で、かつ、可能であれば（準）即時的に供用されるものとする。直接観測による補助的な気象観測の成果も、CryoNetに係る慣行が要求するところにより、文書化された品質とともに入手可能なものとされることとする。


  6. 要員の適格性：人員は、観測所の運用及び保守について訓練されるものとする。


  II. GCWのCryoNetクラスタに対する要求事項


  1. クラスタは、1つ以上のCryoNet観測所からなるものとする。


  2. クラスタは、通常の観測所よりも広い地域についての観測を包括するものとする。


  3. 統合クラスタは、技術支援要員を有するものとする。


  4. 統合クラスタは、訓練機能を有するものとする。


  5. 長期的な財政上の保証がなされるものとする。


  6. データは、無償で、かつ、可能であれば（準）即時的に供用されるものとする。
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